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はじめに 

「地震学を社会に伝える連絡会議（以下、連絡会議）」は、地震学の現状（いわゆる「等身大の

地震学」）を社会に伝えるとともに、社会からの要請を受け止めて学会活動へと還元することを目

的として活動しています。近年は、地震現象に対する科学的理解と社会的意思決定との関係が密接

になっており、地震学と社会との対話の重要性は一層高まっています。 

日本地震学会では、兵庫県南部地震の発生から 30 年という節目を迎え、2025 年 7 月に「兵庫

県南部地震 30 年特別シンポジウム 地震本部設立から 30 年―地震学の知見がどう『地震の評価』

に活かされてきたのか」を開催しました。また、2025 年度日本地震学会秋季大会では、特別セッ

ション「兵庫県南部地震から 30 年：内陸地震研究・ハザード予測の進展と展望」を実施しました。

本モノグラフ第 9 号は、これらの企画で提供された話題や意見、議論に加え、企画の中では十分

に紹介できなかった論点も含めて記録するものです。関連企画に基づく論文 11 編と一般原稿 5 編

の、計 16 編を収録しています。 

収録論文では、この 30 年間における日本の地震調査研究とハザード予測の進展、ならびに今後

の課題を多角的に論じています。地震調査研究推進本部の発足後、活断層および海溝型地震の長

期評価は、定性的な判断から、今後 30 年間の地震発生確率に基づく定量的な評価へと発展しまし

た。さらに、基盤的地震観測網、地下構造モデル、強震動予測レシピ、全国地震動予測地図、J-SHIS

などが整備され、地震ハザードに関する知見の蓄積と社会への情報提供が進められてきました。

東北地方太平洋沖地震後には、巨大地震の多様性と科学的な不確実性を考慮した評価手法の検討

が進み、津波レシピや確率論的津波ハザード評価が整備されるとともに、緊急地震速報も社会を

支える防災情報として高度化してきました。 

一方、主要活断層以外で発生する大地震への対応、活断層の連動性や三次元形状の解明、測地・

地震活動データの地震発生確率評価への活用、地盤および構造物被害の再現、確率情報の社会へ

の伝え方、企業の事業継続計画（BCP）、防災教育など、今後取り組むべき課題も多く残されてい

ます。また、兵庫県南部地震後の 6 年間における日本地震学会および日本学術会議の動向につい

てまとめられています。さらに、特別シンポジウムの開催概要やアンケート結果なども資料として

収めました。これらは、地震学と社会との対話の歩みを記録するものであり、今後の継続的な活

動に向けた重要な基盤となるものです。本モノグラフが、日本地震学会会員のみならず、地震学や

地震防災に関わる多様な分野の皆様にとって有益な資料となり、地震学と社会とのより良い関係

の構築に寄与することを期待しています。 

日本地震学会・地震学を社会に伝える連絡会議・モノグラフ第 9 号編集委員会 

【モノグラフ第 9 号編集委員会】 

加藤 愛太郎・室谷 智子・加納 靖之・中原 恒・田所 敬一・篠原 雅尚・馬場 俊孝 

1



地震本部の長期評価―30 年間の変遷 

國立中央大学（台湾）  佐竹健治 

1995 年に設立された地震本部では，内陸の活断層と海溝型地震を対象に長期評価が行われてきた．初期

の評価は定性的なものであったが，確率評価が導入され，今後 30 年間の発生確率（％）で表現されるよう

になった．およそ 100 の主要活断層帯と太平洋側の海溝・トラフ及び日本海東縁部を対象とした初期の評価

は，2005 年までに一通り終了し，その結果は全国地震動予測地図に反映された．2011 年東北地方太平洋沖

地震（東日本大震災）を契機として，海溝型地震の評価手法は見直され，各海溝について改訂版が公表され

ている．一方，内陸の活断層については，より小規模な活断層まで含めた地域評価が行われている．さらに

日本海側の海域活断層を対象とした評価も行われている. 

１．はじめに 

 1995 年の兵庫県南部地震（阪神淡路大震災）を

きっかけに政府の地震調査研究推進本部（以下で

は地震本部と略称する）が設置された．地震本部

には政策委員会と地震調査委員会がある．政策委

員会では，総合基本施策の立案・調査観測計画の

策定・関係行政機関の予算等の調整が行われる．

地震調査委員会は，毎月定例会を開催して地震活

動を総合的に評価するほか，被害地震などが発生

した場合には臨時会を開催し，地震活動の現状等

の評価を行っている．地震調査委員会の下には，

長期評価部会・強震動評価部会・津波評価部会が

設けられている（図 1）．本稿では，過去 30 年間

の長期評価部会の活動について，簡単に説明する． 

長期評価部会は，長期的な観点から地震発生の

評価手法の検討及び評価等を行うため，1995 年

（平成 7 年）12 月に設置され，過去 30 年にわた

って，主に海溝型地震と活断層で発生する地震の

長期評価を行ってきた（図 1）．活断層に関しては，

活断層分科会（北日本・中日本・西日本）が，海

溝型地震に関しては，海溝型分科会が設置され，

それぞれの評価を行っている．また，長期確率評

価手法検討分科会や活断層評価手法等検討分科

会では，評価手法の検討を行ってきた． 

図 1．過去 30 年間の地震調査委員会関連の部会・

分科会の変遷．1）に加筆． 

２．主要活断層帯の長期評価 

2.1主要活断層帯の変遷 

地震本部の設置当初に策定された「地震に関す

る基盤的調査観測計画」では，高感度地震観測網

（Hi-net）・広帯域地震観測網（F-net）・強震観測網

（K-NET, KiK-net）・GPS 連続観測網（GEONET）

とともに，活断層調査が掲げられ，98 の主要活断

層帯が決定された 2）．これらは，確実度が I（確実）

または II（推定），活動度が A 級（1 m 以上/千年）

または B 級（0.1～1 m/千年）で，原則として長さ

20 km 以上の活断層とされている．主要活断層帯

は，表 1 に示すような変遷を経て，現在は 114 と

なっている． 

表 1 主要活断層帯（長さ 20 km 以上）の変遷 3） 

1997 年 主要活断層帯（98 断層）決定 

2005 年 一通りの評価を終了 

2005 年 12 断層帯追加（110 断層） 

2010 年 110 断層帯の調査終了 

2015 年 主要活断層帯の整理（110→97 断層

帯）地域評価が公表されるごとに

追加する方針を決定 

2017 年 中国地域の地域評価に伴い 

主要活断層帯 97→113 断層 

2018 年 別府－万年山断層帯の評価に伴い

主要活断層帯 113→114 

2.2 初期の長期評価 

最初の長期評価は，1996 年に公表された「糸魚

川－静岡構造線活断層系の調査結果と評価につ

いて」4）であり，その中では，将来の活動につい

て，以下のように評価している． 

「牛伏寺断層を含む区間では，現在を含めた今後

数百年以内に，マグニチュード（M）８程度（M 7 

1/2～８1/2）の規模の地震が発生する可能性が高

い．しかし，地震を発生させる断層区間（場所）が

どこまでかは判断できない」 

この評価は，将来発生する地震の場所（牛伏寺

断層），規模（M8 程度），時間（現在を含めた今後

数百年以内）について言及したものではあったが，

特に発生時期について表現が曖昧，対策に結び付
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かない，という批判があった． 

最新の評価（2026 年 1 月 1 日現在）によると，

糸魚川－静岡構造線断層帯（中北部区間）では，

M 7.6 程度，今後 30 年間に発生する確率は 14～

30 %，地震後経過率 1.0～2.0, 我が国の主な活断

層における相対的評価では、S*ランク（最も高い）

に位置づけられている 5）． 

図 2 主要活断層帯．S ランクの活動区間を含む

断層帯に吹き出しが付けられている． 

2.3 確率評価の導入 

 前節で紹介した定性的な評価から定量的な評

価へ進展させるため，長期評価部会の下に設置さ

れた「長期確率評価手法検討分科会」（図 1）にお

いて検討が重ねられ，2001 年（平成 13 年）に報

告書「長期的な地震発生確率の評価手法について」

が公表された 6）． 

ここでは，利用可能なデータに応じて，次の三

つの評価手法が提示されている．第一に，最新活

動時期を含む発生履歴が判明している場合には，

発生間隔が BPT（Brownian Passage Time）分布に

従うと仮定する更新過程モデル（BPT モデル）を

用いる．第二に，発生履歴に加えて断層のずれ量

が既知の場合には，時間予測モデルによって算出

される次の地震までの間隔を平均発生間隔とする

BPT 分布を用いる．第三に，最新活動時期が不明

な場合には，平均発生間隔のみからポアソン過程

を用いて確率を算出する．陸域の活断層について

は，活動（地震発生）間隔のばらつきとして，共

通の値α=0.24 を暫定的に適用することが妥当で

あるとされた．この枠組みは，その後の多くの海

溝型地震や活断層地震の長期評価において基礎

となった． 

なお，2024 年（令和 6 年）に「長期確率評価手

法検討分科会（第二期）」が設置され，長期確率評

価について，見直しを開始した．その検討の一部

は，2025 年（令和 7 年）に「長期的な地震発生確

率の評価手法について（追補）」として公表され，

モンテカルロ法，ベイズ推定，すべり量依存 BPT

モデルが紹介されている．

2.4 活断層の地域評価 

主要活断層帯の長期評価は，社会的・経済的に

大きな影響を与えると考えられ，M 7 以上の地震

を起こす可能性のある断層が対象であった．その

後，M7 未満の地震や主要活断層帯以外の地震に

よっても被害が出ていることから，地域ごとの地

震危険度を検討するために，個別の活断層ととも

に，総合的な評価が必要であるとされた 6)．それ

に基づき，2013 年（平成 25 年）から活断層の「地

域評価」が実施されている．地域評価では，M6.8

以上の地震を引き起こす可能性のある活断層を

対象としている．具体的には，長さ 20 km 未満の

断層，また，陸域に加えて沿岸海域の活断層も含

めている．さらに，小地域ごと（各地域はさらに

幾つかの区域に細分されている）に，今後 30 年間

に地震が発生する確率を，活断層調査ならびに地

震活動からそれぞれ算出している． 

 たとえば，2016 年 4 月 16 日の熊本地震（M7.3）

の震源断層である布田川断層帯（布田川区間）に

ついて，2013 年の地域評価では，30 年以内に M7.0

程度の地震が発生する確率はほぼ 0～0.9 %（やや

高い）と評価していた．また，布田川断層帯を含

む九州中部区域では，30 年以内に M6.8 以上の地

震が発生する確率は，活断層調査からは 18～

27％，地震活動からは 11％と評価していた． 

図 3 活断層の地域評価．これまでに九州・中国・

四国・関東の 4 地域について評価が公表されてい

る．近畿地域については 2026 年に公表予定． 
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2.5 ランクの導入 

前述のように，布田川断層帯（布田川区間）に

おける地震の 30 年発生確率は，ほぼ 0～0.9 ％と

評価され，これは全国の主要活断層帯の中では相

対的に「やや高い」とされていた．しかしながら，

0～0.9 %という値は非常に低いことから，逆に安

心情報と捉えられていた，という指摘もある．

2016 年の熊本地震後の住民へのアンケート 8）に

よれば，約半数が，活断層があることは知ってい

たが，大きな地震が発生するとは考えていなかっ

たと回答している． 

この教訓を踏まえ，住民や防災担当者に活断層

のリスクを正しく理解してもらうため，相対的な

ランク付けを行うことになった．活断層の地震に

ついては，S ランク，A ランク，Z ランク，X ラン

ク（不明（すぐに地震が起きることが否定できな

い））に分類した（表 2）．また，海溝型地震につい

ても同様に，I ランク，II ランク，III ランク，X

ランクに分類した（表 3）．上記の 30 年確率によ

る分類に加え，地震後経過率（最新の地震からの

年数を平均発生間隔で割ったもの）が 0.7 を超え

るものには＊を付けた．

表 2 主要活断層帯のランク分け 

S*ランク 高い 30 年確率 3％以上 

経過率 0.7 以上 

S ランク 高い 30 年確率 3％以上 

A*ランク やや高い 30 年確率 0.1～3％ 

経過率 0.7 以上 

A ランク やや高い 30 年確率 0.1～3％ 

Z ランク 活断層存在 30 年確率 0.1％未満 

X ランク 不明 

表 3 主な海溝型地震のランク分け 

III*ランク 高い 30 年確率 26％以上 

経過率 0.7 以上 

III ランク 高い 30 年確率 26％以上 

II*ランク やや高い 30 年確率 3～26％ 

経過率 0.7 以上 

II ランク やや高い 30 年確率 3～26％ 

I ランク 活断層存在 30 年確率 3％未満 

X ランク 不明 

2.6 海域活断層の長期評価 

海域にも活断層が存在しており，これらが活動

した場合も地震動や津波により被害を及ぼす可

能性がある．主要活断層帯及び沿岸海域の主要活

断層帯の選定基準や陸域への地震・津波被害を踏

まえ，M7.0 以上の地震を引き起こす可能性のある

断層長さ 20 km 程度以上の海域活断層を主な評価

対象とし，対象とする海域ごとに「海域活断層の

長期評価」を実施している． 

2022 年（令和 4 年）に日本海南西部（九州地

域・中国地域北方沖）の海域活断層の長期評価

を公表したのち，日本海中南部（近畿地域・北

陸地域北方沖）の海域活断層の評価を検討中に

2024 年（令和 6 年）能登半島地震（M7.6）が発

生した．そこで，同年に発生確率を除く暫定版

を公表し，引き続き，2025 年に発生確率を含め

た第一版を公表した．引き続き，東北地方及び

北海道の日本海沿岸の海域活断層の検討を行っ

ている．

図 4 海域活断層の長期評価．九州地域・中国地

域北方沖（日本海南西部），兵庫県北方沖～新潟県

上越地方沖（日本海中南部）の評価が公表済． 

３．海溝型地震の長期評価 

3.1 2010年までの評価 

長期評価では，海溝・トラフ付近で発生するプ

レート間地震に加え，スラブ内地震も含めて，海

溝型地震と呼んでいる．2000 年に宮城県沖地震の

長期評価を公表してから，表 4 に示す各海溝・ト

ラフについて長期評価を行い，2004 年までに一通

りの評価を終え，その結果は，地震動予測地図へ

反映された．なかでも千島海溝については，2003

年 3 月に長期評価を公表した約半年後に 2003 年

十勝沖地震（M 8.0）が発生したことから，翌年

（2004 年）に第二版を公表した．

 なお，日本海東縁部については海溝型地震とし

て長期評価を公表したが，今後 2.6 で述べた海域

活断層の評価によって置き換わる予定である． 

表 4 主な海溝型地震の長期評価の変遷 

第一版 第二版 第三版 

千島海溝沿い 平成 15 年

（2003） 

平成 16 年

（2004） 

平成 29 年

（2017） 

日本海溝沿い 平成 14 年

（2002） 

平成 23 年

（2011） 

平成 31 年

（2019） 

相模トラフ 平成 16 年

（2004） 

平成 26 年

（2014） 

南海トラフ 平成 13 年

（2001） 

平成 25 年

（2013） 

日向灘～南西諸

島海溝 

平成 16 年

（2004） 

令和 4 年

（2022） 

日本海東縁部 平成 15 年

（2003） 
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図 5 主な海溝型地震の長期評価． 

3.2 2011年以降の評価 

 2011 年東北地方太平洋沖地震は，2002 年に公表

した日本海溝の長期評価では想定されていなか

った．そこで，同年に海溝型分科会（第二期）が

設置され，以下のような新しい方針を立てた． 

（1）固有地震モデルではなく，発生しうる地震の

多様性を考慮した評価を行う． 

（2）不確実性が大きなデータでも防災に有用な

情報は，科学的知見の限界を述べ，評価に活用

する．

（3）データの解釈について議論の分かれるもの

は，両論併記する．

また，評価文を主文と説明文とに分け，前者は

主な評価をなるべく平易な表現で述べ，後者は科

学的知見の不確実性，問題点など専門的な要素を

含むこととした．そして 2013～2022 年にかけて，

各海溝・トラフの長期評価を改訂した（表 4）． 

４．まとめと今後の問題点 

 本稿では，地震本部設立から 30 年間の長期評

価の変遷を振り返った．長期評価は，初期の定性

的な表現から定量的（確率）表現へと進化し，その

結果は全国地震動予測地図において活用されるとと

もに，国や自治体における防災対策でも利用されて

いる 9)．一方で，低い確率の値が安全情報と受け取

られてしまったこともあり，確率値を相対的に分類

し，ランク分けが行われた． 

また，確率の計算方法としては，時間予測モデ

ル・BPT 分布・ポアソン過程が採用されてきた． 

2011 年以降は，津波堆積物などのより不確定性の

高いデータも用いられ，モンテカルロ法などが導

入されてきた．さらに，南海トラフについては，

2025 年にすべり量依存 BPT モデルが導入された． 

 BPT 分布のばらつきを表すパラメーター（α）

については，活断層では，0.24 に固定されている

が，海溝型地震については，過去のデータから最

尤推定されている． 

 このように，全国の活断層・海溝型地震につい

て 2005 年までに一通りの長期評価を終えたあと

も，最新の知見を含めて更新されている．ただ，

活断層の地域評価については，当初は 4～5 年で

一巡する見込みであった 7）が，まだ全国の半分程

度しか終えていない．日本海沿岸の海域活断層に

ついても，東北地方沖と北海道沖までの評価を終

えるには，まだ数年程度かかる見込みである． 

 今後の課題としては，長期評価手法の再検討・

ベイズ推定など最新の手法の採用，パラメーター

の見直し，地域評価で行われているような地震活

動も含めた将来の発生確率の算定，などが挙げら

れる．さらには，地殻変動や地震活動などの現状

評価と長期評価の融合，領域間の相互作用（クー

ロン応力変化：ΔCFF），巨大地震後の時間変化な

どの中長期的課題も挙げられる．

 また，長期評価結果を社会に正しく伝えるため

には，確率値の相対的なランク分け以外の方法も

検討する必要があろう． 
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地震本部の強震動評価 30 年 

岩田知孝 

大地震が発生すると震源域を中心に強い揺れに見舞われ，揺れによる被害を引き起こす．将来起きる

大地震時にどのような強震動が生じるかを評価するため，地震調査研究推進本部（地震本部）地震調

査委員会の下に平成 11 年（1999 年）8 月に強震動評価部会が設置され，主要活断層帯やプレート境

界地震を対象として強震動評価手法の確立，強震動評価の実施を行い，長期評価部会と連携して全国

地震動予測地図の作成を進めてきた．また，実際の被害地震の再現を通じて強震動評価手法の検証を

行ってきている．本稿では，これまでの強震動評価部会の活動を振り返り，研究コミュニティの将来

展望を記載する． 

１．はじめに 

 神戸をはじめとする阪神間，淡路北部の現代都

市に未曾有の被害を与えた 1995 年兵庫県南部地

震（阪神・淡路大震災）をきっかけとして，地震

調査研究推進本部（以下では地震本部と略称する）

が設置された．地震本部地震調査委員会に設置さ

れた部会構成については，佐竹(2026)の図 1 に示

されているため，ここでは記載しないが，全国地

震動予測地図を長期評価と支える強震動評価に

ついて，成り立ちとこれまでの活動状況，そして

将来展望を記載する． 

２．1995年兵庫県南部地震の教訓 

 1995 年兵庫県南部地震では，気象庁の現地調

査により，建物被害に基づいて，震度 7 の領域が

阪神間，淡路島北部で認定された．1948 年福井地

震後に，家屋倒壊率 30％以上の地域を「震度 7」

と定義したが，その後実際の地震に初めて適用さ

れた例となった（気象庁，1997）．図１に震度７

の領域を示す．「震災の帯」とも呼ばれたその地

域は，六甲山で縁取られる大阪平野（あるいは大

阪盆地）の盆地端部に沿って，盆地端部よりやや

離れたところで平行に細い帯状に広がっていた．

多くの研究者がこの「震災の帯」の成因解明を進

めた． 

 都市の直下で起きた地震であったことから，神

戸・阪神間では強震観測記録が得られていた．そ

の速度記録は，10 秒にも満たない震動継続時間

で，見掛け周期１秒程度の数個のパルス波で構成

されていた．強震記録を用いた震源インバージョ

ンにより，明石海峡下から開始した断層破壊は，

淡路島側と神戸・阪神側に拡がり，神戸市域の下

で主として２つの大すべり域があることが求め

られた．神戸・阪神側は破壊が進展する方向にあ

ったことから，破壊前方において波が近い時間に

集まることによる強いディレクティビティパル

ス波が生じていたこと（例えば Sekiguchi et al.,

1996）,そのパルス波が神戸市域の盆地端部構造

により盆地端部からやや離れた地域で下方から

上昇する実体波と盆地端部から盆地内に回折す

る波の増幅的干渉が起きることにより，盆地端部

からやや離れた地域で揺れが大きくなることが

示された（Kawase, 1996）． 

のちに，神戸地域の地盤構造モデル（現在の言

い方をすれば，深部地盤構造モデル）が構築され

て，震源モデルと地下構造モデルに基づく強震動

シミュレーションも行われた（例えば Pitarka et

al., 1998）．このモデリングは周期１秒程度に限ら

れていたが，「震災の帯」内を含む余震観測（例

えば Iwata et al., 1996）により得られた記録を用

いて，震源インバージョンで求められた不均質震

源断層すべりモデルをいくつかの矩形パッチで

表現し，経験的グリーン関数法を用いた広帯域強

震動シミュレーションにより，観測記録の再現お

よび震災の帯内のより大きな揺れの事後評価も

行われた（例えば Kamae and Irikura, 1998）．これ

らの結果は，極当たり前のことではあるのだけれ

ども，震源断層モデルおよび地下構造モデル特に

地震基盤より浅い構造モデルを与えることによ

り，被害に直結する強い揺れの評価が可能である

ということを認識することとなった．

３．強震動評価部会の発足と活動 

 1995 年阪神・淡路大震災を踏まえて地震調査

研究推進本部が設立され，1999 年 4 月に地震調

査研究の基本的施策をとりまとめた「地震調査研

究の推進について」が出された．ここには，全国

の地震危険度を示す「全国を概観した地震動予測

地図」の作成が謳われた． 

 全国を概観した地震動予測地図は，全ての地震

の位置，規模，発生確率に基づき，ある場所がど

の程度の確率でどの程度の揺れに見舞われるか

を示した「確率的地震動予測地図」と，対象とす

る活断層等から想定される震源断層が活動した

場合に，周辺にどのような揺れをもたらすかを示

した「震源断層を特定した地震動予測地図」で構

成される．これらの地震動予測地図の構築のため，

地震調査委員会下に長期評価部会と強震動評価

部会が設置され，強震動評価部会（1999 年 8 月

設置）は，地震が発生した際の強い揺れ（強震動）

の予測手法検討とそれに基づく強震動評価を担

当した． 
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 強震動評価部会は，特定の断層帯を対象として

震源断層を特定した強震動予測手法の検討を進

めるため，1999 年 11 月に部会下に強震動予測手

法検討分科会を設置し，手法検討を進めた．部会

では，震源断層を特定した強震動評価の手始めと

して，「糸魚川―静岡構造線断層帯（北部、中部）

の地震を想定した強震動評価手法について」を取

りまとめ、地震調査委員会の審議を経て、同委員

会から 2002 年 10 月に公表した．その後、海溝で

発生する地震に対する強震動評価も含め，これま

で 16 の地震を対象に強震動評価を行った． 

 2005 年に「全国を概観した地震動予測地図」が

公表されたが，上記の地震を想定した評価結果は

「全国を概観した地震動予測地図」の「震源断層

を特定した地震動予測地図」となった．強震動評

価部会は強震動評価に必要な全国レベルの地下

構造モデルの高度化を目指して，2005 年 3 月に

地下構造モデル検討分科会を設置し，検討を進め

た．加えて，長期評価と強震動評価の両面から地

震動予測地図の高度化を図るため，長期評価部会

と強震動評価部会の下に地震動予測地図高度化

ワーキンググループを 2006 年 2 月に設置した．

「震源断層を特定した地震動予測地図」の強震

動評価は，震源断層モデルとして「特性化震源モ

デル」(入倉・三宅, 2001)が用いられた．この「特

性化震源モデル」は，1995 年兵庫県南部地震を含

む不均質断層モデルを震源断層全体面積とすべ

りの大きい領域（当時はアスペリティ）面積に着

目した特性化を行うと，前者のみならず後者も地

震規模依存しているという研究成果（Somerville 

et al., 1999）に基づいている．図２に，Irikura and 

Miyake(2011)の，アスペリティ面積の地震規模依

存性，および震源断層全体面積とアスペリティ面

積の比較を示した．これらの経験式に基づくモデ

ルパラメータ設定方法を，様々な状況下の対象地

震に対する評価に適用させることで，パラメータ

設定方法の標準化を進めた．

そこで得られた知見に基づく手法論の整理を

行って，震源断層を特定した地震の強震動予測手

法（「レシピ」）として 2009 年 12 月に公表した．

これらの検討を踏まえて，2009 年，主要活断層帯

および海溝型地震および日本海東縁部の地震を

対象とした地震動予測地図を含めた「全国地震動

予測地図」が発表された．この地図作成の様々な

要素は藤原・他(2009)に詳しい． 

 時間は前後するが，強震動評価に密接に関係す

る強震観測網と地下構造調査の取り組みを紹介

する．1995 年阪神・淡路大震災での激甚被害地域

である「震度７の帯」内では強震記録がわずかで

あったことから，大被害を引き起こす揺れの解明

のため，全国均一密度で約千点の地震観測網 K-

NET（全国強震観測網）が科学技術庁防災科学技

術研究所（当時）により整備され，1996 年 6 月

から運用された．加えて同研究所で整備された地

中高感度地震観測網（Hi-net）の地中および地表

に強震計が併設され，KiK-net（基盤強震観測網）

として2000 年8月よりデータ公開がはじまった． 

 また，「震災の帯」の成因に密接に関係した地

震基盤以浅の地盤構造のモデル化を進めるため，

文部科学省は，地下構造調査手法の有効性の確認

と，合理的かつ効率的な調査法の組み合わせを確認

することを主な目的として，1998 年度から2004

年度に，地方公共団体に地震関係基礎調査金を交

付して主要な堆積平野の地下構造調査を促し

た．13の都府県市がそれぞれの立地する平野，盆

地の地盤調査を行い，反射法探査，ボーリング調

査，地震動評価に必要とされる S 波速度構造推定
のための微動アレイ調査が実施され，堆積盆地速度

構造モデルの構築が進んだ（地震調査委員

会，2005）．また，当時既に，大規模堆積盆地等で

の S 波速度構造を推定するために活用されていた
微動アレイ調査が様々の地域で実施されることで

有効性が示され，こののちも S 波速度構造調査の
標準ツールとして活用されている（例えば岡

田，2008）．

 こういった強震観測網の充実と，強震動評価の

ための地下構造モデルの構築が進んだことによ

り，震源断層を特定した強震動評価の一環として，

地震本部発足以降に生じた被害地震について，得

られた強震記録を対象とした強震動評価手法の

検証を行っている．これまで，2000 年鳥取県西部
地震，2003 年十勝沖地震，2005 年福岡県西方沖
の地震，2016 年熊本地震等の手法検証が行われ，
妥当性や将来課題を整理している（地震調査委員

会，2022）． 

 全国地震動予測地図では，地震ハザードとして

震度，つまり一般構造物の被害に関係する指標を

対象としている．一方，2003 年十勝沖地震におけ
る苫小牧の石油タンクのスロッシング被害は，巨

大地震と大規模堆積平野（この場合は勇払平野）

の組み合わせにより発達した長周期地震動の周

期と，長大構造物の固有周期が一致し共振現象が

起きて被害が生じた．また 2004 年に想定東南海
地震の震源域に近いところで発生した紀伊半島

沖地震により，濃尾平野，大阪平野，関東平野に

おいて長周期地震動が観測され（例えば，岩田・

浅野，2005），次の東南海地震や南海地震による

さらなる長時間で強い長周期地震動に襲われる

可能性が懸念された．これらを踏まえて，強震動

評価部会では，長大構造物の地震ハザードに資す

る長周期地震動予測地図の作成を行ってきてい

る（例えば地震調査委員会，2009）．この際には，

対象地震がプレート境界地震等も含まれること

から，地震基盤以深のプレート形状も含む速度構

造モデル（全国一次地下構造モデル，Koketsu et 

al., 2008）が構築された． 
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加えて，さらなる工学的利活用を進めるため，

地震動予測式を用いた（Morikawa and Fujiwara, 

2013），応答スペクトルの地震動ハザード評価を

行った（地震調査委員会・強震動評価部会，2022: 

土肥・他，2024）．現代社会を支える多様な構造

物への入力地震動評価に資すると考えている．こ

れらの地震動予測地図は現在まで試作版，あるい

は中間報告にとどまっているが，モデルの高度化

やユーザからの要望を踏まえ，より利用しやすい

地図への展開を目指している． 

2009 年に公開された全国地震動予測地図では，

全国を網羅する評価を行うため，地震基盤より工

学的基盤の間の深部地盤構造モデルを作成し，工

学的基盤より表層までの地震動増幅は微地形区

分と AVS30（地表から 30m までの深さの平均 S

波速度），および AVS30 値と PGV（Peak Ground 

Velocity）増分，それぞれの経験式を組み合わせて

地表における震度を評価していた． 

 地震動増幅や震動継続時間の伸長に密接に関

係する地盤構造モデルは，反射法探査，ボーリン

グ調査，重力探査，微動アレイ探査といった各種

地球物理学的探査によって得られた情報から構

築されているが，探査地点が限られていることか

ら，モデルは内外挿されて構築されている．その

後も地震本部が関係した様々な研究プロジェク

ト等によって実施された新たな地下構造調査や

対象地域を絞った地下構造モデルが作成される

と，それらを取り込むことによってモデルはアッ

プデートされてきている．強震動評価の信頼度を

高めるため，強震動評価部会では地下構造モデル

検討分科会を中心として，地下構造モデル構築の

手法論をガイドラインの形としてとりまとめた

（地震調査委員会，2017）．

 また，工学的基盤以浅の地盤構造（浅部地盤構

造モデル）も深部地盤構造モデルと同様に多数の

均質速度層で表現されるモデルとするため，多数

のボーリング情報や小サイズの微動アレイ探査

を実施した．このような浅部・深部統合地盤構造

モデルは，現在までに関東地域，および東海地域

のものが公開され，今後も全国展開を予定してい

る．浅部の速度構造モデルおよび地質情報は，強

震動を受けた時に地盤が非線形化して，地盤特性

である卓越周期が長周期化するといった強震時

の地盤震動特性を把握することにも利用される

ことが期待される．これらのモデルデータの多く，

および関係する報告書は，防災科学技術研究所 J-

SHIS や地震本部の HP サイトからダウンロード

でき，研究にも多数活用されている．

４．将来に向けて～まとめに代えて 

全国地震動予測地図の強震動評価を行うため，

地震本部地震調査委員会の下に作られた強震動

評価部会のここまで約 30 年の活動を，関係する

強震観測網や調査を概観してきた．「全国地震動

予測地図」の強震動評価を行うため整備されてき

た，全国規模の強震動評価のための地下構造モデ

ルは本文でも記載してきたように，それぞれの時

点においての調査結果を踏まえて作成されてい

るが，調査が十分でない地域もまだまだあるのは

事実であるので，地震学会のような研究コミュニ

ティに所属される研究者は，公開されている地下

構造モデルを参照しつつ，ぜひ鍛えていただけれ

ばと考えている．

本稿で示してきたように，「特性化震源モデル」

は 1995 年兵庫県南部地震の「震災の帯」の解明

に主として基づいており，多くの研究者が指摘し

ている通り，地表地震断層を伴う 2016 年熊本地

震本震の震源近傍強震動は，地表近くの断層すべ

りの近地項が卓越した記録が得られており，「特

性化震源モデル」の汎用化も検討していく必要が

ある．これらの推進には震源近傍強震動記録が必

要であり，各機関の強震観測網の維持に加えて利

活用を推進していく必要がある（例えば防災科学

技術研究所，2025）．国内外の研究コミュニティ

に広く利用されている強震観測網などの波形デ

ータもどしどし利用していただき，強震動評価に

も資する新たな発見を期待したい． 

最後になったが，これまでに強震動評価部会及

び関係分科会，ワーキンググループの活動に参画

された方々，関係する地震本部の事務局関係者に

は感謝いたします．なお，紙面の都合により，十

分な数の引用文献を示していないことをお詫び

する． 
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9



地震調査研究推進本部 30 周年 
― 津波評価部会の歩みと今後 ―

北海道大学広域複合災害研究センター  谷岡勇市郎

地震調査研究推進本部では，平成 23年 3月 11 日東日本大震災の発生を受けて，強震動評価だけでな

く，沿岸地域での津波評価の重要性が認識され，津波評価部会が組織された．それに伴い，全国の津

波を統一的・客観的に評価するため，「波源断層を特性化した津波の予測手法」いわゆる（津波レシ

ピ）の作成を急いだ．東北地方太平洋沖巨大地震の震源解析等から，M9 クラスの超巨大地震では強

震動生成域と大津波を励起する波源は大きく違う事が明確になり，津波を評価するためには M9 クラ

スの地震による津波の波源モデルを特性化することが重要課題となった．それを含め多くの課題を解

決し，平成 29 年「波源断層を特性化した津波の予測手法」（津波レシピ）が公表された．現在はプレ

ート境界型巨大地震による津波だけでなく，津波地震・アウターライズ地震・スラブ内地震による津

波も評価できる「津波レシピ」の作成に取り組んでいる．

１．はじめに 

地震調査研究推進本部は平成 7 年 1 月 17 日の

阪神・淡路大震災の発生を受けて，震災の経験を

活かし，地震に関する調査研究を政府として一元

的に推進し，社会に分かりやすく還元するために

設置された．その経緯から，大地震の長期評価及

びそれらによる強震動評価に重点が置かれた．そ

の中で，平成 23 年 3 月 11 日東日本大震災が発生

し，強震動評価だけでなく，沿岸地域での津波評

価の重要性が認識された．準備期間を経て平成

25 年に津波評価部会が設置され，津波評価のた

めの議論が開始された．

本稿では，これまでの津波評価部会の活動を

紹介した後，現在進行中の活動及び今後について

議論する．

２．東北地方太平洋沖超巨大地震 

強震動評価部会では強震動評価を統一的に実

施するための予測手法やその考え方をまとめた

「震源断層を特定した地震の強震動予測手法」い

わゆる（レシピ）を作成し，それを基礎として全

国の強震動評価を実施していた．それに倣い，津

波評価についてもまず，統一的・客観的に評価す

るために，「波源断層を特性化した津波の予測手

法」いわゆる（津波レシピ）を作成する事とした．

ここでは，まず津波評価の重要性を認識する

きっかけとなった平成 23 年東北地方太平洋沖巨

大地震とその津波の重要な部分について記載す

る．平成 23 年 3 月 11 日東北地方太平洋沖で M9.0
の海溝型超巨大地震が発生し，地震により励起さ

れた大津波により，東日本沿岸は大災害に見舞わ

れた．直後の痕跡調査により最大 40m の津波が

東北沿岸に押し寄せていた事が明らかになった

(Mori et al., 2011)．また，釜石沖のケーブル式海

底津波計において，長周期の津波に短周期の津波

が乗った非常に特徴的な津波第１波が観測され

た(Maeda et al., 2011)．この観測津波波形を説明す

るためには広い範囲のプレート境界でのすべり

に加えて，海溝極近傍のプレート境界での超大す

べりが必要であることが明らかになった．さらに，

Satake et al. (2013)は上記ケーブル式津波計でとら

えられた津波波形に加えて，日本沿岸の検潮記録
や GPS 津波計，太平洋に設置された海底圧力計

（DART, NOAA）で観測された多くの津波波形か

ら，インバージョンにより地震時のすべり量分布
を推定し，やはり海溝極近傍で 60m を超える超

大すべりがあった事を明らかにした（図１）．こ

の結果は今後津波を評価するにあたり，海溝極近

傍の超大すべりが重要であることを示す．加えて

Gusman et al. (2012)は津波波形とともに GNSS で
観測された地震時地殻変動データを同時に解析

し地震時の震源過程を推定し，海溝極近傍の津波励

起は付加体の非弾性変形が関わっていることを

示した．それらに加えて，グローバルな広帯域地震

波形記録から解析した震源過程も海溝極近傍に

非常に大きなすべりがあった事が明らかにな

っていた (Ide et al., 2011)． 
それに対して，Asano and Iwata (2012)は震源域

近傍で観測された強震動波形を解析し，強震動に

よる被害を評価するために重要な強震動生成域

を推定した．その結果，推定された 4 つの強震動

生成域はいずれも震源域のダウンディップ側（陸

側）に位置している事をつきとめた（図１）．つ

まり，津波波形，地殻変動解析，広帯域地震波形

解析で推定された海溝極近傍の非常に大きなす

べりは東日本の強震動には大きくは影響してい

ない事を明らかにした．さらに北側の２つの強震

動生成域（図１）は 1936 年，1937 年，1978 年の

宮城沖地震の震源域に位置していることが分か

った．また，南側の 2 つの強震動生成域は 1938
年に発生した一連の房総沖地震の震源域近傍に

位置していることも分かった．つまり，東北地方
太平洋巨大地震では M8 クラス地震の強震動生

成域が複数破壊したことにより強震動が励起さ

れたこととなる．

これら東北地方太平洋沖巨大地震の震源過程
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解析の結果は M9 クラスの超巨大地震では強震

動を発生させる場所と大きな津波を励起させる

場所が大きく異なることを明らかにした．Lay et 
al. (2012)はこの結果を M9 クラスの超巨大地震の

特徴として一般化した．この特徴が「波源断層を

特性化した津波の予測手法（津波レシピ）」を考

える上で重要な課題となる．強震動の評価では

M9 クラスの超巨大地震についても，M8 クラス

と同様に特性化を実施できるが，津波を評価する

ためには最も被害が大きくなる M9 クラスの超

巨大地震波源の特性化は，強震動とは違う方法を

用いる必要があることを意味する．

図１．平成 23 年東北地方太平洋沖巨大地震の津

波波形から推定されたすべり量分布(Satake et al., 
2013)と Asano and Iwata (2012)による強震動生成

域（SMGA1, 2, 3, and 4） 

３．津波レシピの作成 

上記で示したとおり，M9 クラスの超巨大地震

の津波を計算するために，その震源モデルを特性

化する方法を開発することが「津波レシピ」を策

定する上で重要となる．そのため，まず，津波記

録から推定された M9 クラスの地震のすべり量

分布を収集した．それらは，1952 年カムチャツカ巨

大地震（Mw8.8）(Johnson and Satake, 1999)，1960年
チリ巨大地震（Mw9.2）(Fujii and Satake, 2013）， 

1964 年アラスカ巨大地震（Mw9.2）(Johnson et al., 
1996)，2004 年スマトラ島沖巨大地震（Mw9.1）
(Fujii and Satake, 2007), 2010 年チリ巨大地震

（Mw8.8）(Lorito et al., 2011, Fujii and Satake, 2013)，
2011 年東北地方太平洋沖巨大地震（Mw9.0）
(Satake et al., 2013, 杉野・他, 2013，内閣府, 2012，

Gusman et al., 2012，Romano et al., 2012)である．

これら巨大地震の津波解析による（津波を説明で

きる）小断層毎のすべり量分布より，まずあるす

べり量以上の断層面積が全体の震源域に占める

割合を計算する．その後そのすべり量を各すべり

量分布の平均値で規格化する．図２上に上記全て

の超巨大地震のすべり量分布から求めた結果を

示す．これらの結果からすべり量分布を特性化す

ることを考える場合，超大すべり域を平均すべり

量の 4 倍で断層域全体の 10％，大すべり域を平

均すべり量の 2 倍で断層域全体の 20％（超大す

べり域を合わせると断層域全体の 30％）とする

ことが適切であるとの結論を得た．図２上の黒太

線が特性化されたすべり量分布である．この場合

背景領域のすべり量は平均すべり量の約 0.29 倍

となる．次にこの超大すべり域を設置する位置を

特性化する．東北地方太平洋沖巨大地震等の震源

過程から，超大すべり域は大すべり域内の海溝沿

いに設置することとした．また，大すべり域が海

溝まで達しない場合には超大すべり域は設置し

ない（超大すべり域は存在しない）とした．図２

下に大すべり域と超大すべり域の設置例を示す． 

図２．上）超巨大地震（M9 クラス）の規格化し

たすべり量比率と累加面積比率の分布．様々なシ

ンボルは 6 つの超巨大地震に対する 10 個のすべ

り量分布による．黒太線は特性化した震源モデル．

下）超大すべり域・大すべり域の設定例．赤（超

大すべり域）橙（大すべり域）黄（背景領域）．

地震調査研究推進本部・地震調査委員会 (2017)
より．

次に超大すべり域が存在しない M9 クラスよ

り小さな地震の場合についてもすべり量分布の

特性化を考える．そのため，4 つの日本で発生し

た巨大地震の津波データから推定されたすべり

量分布を収集し，超巨大地震の場合と同様にある

すべり量以上の断層面積が全体の震源域に占め

る割合を計算し，そのすべり量を平均すべり量で

規格化した．用いた巨大地震は 1944 年東南海巨

大地震（Mw8.2）(Tanioka and Satake, 2001a), 1946 
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年南海巨大地震（Mw8.4）(Tanioka and Satake, 
2001b)，1952年十勝沖巨大地震（Mw8.2）(Satake 
et al., 2006)，2003年十勝沖巨大地震（Mw8.0）(谷
岡・他, 2004)である．図３に 4 つの巨大地震のす

べり量分布から求めた結果を示す．これらの分布

から特性化した大すべり域を考える．超巨大地震
の場合と同様に大すべり域を平均すべり量の2倍
で断層域全体の30％とすることで問題ないとの

結論を得た．図３の太黒線が特性化されたすべり

量分布である．この場合背景領域のすべり量は平
均すべり量の約0.57倍となる．大すべり域の位置

は断層域全体のどこに置いても良いこととし
た． 

図３. 巨大地震の規格化したすべり量比率と累

加面積比率の分布．様々なシンボルは４つの巨大

地震のすべり量分布による．黒太線は特性化した

震源モデル．地震調査研究推進本部・地震調査委

員会 (2017)より． 

その他，断層モデルを設定するための経験則や

スケーリング則，さらに津波を数値計算する手法

など，「波源断層を特性化した津波の予測手法」

としてまとめられている（地震調査研究推進本

部・地震調査委員会，2017）．これらの成果

（津波レシピ）は今村文彦（前津波評価部会長）

のもと津波評価部会で議論され公表された．「南

海トラフ沿いで発生する大地震の確率論的津波評

価（令和2年公表）」は上記で作成された「津波レシ

ピ」を基礎として最初に津波が評価された成果で

ある．

４．津波レシピの拡張 

 上記で作成された「津波レシピ」は沈み込み帯

でのプレート境界型巨大地震による津波を評価

する手法を記述したものだ．これは，南海トラフ

沿いの巨大地震による津波の評価には十分だ

が，日本海溝・千島海溝沿いの津波を評価するた

めには，大幅な拡張が必要である．日本海溝・千

島海

溝沿いでは，1933 年昭和三陸巨大地震（M8.2）
のように海溝外側のアウターライズで発生する

正断層型巨大地震による大津波によっても沿岸

で大災害を引き起こす．また，1896 年明治三陸津

波地震（Ms7.2, Mt8.6-8.2, Mw8.0, Tanioka and Seno, 
2001）では，地震の揺れの規模は小さいにもかか

わらず，津波が異常に大きくなり，三陸沿岸で津

波による死者 2 万人の大災害となった．さらに

1994 年北海道東方沖巨大地震（Mw8.1）は沈み込

むプレート内で発生した巨大地震であったが，大

津波が発生し千島列島沿いで大きな被害となっ

た． 

これらの津波を評価するためには，海溝外側の

アウターライズ地震，海溝極近傍のプレート境界

で発生する津波地震，沈み込むプレート内で発生

するスラブ内地震により励起される津波の評価

に対応できる「津波レシピ」に拡張する必要があ

る．

アウターライズ地震の場合，断層面積と規模の

スケーリング則を修正する必要（応力降下量の修

正等）がある．また，プレート内の地震発生層の

厚さ（深さ）についても最新の研究成果を考慮す

る必要がある．津波地震の場合，典型的なプレー

ト境界型地震のスケーリング則から津波を再現

できるすべり量を決めることは困難だ．津波地震

の規模に対応した津波波源としての震源断層モ

デルの構築を考える必要がある．沈み込んだスラ

ブ内で発生する巨大地震の場合，事例が極端に少

なくスケーリング則の修正を考慮するのも難し

い．現在，津波評価部会はこれら全ての巨大地震

に対して津波を評価する手法を記述する「津波レ

シピ」の拡張をほぼ終了し，最終的なチェックを

行っている．「日本海溝・千島海溝沿いで発生す

る大地震の確率的津波評価」は拡張された津波レ

シピを基礎として実施される予定である．

５．津波評価の今後 

 ２章で示したように，津波の確率的評価の精度

を上げるには，超巨大地震（M9 クラス）の発生場

所，最大規模，発生頻度の把握が重要になる．こ

れらを把握するためには，その発生頻度の低さか

ら，地質学的調査結果，特に津波痕跡調査の成果

をどのように津波の評価手法の中に取り込むこ

とができるかが重要となる． 

 津波地震についても，津波地震による津波の発

生メカニズムを考慮したスケーリング則に従っ

た評価手法を開発することが望まれる．

最後に，実際に確率的津波評価を実施しながら，

想定できていない問題点を解決するために「津波

レシピ」の改善に取り組むことが重要であろう． 

６．まとめ 

平成 23 年東北地方太平洋沖巨大地震による津

波大災害の経験から，津波評価の重要性が認識さ

れ，統一的に評価を実施するために，「波源断層

を特性化した津波の予測手法」いわゆる（津波レ

シピ）を作成する事となった．そのために，重要

な課題となったのは，M9 クラスの超巨大地震の

震源モデルを特性化することであった．世界中の

超巨大地震に対して，津波を再現できるすべり量

12



分布を解析した文献を収集し，それらを調査する

ことで特性化を試みた．その結果，平均すべり量

の 4 倍のすべり量を持つ「超大すべり域」を断層

域全体の 10％の断層面積とし，その「超大すべり

域」を海溝軸沿いに配置し，平均すべり量の 2 倍

のすべり量を持つ「大すべり域」は「超大すべり

域」を内在し，断層域全体の 20％（超大すべり域

を合わせると断層域全体の 30％）とする事で特

性化した．それらを含めて 2017 年に「津波レシ

ピ」が完成した．

現在，典型的なプレート境界型巨大地震だけで

なく，津波地震・アウターライズ巨大地震・スラ

ブ内巨大地震による津波も評価できるよう「津波

レシピ」を拡張中である．
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地震・津波ハザード評価 
 

防災科学技術研究所  藤原広行 
 

地震調査研究推進本部による全国地震動予測地図の作成に資するため，防災科学技術研究所では，確

率論的地震動予測地図作成手法の研究及び震源断層を特定した地震動予測地図作成のための強震動予

測レシピの高度化，表層地盤モデル及び 3 次元深部地盤モデルの構築，物理モデルに基づいたシミュ

レーション手法の研究，情報公開のための地震ハザードステーション（J-SHIS）の開発などを実施し

てきた．さらに，東北地方太平洋沖地震以降は津波ハザード評価に関する検討も行ってきた．地震・

津波ハザード評価の研究の進展を振り返るとともに今後の課題について報告する． 

 

１．はじめに 

 防災科学技術研究所（以下では防災科研と呼ぶ）

では，地震本部による「地震動予測地図」の作成

に資するため，地震動予測地図の作成に必要な技

術的な検討及び地図の作成作業を行ってきた．以

下では，それらの取り組みを振り返るとともに今

後の課題について考察する．  

 

２．地震動予測地図とは 

 地震動予測地図は，地震災害の軽減に資するた

め，将来日本で発生する恐れのある地震による強

い揺れを予測し，その結果を地図として表したも

のであり，兵庫県南部地震の教訓を踏まえ発足し

た国の地震調査研究推進本部により作成されて

いる．「全国地震動予測地図」は，地震発生の長

期的な確率評価と強震動の評価を組み合わせた

「確率論的地震動予測地図」と，特定の地震に対

して想定されたシナリオに対する強震動評価に

基づく「震源断層を特定した地震動予測地図」の

2 種類の性質の異なる地図から構成されている．  

 

３．確率論的地震動予測地図 

地震の発生及びそれに伴う地震動のハザード

評価は，現状では数多くの不確実な要素を含んで

いる．こうした不確実性を定量的に評価するため

の技術的枠組みとして有力と考えられているの

が，確率論的地震ハザード解析と呼ばれる手法で

ある．確率論的地震動予測地図を作成するために，

確率論的地震ハザード解析が採用されており，そ

の大まかな手順は以下に示す通りである． 

・地震調査委員会による地震の分類に従い，対

象地点周辺の地震活動をモデル化する． 

・モデル化した地震について，地震規模，震源

域，地震の発生確率を評価する． 

・地震規模と震源域が与えられた場合の地震

動強さを推定する確率モデルを設定する．モデル

化された各地震について，対象期間内にその地震

により生じる地震動の強さがある値を超える確

率を評価する．  

・上記をモデル化した地震の数だけ繰り返し，

それらの結果を足し合わせることにより，全ての

地震を考慮した場合に，対象期間内に生じる地震

動の強さが，ある値を少なくとも一回超える確率

を計算する． 

以上の手順で地点毎にハザード解析を実施し，

地震動の強さ・期間・確率のうち 2 つを固定して

残る 1 つの値を求めた上で，それらの値の分布を

示したものが「確率論的地震動予測地図」である．

地震動の強さとしては，工学的基盤における最大

速度に基づき地表での震度が評価されている． 

防災科研では，確率論的地震動予測地図の作成

に資することを目的とし，2001 年に確率論的予

測地図作成手法検討委員会（委員長 翠川三郎）

を立ち上げ検討を開始した．その検討を踏まえ，

2002 年には，山梨県地域を対象とした確率論的

地震動予測地図の試作版（地域限定）が公表され，

2003 年には，確率論的地震動予測地図の試作版

（地域限定－北日本），2004 年に確率論的地震動

予測地図の試作版（地域限定－西日本)が公表さ

れるなど検討が進み，2005 年に「全国を概観した

地震動予測地図」が完成した．その後，毎年度，

新たな長期評価結果や知見を取り込むことによ

り「全国を概観した地震動予測地図」の更新が行

われてきた．2009 年には，それまでの 10 年間の

検討の取りまとめとして，大幅な改良が加えられ

た（藤原・他，2009）．さらに名称も変更され，

「全国地震動予測地図」として公表された． 

2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖

地震 (M9.0) は，日本周辺で発生した地震として

は有史以来最大規模のものであった．この地震

は，「全国地震動予測地図」において考慮するこ

とができていなかった．この教訓を踏まえ，地震

動ハザード評価の改良に向けて，特に確率論的な

評価に関する検討が進められ，2012 年及び 2013

年に「今後の地震動ハザード評価に関する検討」

として公表された．それらの検討を踏まえて改良

された「全国地震動予測地図 2014 年版」が公表

された（藤原・他，2015）．地震調査委員会によ

る活断層の地域評価および海溝型地震の長期評

価の公表を受けて「全国地震動予測地図 2016 年

版」，「全国地震動予測地図 2017 年版」，「全国地

震動予測地図 2018 年版」，「全国地震動予測地図 

2020 年版」が公表された．また，耐震設計等にお

ける工学的利用に資することを目的として地震
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動の応答スペクトルに関する地震動予測地図の

作成に向けた検討が進められており（藤原・他，

2023），2022 年には「応答スペクトルに関する地

震動ハザード評価（試作版）」が公表された． 

 

４．震源断層を特定した地震動予測地図 

発生確率が海溝型の地震と比較して小さな値

となる活断層の地震に対する対策として，主要な

活断層帯で発生する地震については，確率論的な

地震ハザード評価に加えて，あるシナリオを想定

し，詳細な強震動評価手法を用いた「震源断層を

特定した地震動予測地図」が作成されている．「震

源断層を特定した地震動予測地図」の作成におい

ては，詳細な強震動評価手法としてハイブリッド

法と呼ばれる地震波形の合成法が用いられてい

る．ハイブリッド法は，複数の要素技術の組み合

わせからなる複雑な波形合成法であるが，この手

法を標準化し，誰が計算を実施しても同じ結果が

得られることを目標とした手法の検討が行われ，

「震源断層を特定した地震の強震動予測手法

（「レシピ」）」が，地震調査委員会により作成さ

れている．「レシピ」の開発に当たっては，文部

科学省科学技術振興調整費「地震災害軽減のため

の強震動予測マスターモデルに関する研究」（研

究代表者：入倉孝次郎，2000 年度～2004 年度）

により，構造物の被害に直結する周期 1 秒前後の

やや短周期域を含む広い周期帯域で強震動を高

精度に予測するための震源像を，高精度化された

地震波伝播特性に基づいて確立することを目的

とし，新しい震源像の確立と定量的伝播特性モデ

ルを統合化した強震動予測・被害予測のための方

法論（強震動予測マスターモデル）の構築がなさ

れた．防災科研では，「レシピ」に従い個別断層

帯ごとの強震動評価によるシナリオ地震動予測

地図作成を，糸魚川－静岡構造線断層帯（北部，

中部）の地震)，南海トラフの地震，宮城県沖地震，

森本・富樫断層帯の地震など特に発生確率が高い

とされる主要断層帯の地震について実施してき

た．さらに，2003 年十勝沖地震，2005 年福岡県

西方沖の地震，2016 年熊本地震を対象とした強

震動予測手法の検証が実施されている． 

2009 年には，全国の主要活断層帯（110 断層帯）

の「震源断層を特定した地震の地震動予測地図」

を一括して作成することを目的として，長期評価

による活断層の地表長さから，従来の「レシピ」

の過去の地震記録や詳細な調査に基づき断層面

積から地震規模を設定する手法（（ア）の手法）

に加えて，一部の震源断層パラメータを簡便に設

定する手法（（イ）の手法）が追加された．これ

に基づき，全国の主要活断層帯に対して強震動評

価が実施された． 

その後も「震源断層を特定した地震の強震動予

測手法（「レシピ」）」は，新たに得られた知見に

基づき改訂が継続的になされている．2016 年に

は，長さが約 80km を超える長大な活断層に関す

る手法の一部見直しやスラブ内地震のための手

法の新たな追加が行われ，活断層で発生する地震

に対して（ア）及び（イ）の手法の位置づけの説

明が修正された．2017 年には，関東地方を対象に

した浅部・深部統合地盤構造モデルの構築に伴い，

そのモデルに対応させるためレシピの地下構造

モデルに関する記述の更新がなされている．また，

2020 年には，地盤増幅率に関する改定と計算式

の修正がなされた．さらに，「レシピ」の今後の

改善に資するため，2022 年には，熊本地震の検証

に関する中間報告が公表されている． 

 

５．強震動評価のための地盤モデル 

強震動評価を物理モデルに基づいて行うため

には，地下構造の物性値に関する情報が不可欠と

なる．強震動評価のためには，弾性波速度構造，

特に S 波速度構造を知ることが重要である．地下

構造に関する情報の種類や多寡を反映して，強震

動評価の観点からは，地下構造を大きく 3 つの領

域，上部マントルから地震基盤（S 波速度 3km/s

相当層）までの地殻構造，地震基盤から工学的基

盤（S 波速度 400m/s～700m/s 相当層）までの深

部地盤構造，工学的基盤から地表までの浅部地盤

構造に分けたモデル化が進められてきた． 

特に，深部地盤構造は，地震動の比較的長周期

部分（周期 1 秒程度以上）の特性に大きな影響を

与える地下構造であり，差分法や有限要素法によ

るシミュレーションなどの決定論的手法により

扱える周波数領域での地震動の計算において重

要となる．浅部地盤のモデル化では，表層地質デ

ータやボーリングデータを用いて地盤モデルを

作成することが基本となる．浅部地盤構造は局所

的な変化が大きいため，モデル化には膨大なデー

タ収集が必要となる．現状では，広域での面的な

評価が必要な場合には，簡便な表層地盤増幅率の

評価法として，微地形分類データベースを利用し

た手法が用いられる場合も多く，全国を網羅した

地形・地盤分類 250m メッシュマップの作成も行

われている． 

強震動評価に必要とされる各種データを収集

しモデル化するために，防災科研では様々なプロ

ジェクト研究を実施してきた．文部科学省科学技

術振興調整費「統合化地下構造データベースの構

築（2006 年度～2010 年度，代表者：藤原広行）

では，産業技術総合研究所，土木研究所，社団法

人地盤工学会，東京工業大学，東京大学の協力の

下で，地下構造に関する情報を，国民共有の国家

財産として位置づけ，データの散逸を防ぎ，誰も

が利用可能なデータベースを構築することで，地

下構造・地質情報に関する情報公開を促進し，こ

れまでの調査による成果を広く社会に還元する

ことを目的とし，表層から地球内部構造に至る地

下構造の地球物理学的情報，地質学的情報を統合
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的に収集・管理し，広くデータ利用可能な仕組み

として，統合化地下構造データベースの構築に取

り組んだ． 

 こうした様々な機関の取り組みを踏まえ，地震

本部の地下構造モデル検討分科会において，全国

を対象とした深部地盤モデルの作成が進められ

るとともに，それらを活用した長周期地震動予測

地図の作成が試みられた．2009 年 9 月には，「長

周期地震動予測地図」2009 年試作版とともに，

「レシピ」の中に，地下構造モデルの作成法の記

述が加えられ，2012 年 1 月には，「長周期地震動

予測地図」2012 年試作版とともに，全国１次地下

構造モデル（暫定版）が公表された． 

 さらに，関東地域を対象として，微地形区分に

基づいて計算されていた表層地盤増幅率に代わ

るものとして，ボーリングデータの収集及び多数

の微動探査を加えた手法による浅部・深部統合地

盤モデルの研究が実施された．特に，SIP（戦略

的イノベーション創造プログラム）のレジリエン

トな防災・減災機能の強化として実施された「リ

アルタイム被害推定・災害情報収集・分析・利活

用システム開発（2014 年度～2018 年度），研究代

表者：藤原広行」では，地表から工学的基盤付近

までの浅部地盤モデル，工学的基盤付近から地震

基盤及び大深度構造までの深部地盤モデルを統

合し，長周期から，建物等の被害に直結する主要

な周期帯域（0.5～2 秒）までの動的特性を説明で

きる 250m メッシュの広域地下構造モデルの構

築が，関東地域及び東海地域において実施された．

地盤のモデル化においては，既往の地下構造情報

に加え，高密度の微動探査データが使用された．

地盤構造の動的特性を精度良く得るため，微動探

査（単点及びアレイ探査）が高密度に実施され，

大量の微動観測データを安定的かつ効率的に管

理するため，クラウド型解析システムが開発され

た． 

 これら取り組みにより得られた知見を踏まえ，

関東地域を対象とした強震動評価のための浅部

及び深部の地盤モデルの改良が行われ，2016 年

10 月に，「長周期地震動評価 2016 年試作版－相

模トラフ巨大地震の検討－」と併せて，関東地域

の浅部・深部統合地盤構造モデルの検証などが実

施された．それらを踏まえ，2017 年 4 月には，

「地下構造モデル作成の考え方」及び「関東地方

の浅部・深部統合地盤構造モデル（2017 年版）」

が公表された．さらに，2021 年 3 月には「防災

科研技術説明資料 関東地方の浅部・深部統合地

盤構造モデルの構築」と併せて「関東地方の浅部・

深部統合地盤構造モデル（2021 年版）」が公表さ

れている（先名・他，2023）． 

 

６．地震ハザード情報の利活用 

「全国地震動予測地図」は，地震本部が実施し

てきた地震動ハザード評価の成果の集大成とし

て位置づけられるものであり，地震活動モデルや

震源断層モデル，及び地下構造モデル等の地図の

作成に必要なデータまで含めると膨大な量の情

報を含んでいる．防災科研では，地震動予測地図

の利用に関する検討の一環として，「地震動予測

地図工学利用検討委員会」（委員長：亀田弘行）

を設置し検討を行ってきた．本委員会がまとめた

報告書（地震動予測地図工学利用検討委員会，

2004）では，「地震動予測地図」を最終成果物と

しての地図そのものだけでなく，その作成の前提

条件となった地震活動・震源モデル及び地下構造

モデル等の評価プロセスに関わるデータも併せ

た情報群としてとらえることにより，「地震ハザ

ードの共通情報基盤」として位置づけるべきとの

提言がなされた．この提言を実現するために，防

災科研では「地震動予測地図」の公開システムの

開発を実施し，同報告書により提案された名称を

採用し，「地震ハザードステーション J-SHIS」と

して，2005 年 5 月より運用を開始した．J-SHIS 

の運用を開始した後にも，WEB による地図情報

の配信技術は急速に進歩してきた．2009 年には，

新たな技術を取り入れ，「全国地震動予測地図」

として新たに整備された 250ｍメッシュの全国

版「確率論的地震動予測地図」，主要断層帯で発

生する地震に対する詳細な強震動予測に基づく

「震源断層を特定した地震動予測地図」，それら

計算に用いた全国版深部地盤モデル，250m メッ

シュ微地形分類モデルなどを一元的に管理し，背

景地図と重ね合わせて，わかりやすく提供できる

システムを開発した．さらに，地点ごとのハザー

ド情報をまとめた「地震ハザードカルテ」の作成

機能の追加や API サービスの提供を含めたポー

タル化など，地震動ハザード情報の総合的な情報

基盤としての位置づけを目指して J-SHIS 機能

の向上に向けた開発が続けられている． 

 

７．地震ハザード情報の国際展開 

Global Earthquake Model（GEM）は，国境を越

えた地震ハザード・リスク評価基盤を構築する国

際的な非営利プロジェクトとして，2009 年に

OECDの主導で設立された GEM財団により運営

されている．2012 年 9 月に防災科研は日本の公

的機関の代表として，GEM 運営委員会メンバー

に正式に加入し，現在も活動を継続しており，「全

国地震動予測地図」で培った確率論的地震ハザー

ド評価の知見を GEM のグローバルモデルへ統

合・整合させる役割を担っている． 

GEM に参画しているメンバーが中心となって，

関連する国・地域と連携し，地域ごとの地震ハザ

ードモデルを作成しそれらを組み合わせること

により世界全体を覆う地震ハザードモデルの構

築が進められ，2018 年 12月に公表された．その

後も改良が進んでいる．これらモデルは地域ごと

に格差があり，統一的な基準に基づいて作成され
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たものとはなっていないために，グローバル・モ

ザイクモデルと呼ばれている．グローバル・モザ

イクモデルの日本地域での地震ハザードモデル

としては，地震本部が公表している全国地震動予

測地図の作成で用いられている確率論的地震ハ

ザードモデルが実装されている． 

 

８．津波ハザード評価 

2011 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震

による津波の甚大な被害を踏まえ，2013 年 2 月

に津波評価部会が設置された．津波評価部会では，

地方公共団体等による避難計画や施設整備等の

津波防災対策の検討に資するため，科学的知見に

基づき，津波の予測や評価のための手法の検討と

それに基づく津波ハザード評価を実施している．

防災科研では，津波ハザード評価に資するための

手法の検討と津波評価作業を実施してきた． 

不確定性を考慮した上で，津波を発生させる地

震の断層（波源断層）の特性を主要なパラメータ

で表した多数の波源断層モデルを設定し，それら

に基づいた津波の予測や評価の手法が検討され，

2017 年 1 月に「波源断層を特性化した津波の予

測手法（津波レシピ）」として公表されている．  

津波レシピによる津波ハザード評価の大まか

な流れは以下のとおりである． 

① 地震の発生可能性の評価 

どこでどのような地震が発生するか想定する．

地震調査委員会による長期評価結果や背景的

な地震活動のデータに基づき，地震の発生確率

を評価する． 

② 波源断層モデルの設定 

津波の波源となる断層面の位置・形状，地震規

模等を設定する．すべり量の不均質性を考慮し

た波源断層モデルを用いる． 

③ 海底・陸域地形のモデル化 

海底および陸域の地形をモデル化する．津波は

海底地形の影響を強く受けるため，最新の測

量・調査に基づき，適切に作成する． 

④ 津波の高さの評価 

波源断層モデルによって生じる地殻変動量か

ら初期水位を計算する．この初期水位および地

形モデルを用いて津波伝播遡上計算を行い，津

波の高さを評価する． 

⑤ ハザードカーブの作成 

ある評価地点における津波の高さの推定には，

地震の発生位置や震源メカニズムの不確かさ

や津波伝播遡上計算の誤差など，様々な不確定

性が内在している．確率モデルを用いて，個々

の波源断層モデルによって発生する津波に対

して不確定性を考慮し，対象とする期間内にそ

の地震によって津波の高さがある閾値を超え

る確率（超過確率）を評価する．それらをすべ

ての地震に対して確率論的に統合することで，

対象とする期間内に津波がある閾値を超える

超過確率を計算する． 

津波レシピに基づき，2020 年 1 月に「南海ト

ラフ沿いで発生する大地震の確率論的津波評価」

が公表されている．津波ハザードに関する情報は，

防災科研が開発・運用している津波ハザードステ

ーション J-THIS（https://www.j-this.bosai.go.jp/）か

ら公開されている 

 

９．今後の課題 

 地震調査研究推進本部が設置され，30 年間に

実施されてきた地震・津波ハザード評価に関する

取り組みを振り返った時感じることは，長期評価，

強震動評価を実施するための主要活断層帯に対

する活断層調査や平野部の地下構造調査をはじ

めとした組織的な取り組みが着実に積み上げら

れてきたということである．こうした組織的な取

り組みは，日本全国を一律に評価するための基盤

情報の整備として極めて重要な役割を果たして

きたと考えられる．今後の発展に向けて，組織的

な検討が必要と思われる課題を以下にまとめる． 

① 認識論的不確定性の評価 

ハザード評価において不確実性を，自然現象と

して本質的な不確かさとしての「偶然的ばらつき」

と，知識やデータの不足に起因する「認識論的不

確定性」に分けることがあるが，特にこれまでの

ハザード評価においては，「認識論的不確定性」

の評価が不十分であり，今後の組織的な取り組み

が期待される． 

② 地下構造に関する共通情報基盤の整備 

地下構造に関する情報は，様々な目的に対して

多数の機関により取得されている．これら情報を

共通の基盤情報として活用できる環境の整備が

望まれる． 

③ 地震観測データの利活用基盤の整備 

全国的な地震観測網により取得され蓄積され

ている観測データのさらなる活用のための情報

基盤整備が望まれる． 
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地震動即時予測：緊急地震速報の社会実装とその後の進展 

気象庁気象研究所  干場充之 

緊急地震速報は，強く揺れることを事前に知らせることを目的に，2007 年から本格的な運用が始まっ
た．今日では，多くの人が知る情報であり，地震防災の柱の 1 つとみなされるようになった．また，地
震調査研究推進本部の歴代の基本施策でも述べられており，現在の第 3期総合基本施策（2019 年～）で
も，今後 10 年で取組むべき地震調査研究として，その高度化が取り上げられている．本稿では，緊
急地震速報の研究開発期，運用開始時，東北地震での経験とその対応，そして，その後の進展につい

て述べる． 

１．はじめに 

 地震動即時警報は世界各地で研究され，いくつ

かの国や地域では既に社会実装もされている．わ

が国でも，全国を対象とした即時警報は，2007

年から気象庁からの「緊急地震速報」として発表

されている．今日では，地震防災の柱の１つとみ

なされるようになった（中央防災会議，2024）．

本稿では，緊急地震速報の研究開発と社会実装，

その後の進展について紹介する． 

 なお，「緊急地震速報」とは気象庁が発する情

報名でありいわば固有名詞である．他国で運用さ

れている同様なものなどを含めて一般的に呼称

する場合には，地震動即時警報，あるいは，地震

動即時予測，が使われることも多い． 

本稿は，干場(2025)をもとに，加筆や補足等を

行い執筆したものである． 

２．地震本部の基本施策での記述 

 地震調査研究推進本部（以下，地震本部）から

1999 年 4 月に出された総合基本施策には「…ま

た，遠隔地で発生する地震による主要動をその到

達前にとらえ，重要施設等における緊急な対応を

可能とするリアルタイム地震防災システムの研

究開発を進める．」との記述がある．現在の緊急

地震速報に相当するものであろう．ただし，この

時点では，一般向けは想定していなかったことが

うかがえる．その後，2007 年に緊急地震速報の

本格的な運用が始まったが，2009 年（東北地震

後の 2012 年改訂）の新総合基本施策では，重点

的調査観測の 1 つとして「地震動即時予測及び地

震動予測の高精度化」が，また，2019 年の第 3

期総合基本施策では，“当面 10 年間に取り組むべ

き地震調査研究”として，「地震動即時予測及び

地震動予測の高度化」が述べられており，地震本

部としても，重点的に進める研究テーマとして位

置づけている． 

３．黎明期から研究開発期，そして運用へ 

地震の発生をいち早く検知して警報を発すれ

ば強く揺れる前に知らせることができる，という

概念は，100 年以上前の 1800 年代の後半には既

にあったようである（Nakamura and Saita, 2007; 

束田, 2023）．ただし，当時の最新の通信技術は電

信なので，実用化は難しかった．その後，1970

－80 年代には，コンピュータを用いた自動震源

決定とその早期伝達のアイデア等が提唱され，

1990 年代になると，新幹線用のユレダスや，メ

キシコでは太平洋側で起こった地震を対象にメ

キシコシティに警報をだす SAS の運用が開始さ

れた．

一方，気象庁では 1994 年に全国の地震計が通

信回線で結ばれ，また，1995 年の阪神・淡路大

震災後には，高感度地震観測網（Hi-net）の整備

が防災科学技術研究所（以下，防災科研）により

進められるなど，全国の地震観測をリアルタイム

で行える環境が整ってきた． 

2000 年頃から，気象庁と鉄道総合技術研究所

で「ナウキャスト地震情報」というフレーズの共

同研究が行われ，また，これとは独立に，防災科

研でも「リアルタイム地震情報」という名の研究

開発が行われた(Horiuchi et al., 2005)．それぞれ，

気象庁の地震観測網と防災科研 Hi-net からのデ

ータを用いている．ともに，震源位置とマグニチ

ュード（以下，Ｍ）を即時に推定し，地震動予測

式で各地の揺れを予測するという考えに則って

いる．その後，社会実装は気象庁が担うことにな

り，防災科研で開発された手法も含めて運用する

ことになった（情報名も，「緊急地震速報」に）．

ただし，この段階では，両者のルーチンをそれぞ

れ独立に走らせておき，出力（震源位置と M）

を比較してより妥当な方を選択する，という方式

がとられた． 

技術開発が進み，社会実装が見えてきたところ

で，緊急地震速報をどうやって伝えるか，の検討

や，緊急地震速報を受け取った時に取るべき行動

の周知，などの広報活動も本格化した．2007 年 3

月の中央防災会議における首相発言「今後は，各

所管分野において緊急地震速報を有効に利活用

するための方策について検討を進めていただく

とともに，政府一体となって，国民への普及・啓

発に取り組んでいただくよう御協力をお願いし

たい」（中央防災会議，2007）もあり，社会実装

には気象庁ばかりでなく他省庁や関係機関も含

めて強力に推進された．現在，緊急地震速報は
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TV やラジオで放送され，また，携帯電話やスマ

ホからの報知音で見聞きする場合が多いが，これ

らはこの時に関係各機関が積極的に進めた結果で

ある．全国の学校でのパンフレットの配布や，運

転免許証の更新時での周知など，多くの政府機関

も巻き込んで進められ，NHK や携帯電話会社で
はあの独特の報知音を工夫し，さらに携帯電話会

社ではその地域にある携帯電話器に一斉通知が可

能なメールの運用を始めた．もちろん，気象庁自

身も全国の気象官署を動員し講演活動や街頭での

ビラ配り，そして地方紙／地方局を含めた

マスコミにも協力してもらって周知活動を行っ

た．「気象庁の歴史上，最も大きな広報キャンペ 

ーン」と聞いたこともある．また，緊急地震速報

の種類も，一般向けとして，予測震度が 5 弱以上
の時に発せられる「警報」と，高度利用者向けと

して，Ｍが 3.5 以上または予測震度が 3 以上の時
に発せられる「予報」の 2 種類で発表することが
決まった．TV，ラジオ，携帯電話，スマホで報

じられるのは「警報」である．なお，当時は， 

TV，ラジオが主たる「警報」の伝達媒体で携帯

電話（当時，スマホはあまり普及していなかった）

は従たる媒体と考えられていたが，その後，むし

ろ携帯電話さらにはスマホが主媒体と考えられる

ようになっていく．

周知が図られるとともに，法的位置づけも明確

化された．2007 年 10 月の運用開始からやや遅れ

て 12 月に気象業務法が改正され緊急地震速報は

「地震動の警報・予報」とされ，警報・予報の 1

つに加えられた（気象業務法，2007）．これによ

り，自治体や公共機関で施策を推進する根拠が明

確となり，とくに自治体等では議会に予算を要求

する強い理由になった．なお，現在，気象業務法

では特別警報も位置づけられているが，震度 6

弱以上を予測する場合（および，後述の長周期地

震動階級４を予測する場合）が該当する． 

４．運用開始後，東北地方太平洋沖地震まで 

 2004年 2月からの試験提供や 2006年 8月から

の先行提供を経て，2007 年 10 月 1 日から一般提

供が開始された．その後，半年ほどは震度５弱以

上を予測する地震が発生しなかったため，最初の

警報は，2008 年 4 月 28 日の宮古島近海の地震

（M5.2） で報じられた（ただし，実際に観測し

た最大震度は４である．また，これより前に 2008

年 1 月 26 日に能登地方の地震（M4.8）で震度 5

弱を観測したものの，予測震度は４だったので警

報は報じられていない）．さらに，同年 5 月 8 日

の茨城県沖の地震（M7.0）や 6 月 14 日の岩手・

宮城内陸地震(M7.2)およびその余震などと続い

ていく． 

2009年 8月 25日の千葉県東方沖の地震で震度

5 弱を予測し警報が報じられている．しかし，Ｍ

は 4.1 で観測された震度は 0 である．強い揺れど

ころか揺れ自体を感じる人もほぼいなかった．つ

まり完全な誤報と言える（気象庁，2009a）．これ

は，前日（24 日）に観測点でのソフトウェアの

改修を行ったものの振幅のパラメータの設定が

不適切で，人為的に誤って増幅させてしまったこ

とによる．人為的ミスによる誤報のため，気象庁

は関係機関に謝罪するとともに報道発表を行い

幹部は頭を下げた．当日や翌日のTVや新聞では，

この時の様子が放送／掲載されることになる． 

その後，東北地方太平洋沖地震（以下，東北地

震）の直前の 2011 年 2 月までの 41 か月の間に，

17 地震に対して警報を報じている（Hoshiba, 

2014）．（これらは基準の震度 5 弱以上を予測した

のだが）17 地震のうち実際に 5 弱以上を観測し

たのは 10 地震，震度 4 が 5 地震，震度 3 が 1 地

震，震度 0が１地震（上記の 2009年 8月のM4.1）

である．一方，警報を発していないが，実際には

震度 5 弱以上を観測したのは 7 地震である．ただ

し，この 7 地震では，全て震度 4 を予測し実際の

観測は震度 5 弱である．この時期には，（2009 年

8 月の M4.1 を除いて）極端な過大／過小予測は

なかった． 

このように，（極端ではないけれど）多少の過

大／過小予測があり，1 つの地震では誤報を報じ

ているが，この時期の最大の課題は，このような

技術的な事柄というよりも，むしろ，周知広報に

あったと言えよう．気象庁が 2008 年 12 月に行っ

たアンケート調査（気象庁，2009b）でも，「緊急

地震速報を知っていますか」との問いに，「知っ

ている」との回答は全国平均で 66%である．「緊

急地震速報を知っていますか」と聞いても，「何

ですかそれ？」という回答が多かった印象がある． 

５．東北地方太平洋沖地震 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北地震（M9.0）

とその余震は，緊急地震速報の技術的な弱点をあ

らわにした．広い震源域への対応と，連発する地

震の判別である．2007 年の運用開始時にも，こ

れらの弱点があることは分かっていたものの，そ

れらの解決は後の技術開発にゆだねられていた

中での巨大地震の発生である． 

 最初の観測点で地震波を検知後，5.4 秒後に最

初の予報を発している．この時は M4.3 と推定し

ている．さらに，8.6 秒（最初の観測点で地震波

検知後，以下同じ）で M7.2 と推定し予測震度が

5 弱の地点があったため東北地方に警報を発し

ている．この時点では，S 波はまだ陸域に達して

おらず，また，揺れの大きさもいずれの地点でも

震度２程度以下である．なので，東北地方には想

定通りの機能を発揮したと言えるだろう． 

 その後，破壊の進展を追うように推定されるM

も徐々に大きくなり，105.0 秒後に M8.1 と推定

し，116.8 秒後に一連の処理を終了している．し

かし，この地震は M9.0 なので過小推定であり，
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また，後の解析により，破壊継続時間が 3 分（180

秒）前後あったことが分かっており，それから考え

ると，処理を終了するのが早すぎたと言える．

（比較的 M の大きな地震に対しては）気象庁のM

は伝統的に周期 6 秒の変位計相当の最大振幅から
推定されるので，周期が長い地震動が卓越する地震

の規模を正確に見積もれない（いわゆる” M の飽
和”．M8.4 程度が上限と言われている）．ちなみ
に，M9.0 というのは，モーメント M で，伝統的
な気象庁 M の推定方法とは異なる（伝統的な手法
で推定したＭは 8.4）．この M の過小推定に伴い，
震源域の広さも過小推定した．このため，関東地方

から見ると震源域の端は実際よりも遠くに推定

し，地震動予測式での断層最短距離を過大に見積

もった．関東での予測震度は４であり，警報は報じ

られていない．実際には，茨城県や栃木県で震度 6

強を，また，東京都 23 区内でも震度 5 強を観測
しており警報をだすべき強さであ った． 

 本震の後数週間，かなり活発な余震活動が続い

た．余震でも予測震度が５弱以上であれば警報が発

せられる．2011 年 3 月の一か月間に 45 地震， 4

月に 26 地震に対して出されている．東北地方や
関東地方に住んでいる人は，一日に何回も TVや携

帯電話からあの警報音を聞くことになった．前述

のように東北地震前の 41 か月の間に全国で17 回
の警報であったことと比べると，かなり多い．余

震活動はとても活発だったので，２つあるいは３

つの余震が同時に発生することも度々あ った．そ

れも，震源域が広いゆえに離れた場所で発生し

た．単発の地震では，Ｐ相とＳ相の時間がはっきり

わかる場合でも，そのＰ相とＳ相の間に別の地震の

Ｐ相やＳ相が重なると，どの地震のどの相かが判別

しにくくなる．間違えるとまったく見当違いのとこ

ろに震源を決めてしまう．また， 2 つの小さな地
震を１つの大きな地震として処理してしまうこと

もある．これらの場合，Ｍの推定もうまくいかな

い．例えば，震度 5 強と予想して警報を発したもの
の，実際にはＭ1.3 の地震であり，観測された震度
は 0 という場合もあった． 4 月 28 日までの 49 日
間で，70 地震で警報を発しているが，観測された
震度が 2 以下のものは 17地震に及ぶ．４節で触れ

たように，東北地震前の41 か月では 17 地震に対し
て１地震（それも，人為的ミス）だったことと比べ

ると，かなり多くの地震で過大な警報を出してい

たことになる． 

 さて，認知度については，東北地震からほぼ 1年

が経過した2012 年2－3月に行った気象庁のアン

ケート調査（気象庁，2012）によると，緊急地震速

報を「知っている」という回答が 87%となっている

（前述のように，2008 年の調査では 66%）．（誤報

を含めてではあるものの）実際に緊急地震速報を体

験したということで，認知度が向上した

面はあるだろう．このアンケートでは東北地震以

降で最も印象に残っている地震についても尋ね

ている．東北地方では，2011 年 4 月 7 日 23 時 32

分の宮城県沖の地震（Ｍ7.4）で最大震度 6 強を

観測しており，多くの人にとっては印象に残って

いる地震だろう．「その時，何をしていましたか」

の問いで，「寝ていた」と回答した人のうち，ど

のように緊急地震速報を見聞きしたかを尋ねた

ところ，62%の人が「携帯電話から」と答えてい

る．これは，TV の 7%に比べて圧倒的に多い．

寝ているときには TV の電源を落とすものの，携

帯電話は電源を入れたまま枕元に置く人も多い

と思われる．ちなみに，独立した調査（朝日新聞

の 2011 年 6 月 4 日の記事．調査は 2011 年 3 月

23－25 日に首都圏で実施）によると，利用でき

て良かった携帯電話のサービスとして，1 位がメ

ール（58.4%）で 2 位が緊急地震速報（24.8%）

であった（以下，ワンセグ放送が 22.5%，ソーシ

ャルメディア 17.0%）．このような背景もあり，

この頃から緊急地震速報の通信媒体として，TV

やラジオよりも携帯電話（その後はスマホ）がよ

り重要視されるようになっていったと思う．アン

ケートでは，さらに「速報は役に立っているか」

とかなりストレートに尋ねており，東北地方では

「役に立っている」が 47％，「どちらかと言えば

役にたっている」が 43％で合わせて 90%を超え

る．また，その理由として，「身を守れる」46%，

「身構えることが出来る」85％，に加えて「安心

できる／心構えができる」も 44％と多く，実際

の行動に結び付かないとしても，”心の準備”が

できることで有益と捉えられていることがうか

がえる．

６．東北地震以降今日まで 

東北地震以降，防災科研によってケーブル式海

底地震計網（S-net や N-net など）の設置が進め
られ，これらのデータは緊急地震速報の処理にも

用いられている（たとえば，気象庁，2025a）．沖

合で発生した地震の検知がより迅速になった． 

データ処理の面では，東北地震やその余震活動

であらわになった 2 つの課題，地震が連発する場
合であっても正確な震源と M の推定，および広
い震源域の場合の震度予測，への対応がその後の

研究開発の柱と位置づけられることになった．こ

れには２つのアプローチがはかられた．１つは，

従来の戦略の発展形，①たとえ地震が多発していて

も適切に震源と M の決定ができるようにする，と
いうアプローチと，もう 1 つは新しい考え方， 

②（震源と M を介さずに）揺れから揺れを直接予
測する，というアプローチである．

この①についての改善点で重要な特徴の１つ

は，震源決定にも振幅情報を用いるようにしたこ

とである．従来は，P 波の着震時を用いて震源を
推定し，その震源位置からの距離と観測された振
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幅を用いて M を推定する，といういわば 2 段階
であった．これを，震源決定にも振幅を用いて 1

段階で行おうとするものである．これにより，振

幅の小さなところに震源位置を誤推定してしま

うことを避けることが出来る．この方法，IPF 法
（溜渕・他，2014），は，2016 年 12 月に気象庁
の運用システムに導入された．さらに，2023 年
には，新しい IPF 法（拡張 IPF 法）の運用が開始
された．３節で述べたように従来は，気象庁観測

網の約 270 観測点（2007 年の運用以降，さらに
防災科研の海底地震計網等の約 220 点が追加さ
れ計約 490 点）からのデータを用いているルーチ
ンと Hi-net（約 780 点）からのデータを用いる防
災科研で開発されたルーチンが独立に走ってお

り，それぞれの震源位置と M を比較してより妥
当なほうを選択する，という方式であった．拡張

IPF 法では，これらの気象庁観測網や防災科研海
底地震計網等，それに Hi-net の計 1300 点からの
データを入力値として統一的に処理している．

 また，②では，現時点での波動場を即時推定し

そこから未来の波動場を予測する，という強震動

の伝播に注目した考え方を用いている．気象での

数値予報の考え方を倣ったような方法である．こ

の考え方を簡易的に適用した PLUM 法（Kodera et 

al., 2018）は 2018 年 3 月に運用を開始した．気象
庁の震度計の約 670 観測点を用いている．PLUM

法では，予測点の近傍の複数の観測点（現在は，

予測点から 30 ㎞以内）のいずれかで強い揺れが
観測されると警報を報じる（この際に地盤増幅率

は考慮している）．簡単に言えば，隣町に強い揺

れがあったので我町にも間もなく来るだろう，と

いう考え方である．S 波速度が 3km/s 程度であり，
近傍 30km しか見ないことから，最大でも強い揺
れの 10 秒前での警報となり猶予時間は少ない一
方で，過小予測（いわゆる見逃し）は極めて少な

い．また，震源位置や震源域の大きさ，破壊過程

には依存しないので，東北地震の時の関東での震

度の過小予測を回避できる．実際，2018 年 9 月 6

日の北海道胆振東部地震（M6.7，最大震度 7）で

は，地震動予測式では震度 7 を予測できないが， 

PLUM 法により予測出来ている．さらに，2022

年 3 月 16 日の福島県沖の地震（M7.4，最大震度

6 強）では，その 2 分前に発生した M6.1 の影響
で M をうまく推定できなかったものの，PLUM

法により震度 6 強を予測した． 

2023 年 2 月には，緊急地震速報の発表基準に
長周期地震動階級が追加された．長周期地震動階

級で 3 以上（減衰定数 5%の絶対速度応答スペク

トルの 1.6 から 7.8 秒の間のいずれかの周期で， 

50cm/s 以上に相当）が予測される場合も緊急地震
速報が報じられるようになった．なお，現在，長周

期地震動の予測では，震源位置と M から地震動
予測式を用いる方法（Dhakal et al., 2015）で行われ

ているのみで，PLUM 法のような“揺れから揺
れ”を予測する考え方は，まだ使われていない． 
このように現在の運用では，①による震源位置と 

Mの即時推定の方法で震度5弱以上，②による“揺

れから揺れ”の方法で震度5弱以上，そして，長周

期地震動階級で3以上，のいずれかひとつでも予測

された場合に警報が発表され，TV やラジオ，スマ
ホを介して報じられる．

７．おわりに 

世界を見回してみると，日本の緊急地震速報の

ように一般向けに発するものは，1990 年代から
始めているメキシコのほか，台湾では 2014 年か
ら，米国西海岸では 2018 年から開始された．そ
のほかに，中国，韓国も始めており，インドネシ

ア，トルコ，イスラエル，EU 諸国などでも公的
機関が動いていると聞いている．大なり小なり

2007 年から始めている日本の経験を参考にして

いるといっても良いだろう．

 さて，３節で述べたように 2007 年の運用開始
前後にはかなり大掛かりな周知活動を行ったも

のの，実際に認知が高まったのは，東日本では

2011 年の東北地震，西日本では 2016 年の熊本地
震が契機と思われる．2024 年 8 月 8 日の日向灘の
地震（M7.1，南海トラフ地震臨時情報が出された

地震）の後の調査（気象庁，2025b）では，「音や

映像で緊急地震速報であるとすぐに認識できた

か」の問いに対して，92.8%が「はい」と回答して

いる．運用が始まってから 20 年近くが経ったこと
もあり，「経験は最善の教師」の例だろう． TV や
ラジオでは，「緊急地震速報が発表されました」の

後に，かつては“緊急地震速報とは何か” の解説

があったが，今ではほとんど聞かなくなった．多く

の人が知っている情報である．また，日向灘の地

震後の調査の中では「緊急地震速報は間に合わない

こともあるので役に立たないと思う」との問いも

あり，12.1％の人が「はい」と答え，逆に 71.5％

の人が「いいえ」と答えている．緊急地震速報は役

に立っていると捉えている割合がかなり多い．運

用開始後 20 年近くを経た現在，地震防災のための
公共インフラ的な地位を確立したと言えるだろ

う． 
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兵庫県南部地震 30 年特別シンポジウム 
地震本部設立から 30 年 

地震学の知見がどう「地震の評価」に活かされてきたのか 
パネルディスカッション 

 
地震学を社会に伝える連絡会議 特別シンポジウム企画運営 WG 

 
兵庫県南部地震 30 年特別シンポジウムでは，5 名の講師をパネラーに迎えてパネルディスカッショ

ンを実施した．久家慶子会長がモデレータを務めた．以下はその議論の内容をまとめたものである． 

 

加藤愛太郎（以下，加藤）：それでは時間になり

ましたのでパネルディスカッションの方を開催

させていただきたいと思います．それでは，モデ

レーターの久家会長，よろしくお願いいたします． 
 
久家慶子（以下，久家）：はい．会長を務めてお

ります，京都大学大学院理学研究科の久家慶子と

申します．パネルディスカッションの進行を務め

させていただきます．どうぞよろしくお願いいた

します．さて，まず，皆さんの方から事前質問，

それからチャットの方に質問をいただいており

ますので，そこから抜粋してお答えしていくとい

う時間をいただきたいと思います．最初に，事前

質問でいただいている中に，2024 年能登半島地

震の断層帯の評価についてご質問があったので，

お答えいただこうかなと思うんですが，佐竹さん，

いかがでしょうか？  
 
佐竹健治（東京大学名誉教授．以下，佐竹）：は

い．能登半島地震について，どういう質問でした

っけ？ 
 
久家：「能登半島地震の評価には至らなかった点

もあると考えますが，その振り返りがあるとよい

のではないでしょうか？」という質問をいただい

たんですが，能登半島地震のことはお話にならな

かったので，ちょっとだけお願いできますか． 
 
佐竹：先ほどお話したように，海域の活断層とい

うのが，今，評価を進めていまして，それで，日

本海の南西部はだいぶ前に発表していて，能登半

島のところ（日本海中南部）も，評価は進めてい

たところだったんです．ですが，実際， 2024 年

の能登半島地震の前には発表できていなかった

ということで，昨年の夏に，暫定的なものを発表

しました．ただその時は断層の位置とか規模はあ

ったんですけど，確率までは入ってなかったので，

確率に関してはもう実際起きてしまった後なん

ですけれども，その他の地域を含めた確率につい

ては，つい先月に発表をしたところです．だから

全くの不意打ちというわけではなかったという

ことで，ただ，ちょっと時間的には間に合わなか

ったというようなことかなと思います．以上です． 
 
久家：ありがとうございます．岩田さん，なにか

補足ありますか？  
 
岩田知孝（京都大学名誉教授．以下，岩田）：強

震動評価についても同様に，先月末の長期評価に

合わせて，揺れの分布を簡便法で公表しています．

一方で，そういう現実に起きたことと比較すると，

十分な点，不十分な点っていうところを，今後，

強震動評価部会でも検証していく予定にはして

おります． 
 
久家：はい，ありがとうございました．それから

もう一つ，事前質問の中からお願いしたいです．

遡上津波についてご質問があったんですけれど

も，この言葉がお話に入ってなかったので，谷岡

さんか藤原さんの方からどんな状況かご説明い

ただけないでしょうか？  
 
谷岡勇市郎（北海道大学名誉教授．以下，谷岡）： 
えっと，私の方からでいいですかね． 南海トラ

フの？  
 
久家：はい，そうです． 
 
谷岡：基本的には，遡上までは計算してるんです

けど，今示してる場所は海岸での値を示してます．

なので，先ほど説明したように 5 m 以上の，30 年

確率が 20%以上とかなってるところは，5 m 以上

ということはそれなりの遡上はすると．で，10 m
になると非常に大きく遡上しちゃうので，そうい

うところは標高 10 m ぐらいのところまでは遡上

しちゃうので．計算はちゃんとしてますし，まだ，

そういう本当の計算っていうのは各ハザードを

考える時に各自治体が計算したりもしてますの

で，そういうふうに役立てていただければなと思

います．藤原さん，なにかありますかね． 
 
藤原広行（防災科学技術研究所研究主監．以下，
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藤原）：それで十分と思います． 
 
久家：はい．ありがとうございました．それから

いただいている質問で，これ行こうかな．干場さ

んにいただいている質問．マグニチュードの頭打

ちの問題の質問ですね．「PLUM 法も馴染み深い

のですが，どうしても補完要素としての印象があ

ります．マグニチュードの頭打ち問題といった課

題があると思うのですが，今後，従来の緊急地震

速報自体の向上などはご検討されていますか？」 
 
干場充之（気象研究所主任研究官．以下，干場）：

津波の方でもありますけど，PLUM 法も結構，な

んというか，簡易的な手法なので，揺れから揺れ

を予測するにも，例えばデータ同化をいれて，そ

こから未来の波動場を予測するというのは，長期

的スパンとしては，研究の中で今やってるところ

です．ですので，揺れから揺れを直接予測するこ

とになりますので，マグニチュードの頭打ちとい

うのはあんまり関係ないというか，揺れが強けれ

ばそのまま揺れが強いというふうに予測すると

いうことですね．だからこの方向だけに強い揺れ

がいっていれば，そういうふうに予測するとかい

うことができるように，まあ将来的にはしていき

たいなと思っているところです． 
 
久家：はい，ありがとうございます．あとまだ時

間ありますね．谷岡さんに質問します．「津波の

即時予測に誤報があった場合，東北地方太平洋沖

地震の教訓として，多くの命に影響を及ぼしまし

た．現在の津波の即時予測の多くがモデルを基に

計算した予測値で，実測は地震後の水圧計データ

のみです．このような状況で南海トラフ地震が発

生した時に，再び同じような誤報で多くの命が失

われる可能性があるのではと思います．もう少し

実測（例えば DAS，Distributed Acoustic Sensing）
を用いた手法の研究を進めるべきではないので

しょうか？」というご質問をいただいてるんです

けど． 
 
谷岡：ありがとうございます．そういう意味で実

測を用いる，今まで地震で決めたマグニチュード

を使って予報を出してたものを，圧力波形で観測

される津波波形を使って，そのまま予測をできる

ように，先ほど干場さんも言っているんですけど，

データ同化みたいな手法を使って予測をする方

向に今向かっている．まあそれでも足りないのじ

ゃないか，もっとたくさんのデータが使えるのじ

ゃないかということで，いろんなデータが実はあ

って，ハイドロフォンのデータとか，TEC とか．

データはどんどんどんどん開発されている．最近

使われだしたのが DAS です．DAS についてもち

ょっと短周期ではありますが，津波を捕まえたっ

ていう研究が JAMSTEC の方で出てきています．

もうちょっと長周期側まで伸ばせれば DAS も有

力な手法になってくる可能性はあると．ありがと

うございます． 
 
久家：ありがとうございました．あと，ちょっと

細かいご質問かもしれないんですけれど，岩田さ

んにお答えをお願いしたいんですが．「浅部地盤

構造に関するスライドで工学的基盤の記載があ

りましたが，この定義に疑問があります．工学基

盤 S 波速度が 700〜800 m/s と工学的基盤 S 波速

度が 400 m/s とは根本的に異なるもので，前者は

地盤震動的観点から定義された基盤，後者は工学

的に建物を支持する地盤（基盤）です．両者を完

全に区別すべきものと考えますが，いかがでしょ

うか．」お答えいかがでしょう？  
 
岩田：質問ありがとうございます．利用させてい

ただいた資料に，工学的基盤 S 波速度としては

300 m/s から 700 m/s という記述のものを使いま

したけども，ご指摘の通り，地盤震動的っていう

のは，いわゆる波動論的な地震波動を考えたとい

う意味というものに近いと思いますが，そのよう

な定義で使っています．一方で，工学的基盤とい

うのはその建物の支持層という意味で，Vs がい

くらということよりかは，どのくらい硬いかどう

かっていうところで決まったような形で使われ

ている言葉であることは事実です．で，私の立場

というか，地震波動の計算に使うことができるよ

うなモデルという意味においては，浅部・深部統

合地盤構造モデルという形になればですね，その

方便として使っている工学的基盤，いくつかの意

味がある工学的基盤面というようなことは，抜い

た形で使うことはできると思いますけれども，現

時点では，それがオンゴーイングで進んでいると

ころですので，今のところはそんな形のことで，

いくつかダブルミーニングというか，それぞれの

業界もしくは研究分野で，少し違った用法をして

いることは，理解した上で，皆さんにもある程度

共通に理解していただくことを想定した上での

あの説明となっているということをご理解いた

だくとともに，速度構造モデルという形ですべて

が丸く収まるようになれば，いずれ我々は使う必

要がなくなるというふうに考えています． 
 
久家：はい，どうもありがとうございました．そ

れではもう一つ，佐竹さん，回答をお願いしたい

です．二つの質問が来ているんですが，まとめて

全般的にお答えいただければと思います．まず一

つは長期評価で，「南海トラフで起きる最大級の

地震はマグニチュード 9.1 となっており，内閣府

などの被害想定はこれに基づいて公表されてい

ると理解しています．防災行政に関わる役人にと

って被害想定は大きければ大きいほど仕事を進

める上で都合がいい，マスコミもそれをそのまま
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社会に流しています．しかし，多くの研究者のマ

グニチュード 9.1の可能性に対する認識とは大き

な開きがあると思います．社会が関心を持ってく

れる方が，研究を進める上で都合が良いかもしれ

ませんが，発生可能性について社会と研究者の間

で認識のギャップがあることは好ましくないと

思いますが，いかがでしょうか？」というのが一

つ．もう一つ別の方からのご指摘は，「大地震の

発生確率が小さくても，起きてしまう地震動が小

さいわけではない．極めてまれに起きる地震でも，

明日どこかで起きてしまうかもしれない．この知

見を考慮すると，構築に長い年月を要する都市で

我々が土木構造や建築構造の設計施工を考える

時，大地震の発生確率とは関係なく，日本の豊か

さと活動を守り得るレベルの地震動の大きさを

考慮すべきと考えます．これを踏まえた上で，こ

の 30 年間の地震学の研究の進展を，社会や工学

分野にどのように活用するべきでしょうか？」と

いうご質問を伺っています．この二つを考慮した

上で，佐竹さんの方から答えていただくこと，で

きないでしょうか？  
 
佐竹：はい．まあ，この二つの質問はですね，あ

る意味全く違う立場から，まあ多分最初の方は理

学系，地震学の方からですね．例えば南海トラフ

のマグニチュード 9.1 っていうのは，可能性は非

常に低いんじゃないかということで，2 つ目の方

は工学系ですよね．確率は低くても，起こること

を考えれば，それに非常に備えるべきでないかと

いうようなことかなと思って．で，ある意味二つ

の違う立場，全く違う立場なので，そういうバラ

ンスをどうとっていくかっていうところが，ある

意味難しいのかなと思います．南海トラフに関し

て言えばですね，最大クラスというのは，東日本

大震災の時にですね，想定外というような言葉を

使われましたけれども，少なくとも長期評価では，

全く想定されていなかった，それは確かです．で

すから，その後に，最大級の，起こり得る最大の

ものは何か？ というようなことを，長期評価の

方でも，あるいは中央防災会議の被害想定でも，

考慮してですね，想定外をなくすということで，

入れられたものです．一方でそれがちょっとその

大きすぎるんじゃないかっていうようなことも，

確かにあるのかもしれませんけれども，想定外を

なくすと，あるいはその一旦起きるとですね，東

日本大震災の反省という意味では，そういうのが

入ったっていうことが，経過なので．繰り返しに

なりますけども，このような，理学的な考え方，

あるいは工学的な考え方について，どうバランス

をとっていくかっていうのが，やっぱり一番難し

いところかなと思います．多分，藤原さんもなに

か一言あるんじゃないかと思う． 
 
久家：そうですね．後でもう少しまた議論しまし

ょうかね，この点は．それではここでいただいた

質問については一区切りとして，議論の方に進め

させていただこうと思います．5 名の方にお話い

ただいたんですが，もう一度，各評価における 30
年間の地震学的知見の総括および進化したこと

について，ポイントを順番にまとめていただこう

と思います．では，佐竹さんからまずお願いしま

す． 
 
佐竹：はい，長期評価については最初，私の話の

中でもありまして，最初の頃はですね，本当に，

例えば，今後，今を含めた数百年間に起こる可能

性が高いというような，定性的な表現だったのが，

確率という，数字を使ってというふうになってき

た．それについても，いろいろ批判はあるんです

けども，少なくとも統計的な手法について，いろ

んな手法が出てきて．で，それを更新しながら，

取り入れながらやってきたと．で，今まだやって

ないんですけれども，今後は，例えば先ほど言っ

たように，そのベイズ的な手法とかですね，統計

的な発展に基づいた，そういうのはやっぱりあの

入れていくべきかと思います．長期評価というの

は，基本的には過去に何が起きたか，過去に起き

たものに基づいて，将来を予測するということを

やっています．それで手法について今言ったんで

すけども，過去の履歴という意味では，活断層調

査では，この 30 年間というか，最初の 10 年ぐら

いの間に 100 を超える断層の調査，まず活断層調

査っていうのが非常に精力的に進められました．

それで大量のデータが得られて．で，それは陸上

だけでなく，先ほど能登の話でもありましたけど

も，海域にも進んでいって，大量のデータが取ら

れていると．それから海溝型についてもですね，

これは地震学的なデータに加えて，歴史地震です

とか，あるいは地質学的な津波堆積物だとかの手

法も取り入れて，海溝型については先ほどもお話

ししましたが，少なくとも各海域について 2 回

り，二巡っていうか，2 回はあのやってる，2 回

やってるっていうか，1 回アップデートはしてる．

そのアップデートするっていうのは，最近の地震

学的な知見も積極的に取り入れて，アップデート

しているというようなことをやってきています．

はい，以上です． 
 
久家：はい．ありがとうございます．次は，強震

動評価で岩田さん，お願いします． 
 
岩田：ただ今の件については，今日お話ししたよ

うに，神戸の地震の後に，数年かけて，一応強震

動の評価の枠組み，まずプロトタイプですね，が

できて，それをやり始めたところで，被害地震が，

その後もいくつか起きて，今日も話題になってた

ように，熊本地震，東北地震もそうですが，また

能登半島の地震というふうに被害地震が起きて
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います．で，そういう被害地震の検証を今ある

我々のツールというか，やり方で，十分な点，ま

だ不十分な点を確認していて，それぞれ精度を上

げていくことによって，将来の予測を高度化して

いこうというふうな枠組みが進んでいるという

ふうに理解しています．以上です． 
 
久家：ありがとうございました．それでは次は津

波評価，津波即時予測ということで谷岡さん，お

願いします． 
 
谷岡：はい．津波評価の方は今，佐竹さんとか岩

田さんがご説明されたよりはだいぶ後から出発

していまして．2011 年の東北地方太平洋沖地震

後ということで，強震動評価に比べるとまだまだ

評価手法も固まっていないというところがあっ

て，レシピを作成して評価できるように活動して

きました．そこで，南海トラフ巨大地震の津波評

価をするために，一般的な典型的な海溝型巨大地

震に対する津波評価レシピが完成しています．た

だ，津波地震とか，アウターライズの巨大地震に

対する津波レシピがまだできていないというこ

とで，その辺を改良していくという段階にありま

す．すべての評価手法をまずは完成させるという

ことが，今，大事じゃないかなというふうに認識

しています．それを使って，日本海溝，千島海溝

などをやっていければなというふうに考えてい

るところです．ちなみに即時予測については，や

はり東北地方太平洋地震の後，観測網が非常に充

実したために，手法についても非常に進展してい

て，研究の分野でも進展して，まだまだ，いろん

なデータの使い方なんかの研究が進んでますし，

一部では実用化されている部分もあるというこ

とで，今後も，どんどんどんどん進展していくと

いうふうに期待しているところです．以上です． 
 
久家：はい，ありがとうございました．それでは

地震津波ハザード評価で，藤原さんお願いします． 
 
藤原：過去 30 年間，組織的な取り組みが本当に

進んだ 30 年間だと思います．ただ，多くの個別

に見れば，本当にたくさんの課題を積み残しにし

たまま，日本一律の全体の評価の枠組みを作ると

いうところを優先して行った部分が否めないか，

というふうな感じもしておりまして，そこの良し

悪しはあろうかと思いますね．私自身も，国の評

価を進めるための方法論を本当に割り切って，と

りあえず確立し，それで全体の計算を行うってい

うことなども多数やってきましたけれども，その

積み残しの細かな部分を一つ一つ，もう 1 回解決

するのと，あとはまだまだ残っている不確実な部

分，そうしたものをどうしていくのか，というこ

とが今後の課題になっているような気もしてお

ります．以上です． 

 
久家：はい，ありがとうございました．それでは

最後に，地震動即時予測の側面で干場さん，お願

いします． 
 
干場：はい．やっぱり 30 年前と観測網を比べれ

ばもう全然違う話で，例えば気象庁にしても 30
年前の震度観測点って 150 点しかなかったのが

今 4400 点あるわけですから，もう観測網が全然

違う．それから，防災科研で，Hi-net，KiK-net，
K-NET が整備されて．例えば，震源とマグニチュ

ードを早期決定するという方法でも，もともと自

動震源決定という，地震学でずっと取り組んでき

た方法があるんですけど，それを下地にしながら，

リアルタイムで処理しなきゃいけないというこ

とを新たに付け加える，というのが出てきたと．

それから，強震動の方でも震度をリアルタイムで

処理しなきゃいけないということで，功刀さんが

リアルタイム震度のフィルターを作ったりした

ということがあって．で，それがあったので，そ

れが下地になって，PLUM 法(Propagation of Local 
Undamped Motion の略，プラム法)ができるよう

になったということがあります．ですので，技術

開発としていうことであれば，一つは，観測網の

充実ということがあるのと，それとやっぱり自動

震源決定，あるいは地震動予測と下地があって，

それをリアルタイムで処理しなければいけない

というところを，考慮しながら，だんだん発展し

てきたのかなというところを思うところです． 
 
久家：どうもありがとうございました．この 30
年間の知見の総括，進化ということで，5 名の方

にまとめていただきました．それではそういう

30 年間を踏まえた上で，今後への課題というこ

とで，これから意見を聞いていこうかと思います．

まず地震本部の役割としては，評価することとい

うのが一つの重要な任務になってるかと思うん

です．この評価ということでは，一つは起こった

地震の評価，起こった地震による津波や地震動の

評価，それから，もう一つは将来に起こることへ

の評価ということがあると思うんです．これらの

ことについて，課題となることがあるかと思うん

ですが，まず谷岡さんの方から何か意見いただけ

ますでしょうか． 
 
谷岡：はい．ありがとうございます．基本的には，

今，久家さんがおっしゃられたように，起こった

地震津波の評価から，将来に対する評価をするっ

ていうスタンスで，ずっとやっていると思います．

当然，まあそれしかやりようはないわけですが，

とはいえ，先ほど佐竹さんがおっしゃったように，

その想定外は無くそうということで，どこが一番

大きな被害，どれぐらいの被害が本当に最大なの

かということが，問題になってくると思うのです
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よね．そうした時に，例えば津波の場合は，津波

堆積物があって．何千年ぐらいのオーダーでは一

体どこまで津波が来たという証拠はあります．し

かし，その津波堆積物があったとして，そこに津

波がきたっていう証拠にはなるのですが，一体ど

こまで遡上したか，その地域では，本当に過去数

千年の間にどこまで津波遡上していたかが分か

るような形で調査できる場所は，津波堆積物調査

ではなかなかないわけです．というのは，津波堆

積物が見つかるところっていうのは，人が住んで

ない場所であって，本当に人が住んでるところの

堆積物っていうのはないわけで，そういうのを統

一的に，例えば北海道とかなら，測線を引いて，

津波堆積物が一体どういうふうに変化していく

っていうのが分かれば，最終的にどこまで遡上を

してたんだろうっていうのは予測できるんです

けど，そんなデータがあるところはもう限られて

いて，三陸地方とかに行くと，もうとたんになく

なっちゃうと．そうした時に，一体どこまで最大

津波が来たのかというのを分かるためには，もっ

ともっとなにか違う方法，その津波堆積物の解析

手法自体を良くしていくようなことを考えない

といけないのかなと思っています．そういうのが

こう出てくると，地震とかに戻らなくても一体ど

こまで遡上するんだろう，最大は一体どこまでな

んだろう，とかいうのが議論できるようになるん

じゃないかな，というのを私は期待しているとい

う状況です．いかがでしょうか． 
 
久家：最大をどうやって捉えるか，ですね．さて，

ほか何かご意見ある方はいますか．最大を捉える

難しさっていうことですね． 
 
佐竹：さっき出たその想定外をなくすというか，

起こり得る最大っていうものと，それから実際に，

津波堆積物など，過去のデータから最大の，過去

のデータっていうのは，津波堆積物なんかも入れ

た数千年というオーダーで過去のものをたどる

っていうことだと思っていて，ちょうど日本海溝

とか，例えばこれは地震本部じゃないんですけど

も，内閣府のモデル検討会の方では，日本海溝・

千島海溝では基本的に過去の津波堆積物に基づ

いてやってるんですけども，一方南海トラフの方

は起こりうる考えうる最大，先ほどちょっとスラ

イドでやりましたけども，南海トラフのトラフ軸

まで行くとかですね，深い方も，低周波微動が発

生しているところとかっていう，最大クラスでそ

の面積を決めてやってると，実際のデータに基づ

いているわけではないっていうところで，テクト

ニクスとか地震学的に考える最大っていうのと，

それから一方ではあの過去のものに基づいてい

るっていうので，ちょっと違いはあるんですけど

も，そういう方法でやるのかなと．ただ，そうす

るとですね，確率っていうのを出すのは非常に難

しくなりますね． 
 
久家：確率，確率が難しいですね．またね．さら

に． 
 
佐竹：確率を出すためにはやっぱり過去にその実

際に起きていないと．それがいつ起きたかってい

うことがある程度わかっていないと出せない． 
 
久家：そうですね．ああ，なるほど．地震動はど

うなんですかね．地震動的にみると，最大ってい

うのは． 
 
岩田：まず私の理解する限りは，やっぱり痕跡は

ないので，難しいと思うので．私が喋ってよかっ

たですか？  
 
久家：いいですよ． 
 
岩田：遺跡での液状化とかっていうのは，一つの

指標になるかもしれませんが，それぐらいしか過

去にどのぐらいの強い揺れがあったかどうかっ

ていうのは分からないということになると思い

ます．現実に，どのぐらい強い揺れが震源から出

てくるかっていうのも，幅はあるんだと思うんで

すけども，我々は，特に精度の高いデータがある

情報とすれば， 20 年， 30 年，数十年のデータ

でしか言えないので，その中で地殻内地震だとど

のぐらいの応力降下量のものがあって，それだと

どのぐらいの強さの揺れがあるかっていうぐら

いのことはおぼろげにはわかってると思います

が，例えばそれの何倍の揺れがないかと言われる

とわからない，っていうところが，難しいところ

だと思います．モデルがあるので，倍の応力降下

量にしたらどのぐらいの揺れになるかとかって

いう見積もりはもちろんできますけども，それが

結局，津波とかと一緒で，そこまででかいのにな

るのかっていう話は，確率ですか，発生頻度に向

けられるかどうかということになると，なかなか

難しい．それを一つ，先ほど藤原さんの方からお

話だったような．例えば強震動データベースみた

いなもので，頻度分布みたいなものを経験的に押

さえていってですね．つまり小さい揺れのデータ

は沢山あるので，そのバラツキが強い揺れでも似

ているとしたら，そのデータでバラツキが押さえ

られる可能性があるかもしれないなと思います．

そういうような検討は進められると思い，データ

の蓄積とともに継続的に研究する必要があると

いうふうに考えています．以上です． 
 
久家：ありがとうございます．で，ちょっと今話

していることに関わることなんですが，事前質問

として，「想定外にどこまで対応するか」という

ご質問をいただいているんです．こういう最大を
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押さえるのが難しいというところで，想定外にど

こまで対応したらいいかということについては，

何かご意見ある方はいますか？ 「最大を押さえ

られない状況で，どこまで考えましょうか？」と

いう問題はつきまとうと思うんですけど． 
 
谷岡：多分，答えにはなってなくて，答えること

はできてないんですけど．地震学とか，津波の研

究とかやってる学者はやっぱりどこまで想定で

きるのか．想定外が起こったときにどう対応する

のか？という答えは，理学的にはもう難しい話で，

もう少し違うところで対応してもらうしかない

と思います．対応できるのは，想定内にできる限

りすべて収めるにはどうするか．さっき言ったの

と同じで，最大起こるのが一体どれぐらいなのか

というのを正確に見積もるところを，高度化して

いくということしかできないような気はします

が，いかがでしょうか． 
 
久家：ああ，はいはい．そこは科学としてできる

ことはですよね． 
 
谷岡：はい． 
 
久家：そうすると，ちょうど次の質問，次の議論

につながると思うんですが，この地震本部の「評

価する」ということの一つの難しさというか，課

題になるのは，研究者が行う科学的な評価という

ものの他に，地震本部は防災行政的な評価という

ものを求められる，ということだと思うんです．

やはりこの違いというのが結構シビアになって

くるんじゃないかと思うんですが，ちょうどこの

話題のことがあったので，佐竹さん，どうですか

ね． 
 
佐竹：はい，そうですね，一つ科学的な評価と防

災的な評価の，違いって言ったらおかしいんです

けど，あるのはですね，科学ってのはやっぱりど

んどん進化するわけですよね．ですから，この 30
年間でも相当進化してきたし，もちろんその科学

が進化してきたら，それは防災的にも反映させる

べきなんですけれども，ただ一方ですね，科学的

には，結構コロコロ変わる，コロコロって言った

らおかしいですけども，昨年まで正しかったもの

が間違いがでてくるというようなことがあって，

それがじゃあすぐにそのまま，その科学で見つか

るような，新発見のようなサイクルで，それをそ

のまま防災に活かせるかというと，なかなか難し

いところがあるかなという気がします．もう一つ

はですね，その評価っていうのは，例えば地震本

部なんかでやってると，全国的に評価するわけで

す．活断層なんか先ほども言ったんですが，地域

評価というのはもう 10 年以上やってるんですが，

日本の半分も終わっていない．そうするとこれが

全部全国終えるには，あと 10 年以上かかる．海

域の方もですね，数年前からやってるんですけど

も，能登の辺りまでしかやってなくて，まだ新潟

県からあの北海道，秋田，東北沖，北海道の方っ

ていうのは 多分数年，ひょっとすると 10 年近く

かかるかもしれないっていうことで．そうすると

ですね，その間に一方で新しい方法，それからパ

ラメーターなんか知識が変わってくるんですけ

ども，じゃあそれをそのために生かしていくと，

これ全国均一でなくなってしまうわけですよね．

その辺を，どう全国均一っていうか，統一に評価

するっていうのと，それから新しい知見をどう生

かしていくかという，科学的な知見をどう反映し

ていくかっていうのと，防災的，全国的に，行政

的にとか，一律にするかっていうところも難しい．

そのバランスかなというふうに思います． 
 
久家：どうもありがとうございます．岩田さん，

どうですかね？  
 
岩田：はい．佐竹さんの言い方，ちょっと，ひど

すぎるって言い方おかしいな．なんていうか，大

げさすぎるというか．昨日まで黒だったのが，明

日は白っていうほどは変わらないとは思うんで

すけれども．もちろん本質的におっしゃったこと

は正しくて，科学的な評価っていうものは，科学

的な知見，もしくは観察事実も含めてなんですけ

ども，日々更新されるわけです．で，それに基づ

いて，将来を今我々は予測あるいは評価している

ということになれば，それが変わるっていうこと

あるわけですよね．だから，それを完全に，教科

書だって多分我々が学生だった時の教科書しか

知らないんだけども，10 年違う人の教科書は違

うわけですよね．それと同じように，それでも別

にあんまり暴動が起きないのはなぜかよくわか

りませんが，やっぱりこういう評価っていうもの

が，あまりに時間的に変化するものではいけない

とは思っています．つまり，学界での各論に対し

て，左に行ったり右に行ったりっていうのが激し

いのはよくないと思いますが，それは多分，こう

いう委員会構成をすることによって，そのブレが

非常に大きくなることを防いでるという組織体

系，良い悪いはありますけど，それも踏まえた上

で，新たに良くなっているところが導入されて，

評価が変わった時にどういうふうに受け取って

もらうべきかっていうところも，我々は注意して

発信しないといけないのかと思います．また同時

に，やっぱり聞き手のほうも，なんで今日は黒く

なったんですか？なんていうことだけを尋ねる

のではなくて，どういうことでそのような評価に

なったか，ということをうまく，共通項を認識し

ながら，つまり，差し出し側と受け取り側がうま

くコミュニケーションしていく必要があるんじ

ゃないかなというふうに思います．以上です． 
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久家：そうですね．発表の中でもどなたかがおっ

しゃっていましたけれど，基盤になっている情報

ですね，結局はそれが集まったことが結構重要だ

ったというお話をされてたと思います．本当は，

そこからどういうふうに評価が出てくるかとい

うことも理解した上で，というのが多分理想なん

ですよね．他，評価するということに関して，何

か他ご意見ある方がいたらどうぞ．よろしいです

か？ では，次，少し話題を変えまして，地震本

部はこの 30 年間，社会に対していろいろな情報

を出してきたのですが，それを踏まえて，伝え方

ということ，どういうふうに伝えるかということ

を，ちょっと議論していこうかなと思います．ま

ず，これに大きく関わってる藤原さん，いかがで

しょうか． 
 
藤原：この伝え方，本当に難しいなとずっと感じ

続けてきております．まず，最初に，我々，やっ

てきたことは，長期評価，強震動評価，津波評価

もそうですけれども，その評価っていうのが専門

性が非常に高くて，背景となるデータも非常に多

岐に渡るっていうこと，そうしたものがある中で，

まずきちんと，それらを整理して，多くのものを

共有し，検証できるような形で情報を提供するっ

ていうことがまず第一であろうかと思ってるん

ですね．そのための，様々な，共通の基盤システ

ムみたいなものを構築するっていうこと．これだ

けでも 大変な労力がかかっていて，それが分か

りやすいかどうかっていうよりは，まず客観的に，

本当に専門的な観点から，我々の活動が，今後将

来評価できる，検証できるような形のものを残し

ていくことがまずは大切だと思ってます．その上

で，それらをどう伝えるかっていうことで，この

伝え方になると，それを伝えられる側も多様な人

たちがいて，一言でいうと，専門家の側ですらわ

からない．確率を用いているというのは結局わか

んないから，それをどう表現すればいいのかって

いうところで，苦労しているような情報群を，分

かりやすく伝えるっていうことに，そもそももう

原理的に問題，課題があるのかなっていうふうに

感じるところもありますね．あとは，確率の値を

伝えるっていうこと以上に，そもそも，意見が分

かれていたり，南海トラフの確率の問題もそうで

すけれども，そもそも，一つにまとまっていない

ようなものを，受け手側が混乱する可能性がある

から，できるだけ一つの見解にまとめて伝えてほ

しいとか，そういうふうな方向も非常に強いとこ

ろはあるんですけども，本当に科学的で，まだわ

からない情報を，ハザード情報やリスクに関わる

情報の伝え方として，わかりやすく単純にまとめ

るっていう方向で，日本が今後進んでいていいの

かなっていうところも，私自身，個人的にはそう

なのかな？ っていうところに疑問を持ってお

ります．わからないこと自体を，本当に，伝えら

れる側と専門家が共有をして，立場の違いを超え

て一緒にものを考えられるような場を作ってい

くことが大切なんじゃないのか，とも思っている

んですね．そのための基盤的な整備と，伝え方は

やっぱり信頼のおける関係のもとでのコミュニ

ケーションをもっとしっかりできる場を作って

いくことかな，というふうに感じています． 
 
久家：非常に重要な問題だと思いますね．他に意

見を言いたい方いらっしゃらないですか？ い

るんじゃないですか？ 非常に難しい問題だけ

ど． 
 
佐竹：はい，ちょっと藤原さんがおっしゃってた．

認識論的な不確定性っていうんですかね，まさに

そういうことで，例えば，ものによってはですね，

地震学者に聞いたら，多分 8 割， 9 割が同じ，

賛成するってこともあると思うし，やっぱり地震

学者の中でも完全に意見が分かれるってことも

あると思うので，その辺の意見分布っていうか，

幅ですね，不確実性の幅みたいのを，合わせて伝

えていく．例えば確率でしたら，幅，数字で出す

のだけがいいのかどうかわかりませんけども，数

字の幅で広げるとか，あるいはまさに両論併記的

にするとかですね，その辺を専門家の中でも意見

が分かれているんだっていうことが，あるいは専

門家の中で一致してるのかと，そういう情報も合

わせて伝えていく必要があるのかなというふう

に思います． 
 
久家：他ご意見ある方ありますか？ あと，確率

ということに対してはどうですか．さっき佐竹さ

んの話の中には，確率からランクにするという話

もされてたと思うんですけど．確率で出すという

ことに関しては． 
 
佐竹：確率はランクで出してることになってるん

ですけど，結局は確率の方が一人歩きしてしまっ

ているというのは事実で．例えば，南海トラフで

もですね，例えばもう 70 から 80 だったのが，今

年 80 になったとか．それは，BPT でいくと毎年

本当に少しずつ上がっていくんですけども，それ

は 10%とかで丸めるとですね，突然上がっちゃう

ようになるんですけども，前回の南海トラフの地

震から時間が経つにつれて，確率が高くなってる

っていうことを伝える意味では，それはいいのか

なと思うんですけども，じゃあ確率が本当 10%違

う，30 年確率の 10%違いってのは，何を意味し

てるのかとかですね．その辺になると，あんまり

確率の数字に，発生可能性に関してはですね，こ

だわるのはどうかなと思って，むしろランクの方

がいいのかなと思いますが．ただ，強震動なんか

の計算をするのには当然確率がないと生かして
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もらえないので，そういう意味で数字を出す必要

があると思うんですけども，それをそのまま，発

生確率を一般の人に認識してもらう時には，あん

まり数字にこだわらない方がいいのかなってい

う気もします． 
 
久家：なるほど．そうですね．確率で出すことに

ついては，実務に必要なのかどうかという事前質

問も伺っていましたけれども，やっぱり確率で出

した方が役立つとか，そういうようなことはある

んですか？ 出してほしいとか，そういう要望と

か．あ，岩田さん，お願いします． 
 
岩田：必ずそれでまた左行って右行くんですけど，

つまり，予測地図としての確率分布ですね．だか

ら震度 6 弱以上がどうのこうのっていうやつで

すけども，例えばああいうやつでわからないとい

う話になった場合に，私も，そんなに多く実務担

当者というか，自治体のあのステークホルダーと

話すチャンスはそう多くないですけど，私が話し

た限りにおいては，それがよくわからないという

ときには，私は必ずそのシナリオ地震（震源断層

を特定した地震）も見てくださいとお伝えします．

じゃ，この下，ここを黄檗断層が走ってるよって．

それが動いたらすごく揺れるよっていう話をし

ます．でも，そうしたら「いつ動くんですか？」

って尋ねられて・・・堂々巡りなわけですよ，必

ず．で，それが非常に確率はよくわかってないと

か低いっていうことになると，ケアしないってい

うことになってしまうわけですけど，でもこれは

藤原さんが言ったように，やっぱりこういう低頻

度だけども，一旦起きたら社会へのインパクトが

強いことに対しての社会的な合意というか，個人

個人も含めてなんですけども，その熟成というか，

まず理解がですね，ここだけの話では終わらない

けれども，やっぱり少しずつ何か，検討しないと

いけないというふうに僕は思います．そういうこ

とを感じます．で，そのためにはやっぱり一かゼ

ロかじゃなくて，こういうこともあるんだ，ああ

いうこともあるんだ，そういうこともあるんだっ

ていうことを，我々サイエンティストはそういう

ことを言わざるを得ないっていうふうに思いま

すし，そういうものの理解を進めていくような努

力も必要かなというふうに思います．以上です． 
 
久家：どうもありがとうございました．大変です

よね．さて，少し話を進めて，伝え方ということ

に関しては，干場さんも今日随分といろいろなデ

ータを出してくれましたけれど，どうでしょうか．

これからの伝え方の課題になるもの． 
 
干場：はい，そうですね．今日お話ししたように，

20 年前に緊急地震速報が始まったんですけども，

その時から基本的な情報の中身っていうのはあ

まり変わってなくて，テキストベースで出すとい

うことがベースになっています．当時，やっぱり

テレビやラジオ，特にラジオということを考えた

ら，まあ音声で伝えるしかないということがあっ

たんで，テキストメッセージなんですけど，今や

もうスマホを皆さん持ってる時代になったんで，

そうした時に，もうちょっとなにか図的な情報み

たいのを出せるか，というようなことも考えてい

かなきゃいけない時代なんだろうなというふう

には思います．例えば，揺れから揺れの予測です

と，波が広がってくる様子をそのまま流すとかと

いうこともできるようになるでしょうし．ただ一

方で，それを見入ってしまったら，かえって見入

って行動を起こしてくれないじゃないかという

ような意見もあって．そこはちょっとどういうふ

うなバランスをとるかというところが，また必要

になってくるんじゃないかなとは思います． 
 
久家：そうですね．見入っちゃったら困りますね．

どういうふうに見せるかという問題に対しては

どうですか？ 佐竹さん，これから伝え方が問題

だという課題をお話の中で挙げてらっしゃいま

して，「じゃあどういう風に伝えるんですか？」

という質問も出てるんですけれども．何か伝え方

について，具体的にアイディアなんかあるんです

か？  
 
佐竹：私は，さっき言ったその確率，数字を出す

のはランクがいいのかっていう話ですかね．見入

っちゃうってことは多分ないとは思うんです，緊

急地震速報とは違うので．でも，さっき干場さん

の話を聞いてて思ったのは，やっぱり緊急地震速

報がこれだけ受け入れられているのは，失敗して

もですね，数秒後には間違いだってわかるので．

それはやっぱり，すぐ間違いだと分かれば，多分

世の中許してくれると思うんですよね．それがす

ごいことが起きてから時間がかかるとかですね，

やっぱり間違いだということがわかるのに時間

がかかると，なかなかそれを受け入れてもらえな

いのかなっていう気がしました．だから，そうい

う意味では，間違えても本当にすぐ間違いだって

わかれば受け入れてもらえるのかなっていうふ

うに，なんか聞いてて思いました． 
 
久家：[話者 3 50:19]  
あ，なるほど．干場さん，そうですか，今の． 
 
干場：間違えて許されるかどうかちょっとよくわ

からないんですけど，ただ，皆さんと違って，我々

はすぐ次のチャンスがあるというか，挽回するチ

ャンスがすぐある，というところは，ちょっと皆

さんのと違うかなと思います．たとえ 1 回失敗し

ても，次にまた地震が起こって，そこでうまくや

ればそれはそれなりに評価してもらえるのかな
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というところは，ちょっと皆さんの時間のかかる

予測とは違うとこかなと思いますけど． 
 
久家：そうですね．何千年に 1 回，とはちょっと

違うという感じになるかとは思うんですけれど

もね．そうですね．伝え方は難しいと思うんです

けれどね，やはり．じゃあちょっと進みまして，

事前質問で，「これから先，さらに地震に対する

理解を含め，大規模地震が発生したときの減災，

速やかな復興を目指すには，どのようなテクノロ

ジーが必要になりますか？」というご質問があっ

たんです．今回，皆さんにいろいろお話ししてい

ただいたんですが，皆さんそれぞれにどのような

テクノロジー，どんな技術がこれから役に立つだ

ろうというふうに思っているのか，お聞きしてい

いですかね．佐竹さんから． 
 
佐竹：どのようなテクノロジーね．ちょっとすぐ

には出てこないんだけども．基本的に，さっきお

話しました長期評価っていうのは，基本的には過

去に起きたことを調べて，それから長期的に予測

するということなんですけども．そこは例えば現

状評価だとですね，今起きてる何が起きてるかっ

ていうのからですね，予測するわけなんで，その

辺を統一していくっていうかな，過去に起きたも

のに基づくのと，それから現状，あるいはその物

理ですね，シミュレーションとかなんかでやって，

そのへんを統合していくっていうのが必要なの

かなというふうに思っております． 
 
久家：はい，ありがとうございます．岩田さん，

どうでしょう．どんなテクノロジーがあるといい

ですか？  
 
岩田：なかなか．難しいですけど．何を言えばい

いかなあ．あったらいいと思うのは，干場さんが

例えば予測してるようなものが見えたらいいわ

けですよね，例えば．私がその学生の頃に，学生

じゃないかサバ読みましたすみません．教員にな

ってましたが，その頃に 2004 年のバンダ・アチ

ェの地震，津波がありましたけども，沖合の波が

GPS 観測で見えたっていうのをなんか見たこと

があって．もちろん衛星で飛んでるので，そこの

ラインでの波だけなんですけど，海の高さが変わ

ってるっていうのは，論文で見たことがあって．

で，その後，今は InSAR とかあって地殻変動が

見えたりしますけども，もうちょっとああいうい

わゆるリモセン技術が進めば，強震計 1 点 1 点で

見なくても，日本の上から見ていたら，それこそ 
NHK スペシャルとかでよく出てくるイメージ図

がありますけども，ああいうものが見えていいわ

けですよね．ああいうのが見えると，緊急地震速

報とか，津波速報にはもううってつけなわけです

よね．そのぐらい技術があれば，私は避難という

意味ではいいのかもしれないというふうに思い

ます．で，揺れっていう点においてはですね，実

際には被害地震，これはやっぱり建築とか土木の

方々，もしくは日本の方々の努力により，建物被

害はどんどん減っていると，相対的に減っている

というふうに私は認識していて．そうすると，た

だ，藤原さんの発表にもあったように，今まで人

が住みにくかったところに人が住んでしまって

いることによって，地盤災害も含む，大変なこと

が起きる，地震リスクを増大させている可能性も

まだはらんでいることがある一方で，建物の強さ

自体は，実は，どんどん更新されていったら，良

くなっていってるので，私はその点については，

やっぱりそれこそ耐震補強であるとか，そういう

ものが丁寧に進んでいけばですね，いずれ，震度

6 強の揺れがあっても，何も起きないような街も

できていくんじゃないかというふうに，非常に楽

観しています．津波はちょっとまた別問題がある

と思うんですけども． 
 
久家：津波は谷岡さんに聞きましょう．ありがと

うございます．谷岡さん，お願いします． 
 
谷岡：はい，ありがとうございます．質問ありが

とうございます．実際ですね．私が津波の即時予

測の部分で最後に示しましたけど．SIP（戦略的

イノベーション創造プログラム）の，防災科研も

関わっていますが，SIPの事業で進んでるのは今，

越村さんがやってるところなんですけど，私が担

当しているところは，本当に一番下層（ハザード

の予測）です．その上で，上層の研究はどういう

ことを実施してるかっていうと，例えば携帯電話

はみんな持っていると思いますが，皆さんの携帯

電話の位置情報のデータがあります．津波が来た

時に一体どこにどれぐらいの人がいて，警報が出

た時に，一体人がどこに逃げて，どこで逃げ遅れ

ているかという情報が，ビッグデータとして入っ

てきます．そういうデータを使いながら，こうい

う津波が来て，こういう情報が出た時，どういう

風に人が逃げていて，どれぐらいの人が避難所に

行って，どれぐらいの人が津波に巻き込まれた，

みたいな情報まで予測までできるようなシステ

ムを今作ろうとしています．その後は，自治体に

は救急車や消防車など緊急車両，または救急のた

めの船など，高知だと船があります，そういう設

備が一体どれぐらいあって，人員がどれぐらいい

て，大地震が発生した時の状況で，一体どこに緊

急車両等を出せば人命を一番たくさん救助でき

るのかっていう最適解をリアルタイムで推定す

る手法の開発を実施しています．その手法は量的

アニーリングといって，その手法で計算して，最

適解を割り出して，救助に行くと，人命が一番救

える．そこまで計算できるようなシステムも構築

しようとしています．まだまだ夢の段階を一歩一
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歩進んでいるような段階ですけど，そういうとこ

ろまでできるようなシステムづくりを目指して

います．そういうテクノロジーの進歩っていうの

は，非常に大きなものがあって，これからもどん

どんどんどん進んでいくと私は思っています．そ

ういうのができてくればどんどん役立ってくる

と思うんですよね．復興っていう意味ではなかな

か難しいんですけど，やっぱり事前準備というの

が大事だと思ういうふうに感じてます． 
 
久家：はい，ありがとうございます．藤原さん，

どうでしょう． 
 
藤原：テクノロジーというか，今年の防災白書の

第 1 章の第 1 節のところの最初のところに，危険

な場所に住まないとか，安全な地域に住みましょ

う，変えましょうとか，そういうのが，国の文章

の中で初めて書かれたっていうことで．じゃあ，

どういう根拠をもとにそれができるのかってい

うところの情報，私も長年ハザードマップ作りに

関わってるんですけども，今のハザードマップは

やはりぼやっとしてて，ピンポイントでの意思決

定にはまだ十分でなくて．今後必要なテクノロジ

ー，地震がどこで起こるかっていうのは非常に難

しいですけれども，地盤がどこだったら相対的に

安全かとかっていうのは，本当ピンポイントで情

報が提供できるような社会を作れば，もっと最適

居住ができるようになるんじゃないのかと思っ

ておりまして．そういうの，興味あります． 
 
久家：はい．ありがとうございます．では干場さ

ん，どうでしょう？  
 
干場：はい，さっき岩田さんも話されたような話

になってくるんですけども．気象の分野とちょっ

と比較してみると，私，気象研究所というところ

で働いていながら，気象のことは全然素人なんで

すが，ただ，彼らが違うのは，やっぱりレーダー

とか，衛星とかを持っていて，もう場としてわか

ってしまうと．精度はそれほど高くないのかもし

れないですけども，場を全部把握してしまうこと

ができるというのは，やっぱり地震と違うと．地

震はやっぱり今のところどんなに頑張っても点

の情報を集めているしかないので，それをやっぱ

りこの場というか，リモートセンシングで捕まえ

てしまうことができれば，だいぶ違ってくる．地

震学としても，点の情報から，空間の分解能をも

っと高めることができるので，発展してくるのか

なと思うんで，そういうことができると，地震動

即時予測も次の段階に行くのかなというふうに

は思います．ですので，おそらく今，DAS という

のが，今皆さん一生懸命やっていらっしゃるんで

すけども，もしかすると，それが突破口になるか

もしれない．まだ DAS は線ですけど，面に行く

第一段階前として DAS が使えるのかなというの

は期待しているところではあります． 
 
久家：はい，ありがとうございます．四次元デー

タですよね．それが集まればっていう，そういう

ところですね．はい．それでは時間が迫ってきま

したので，最後に一言ずつだけ．地震研究や地震

学研究者に皆さんは今後何を期待するか，お願い

します．一言でお願いします．佐竹さんから． 
 
佐竹：はい．地震の評価に生かすためにはですね，

地震学の，さっきから出てますけども，最新の知

見っていうのが重要，あるいは新しい方法という

のが重要なので．それについては，新しいデータ

あるいは手法なんかは，査読付きの論文にぜひ書

いて．それで引用，使えるように査読付きの論文

でどんどん発表していただくということが重要

かと思います．一言です． 
 
久家：はい．ありがとうございます．強震動の岩

田さん． 
 
岩田：はい，ありがとうございます．強震データ

が非常に豊富にあるっていうところ，また参照で

きる地下構造モデルっていうのも，あの J-SHIS
の方などで作ってきていただいてますので，地盤，

震度及び震源とか強震動に関する研究を進める

には非常に良い環境になっていると私は思って

います．どしどし，解析をやってですね，この地

下構造モデルは不十分だというところをご指摘

いただければ大変幸いです．よろしくお願いしま

す．どうもありがとうございました． 
 
久家：ありがとうございます．じゃ，津波の方で

谷岡さんお願いします． 
 
谷岡：はい．津波の評価という面では，先ほどか

ら言っているように，やっぱり地質，地質学的な

研究者と，数値計算的な研究，または化学的な研

究，そういうのをトータルしたような研究を進め

るような地盤を作るっていうのが大事で，やっぱ

り地震学会も地震学会だけに閉じずに，いろんな

ところとインタラクティブに進めるっていうの

が大事なんだなというふうに思っています．津波

の即時予測では，いろんな手法が出てきているし，

だから AI なんかを使って津波の即時予測をしよ

うとか，ハイドロフォンのデータを使うとか，今

さっき言ったように DAS でも使える，捕まえら

れるようになってるとか，いろんなテクノロジー

も出てきてますので，そういうのを総合して使え

るように発展していければな，というふうに思っ

ています． 
 
久家：はい，ありがとうございます．それでは次
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はハザード評価ということで，藤原さん，お願い

します． 
 
藤原：新しいテクノロジーをどんどんもう意欲的

に取り込んでいくっていうことが大切で，私も最

近 DAS に興味があっていろいろやってるんです

けど，そういったことと，あともう一つは，個人

でも先端的な研究をやるのに加えて，組織的，み

んなで力を合わせて，本当にコミュニティが力を

合わせて大きな取り組みやる，そういう企画力を

持ってほしいなと思っています． 
 
久家：ありがとうございました．それでは最後に

干場さん，お願いします． 
 
干場：はい．今年，地震本部 30 年ということが

一つテーマだったんですけども，30 年前と比べ

るとやっぱり観測点がすごい密になって，我々結

構データを持ってて， 30 年前はちょっと思い出

してみると，取れたデータをいかに大事に使うか

というので，大事に大事に使っているような感じ

ではあったんですけど，だんだん時代が変わって

きて，大量のデータをいかにうまく処理するかと

いうことが，そういうふうな時代になってきたの

かなと思います．で，多分，地震動即時予測の方

も大量にデータがあるということを前提にして，

うまく解析することで，次の段階に行く可能性も

あるかなというふうには思ってるとこです． 
 
久家：どうもありがとうございました．本日は貴

重な講演をいただいた上に，このパネルディスカ

ッションで貴重な意見をいただきまして，5 名の

皆様，本当にどうもありがとうございました．ち

ょうど時間となりましたので，これにてパネルデ

ィスカッションを終わりとさせていただこうと

思います．本当にありがとうございました．それ

では加藤さん，戻します． 
 
加藤：はい．久家会長と 5 名の先生方，大変あり

がとうございました．いくつか重要な視点とかで

すね，議論のポイントもありましたので，今後，

ぜひ検討を続けていきたいと考えております．最

後に閉会の挨拶ということで．地震学会の副会長

の室谷さんよろしくお願いします． 
 
室谷：地震学会副会長を務めさせていただいてお

ります，国立科学博物館の室谷と申します．本シ

ンポジウムは，兵庫県南部地震の発生から 30 年

ということで企画いたしました．地震学の知見が

どう地震の評価に活かされてきたのか，というこ

とをテーマに，様々な視点からの地震の評価につ

いて，5 名の先生方からお話をいただきました．

ありがとうございました．兵庫県南部地震やその

後に起きた大地震を教訓として，この 30 年間に

行われてきた地震観測や地震研究，また社会への

情報発信などに加えまして，今後の課題について

もまとめていただきました．また，最後のパネル

ディスカッションには多くの時間をとっていた

だきまして，評価することの課題や伝え方，受け

取り側の課題，コミュニケーションの取り方，ま

た今後必要な技術の課題ということについても，

さらに深く踏み込んだご意見をいただきました．

なかなか解決することは難しいと思いますが，本

日の議論が次の 30 年に向けて，どのように研究

を推進して，どのように社会に伝えていくのが良

いかということを検討する一助になれば幸いで

す．最後に，本日ご講演いただきました佐竹さん，

岩田さん，谷岡さん，藤原さん，干場さん，そし

てパネルディスカッションを進行してくださっ

た久家会長，司会進行していただきました加藤副

会長，その他支えてくださった地震学会スタッフ

の皆様，そして本日は 300 名を超える皆様にご参

加いただきました．長時間にわたり，ありがとう

ございました．それではこれで本シンポジウムを

終了させていただきます．ありがとうございまし

た． 
 
注：以上のテキストは，当日の動画から Azure 
Speech Services を用いて文字起こししたものを，

モデレーター・パネリストが修正したものである． 
編集は加納靖之が担当した． 
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1995 年兵庫県南部地震以降の活断層・古地震研究に基づく 

長期評価の進展と課題 

国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門  近藤久雄 

1995 年兵庫県南部地震は，我が国の活断層・古地震研究と地震発生の長期評価を大きく転換させた．

地震調査研究推進本部の設立以降，主要活断層帯を対象とする体系的な調査により，活断層の位置形

状，活動履歴，変位量，地下形状に関する知見が急速に蓄積された．本稿では，活断層図，高精細地

形データ，トレンチ調査，年代測定，連動型地震評価の進展を概観し，個別断層帯評価から地域評価

へと発展した長期評価の到達点と課題を整理する． 

１．はじめに 

1995 年兵庫県南部地震は，既に活断層として認

識されていた六甲・淡路断層帯の一部で発生し，

神戸市街地を含む都市域に甚大な被害をもたら

した．この地震は，内陸活断層から生じる大地震

が社会に与える影響の大きさを改めて示すとと

もに，活断層・古地震研究の成果を地震防災・行

政へと接続する制度的枠組みを大きく変えた．地

震後，政府の特別な機関として地震調査研究推進

本部（以下，地震本部）が設置され，地震調査委

員会のもとで主要活断層帯の長期評価が開始さ

れた（地震調査研究推進本部地震調査委員会，

1996）． 

兵庫県南部地震以前にも，「日本の活断層」お

よび「新編日本の活断層」に代表される全国的な

活断層図の整備や，個別断層を対象とするトレン

チ調査は先駆的に進められていた．しかし，調査

対象や精度には地域差が大きく，長期評価に資す

る活動履歴や平均活動間隔が不明な活断層がほ

とんどであった．1995 年以降は，全国の主要活

断層帯を対象とした基盤的調査観測が集中的に

実施され，得られた情報は地震本部による長期評

価，強震動評価，全国地震動予測地図などへ反映

されるようになった．

この 30 年間における最大の進展は，活断層・

古地震研究が個別事例の記載にとどまらず，内陸

地震の発生可能性や規模を評価するための手法

整理や，共通データ基盤として整備されてきた点

にある．2018 年までの活断層調査研究の進展に

ついては，堤ほか（2018）に詳しく記述されてい

る．本稿では，まず活断層・震源断層の位置形状

に関する進展を整理し，次に古地震研究と年代評

価手法の進展，さらに長期評価手法の高度化につ

いて述べる．最後に，連動型地震，地震発生確率

が不明な活断層，海陸境界の活断層など，今後の

課題を展望する．表１にこれまでの調査研究と長

期評価の進展についてまとめた．  

２．活断層・震源断層の位置形状 

内陸の大地震に関する長期評価の根幹をなす

基礎情報は，活断層および震源断層の位置形状で

ある．1980 年代から 1990 年代前半にかけては，

活断層研究会による全国図が主要な基礎資料（活

断層研究会編，1980; 1991）であり，その後，国

土地理院の都市圏活断層図や活断層詳細デジタ

ルマップ，産総研活断層データベースなどにより，

活断層情報の高精度化と電子化が進んだ（表１）．

これらの成果により，研究者だけでなく，地方公

共団体，防災担当者，民間事業者，一般住民が活

断層情報へアクセスできる環境が整備された．

特に 2000 年代以降の高精細数値標高モデルの

普及は，活断層地形の認定と変位量計測に大きな

変革をもたらした．航空レーザー測量，UAV 写

真測量，地上レーザー測量などにより，森林域や

都市域に残された微小な低断層崖，撓曲崖，横ず

れ地形を詳細に抽出・認定できるようになった．

従来の空中写真判読では人工改変や植生によっ

て不明瞭であった断層変位地形も，高精細 DEM

を用いることで定量的に評価可能となっている． 

また，反射法地震探査やボーリング調査による

地下構造情報の蓄積により，地表の活断層トレー

スと地下の震源断層形状との関係が具体的に議

論できるようになった．特に，逆断層帯では，地

表で認められる撓曲崖や低断層崖が，地下の断層

形状や断層関連褶曲とどのように対応するかが

詳しく明らかにされつつある．横ずれ断層帯にお

いても，地表トレースの分岐，ステップ，プルア

パート構造などが，連動破壊や破壊停止条件を検

討する上で重要な幾何学的要素となっている．

一方で，長期評価で公表される個別断層帯の位

置図は，社会的利用に比べて縮尺や表現が十分と

は言えない場合がある．断層長や，断層不連続を

用いた活動区間の境界の認定は，地震規模や変位

量の推定に直接影響する．今後は高精細地形デー

タ，地下構造探査，地震活動，第四紀以降の地質

構造を統合した三次元断層モデルを継続的に更

新していく枠組みも必要である．

３．古地震研究と発生確率評価 

活断層から生じる地震の長期評価において，活

動間隔と最新活動時期は地震発生確率を算出す

る最も重要な情報の１つである（地震調査研究推
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進本部地震調査委員会，2001）．兵庫県南部地震

以降，全国の主要活断層帯ではトレンチ掘削調査

を中心とする活動履歴調査が集中的に実施され

た．トレンチ壁面では，断層による地層の切断，

変形，崩積堆積物，液状化痕跡などを手がかりと

して，過去の地震イベント層準が認定される．こ

れにより，平均活動間隔，最新活動時期，一回変

位量などの具体的な評価パラメーターが飛躍的

に蓄積された． 

年代測定技術の進歩も古地震研究を大きく発

展させた．1995 年当時，放射性炭素同位体年代

測定は，液体シンチレーションカウンターを用い
た計測が主流であり，測定値の誤差は100〜500年 
程度であった．その後，AMS 測定の急速な発展

と普及や試料選別の高度化により，現在では測定

誤差で 30 年程度までの高精度な年代拘束が可能

となった．さらに OxCal などを用いたベイズ推

定を用いた年代モデル（Bronk Ramsey, 2009）に

より，個々の年代値の確率分布と層序関係を同時

に扱い，イベント年代を確率密度分布として推定

する方法が国際的に広く用いられている． 

地震本部の長期評価では，評価手法の一貫性を

保つ必要があるため，個別イベント年代や活動間

隔は，1σの年代範囲として一定の基準に基づい

て整理されてきた．しかし，研究レベルでは複数

地点のイベント対比や歴史地震との対応を確率論

的に検討することが可能になっており，今後はベ

イズ推定による年代値や確率密度などの成果を評

価手法へ，いつどのように反映するかが課題と

なっている．

このような古地震学的調査データに基づく地

震発生確率の算出や評価は，アメリカ・カリフォ

ルニア州や世界の各国で国際標準的な手法とし

て広く実施されている．それらは，評価後に実際

の地震で検証される時代に移行しつつある．例え

ば，トルコで生じた 2023 年カフラマンマラシュ

地震では，東アナトリア断層系に沿って大規模な

地表地震断層が出現し，2014 年に調査されたト

レンチ地点が地震時変位を受けた（近藤，2024a）．

2023 年地震直後には，2014 年トレンチの再掘削

を中心として，2023 年地震前に可能であった長

期予測と実際の地震像を比較する国際緊急共同

研究（JST J-RAPID）の一環として実施された．

その結果，活動間隔，最新活動時期，歴史地震と

の対比を総合し，2023 年地震発生前に遡って評

価した場合，30 年以内の地震発生確率は最大

35％と試算可能であったことが検証された．これ

は，必要十分な古地震データが事前に得られてい

れば，地震発生前に高い地震発生可能性を評価で

きたことを示す稀少な事例である．

日本においても，今後発生する活断層地震に伴

い，既存のトレンチ調査地点が地震時に再活動す

る事例が蓄積されていくと考えられる．そのよう

な事例は，既往の古地震調査に基づく長期評価を

実際の地震によって検証する貴重な機会となる．

その結果は，既往の活動履歴や発生確率評価手法

の妥当性を検証・改良する上で重要な役割を果た

すものとみられる． 

４．長期評価の発展：個別断層帯から地域評価へ 

地震本部による活断層の長期評価は，当初，全

国の主要活断層帯 98 を個別に評価する形で開始
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された．最初の評価は糸魚川－静岡構造線断層帯

であり，断層長，平均変位速度，活動履歴，最新

活動時期を基に，将来の地震発生可能性が定性的

に評価された（図１A）．その後，発生確率算出

手法の進展に伴い，一定期間内の地震発生確率が

BPT モデルとポアソン過程により算出されてい

る．この枠組みは，内陸活断層地震を事前に評価

し，防災施策へ反映するための基礎として大きな

意義を持った． 

一方，個別断層帯ごとの評価だけでは，短い活

断層や主要以外の活断層，沿岸海域の活断層，複

数断層の連動や相互作用を十分に扱うことが難

しい．2000 年代以降に生じた内陸地震の多くが，

主要活断層帯の評価対象外あるいは想定と異な

る破壊様式を示し，地域全体として地震ハザード

を評価する必要性を明確にした．このため，2010

年代以降には「活断層の地域評価」が開始され，

短い活断層や沿岸海域の活断層，地震活動による

発生確率を含めた総合的な評価へと発展してい

る（図１B）．  

地域評価の意義は，個別断層の確率値を単に並

べることではなく，地域内の活断層の分布，活動

度，調査精度，未評価断層の存在を俯瞰的に示し，

地震活動による発生確率の評価と総合して提示

する点にある．これにより，調査データの不均質

や，今後優先的に調査すべき活断層を明確化でき

る．同時に，評価結果を住民や自治体が理解しや

すい形で提示するためには，確率値だけでなく，

活断層の位置，想定される揺れ，地表変位の可能

性，調査の信頼度も統合的に漏れなく伝える工夫

も求められる． 

５．連動型地震の評価の試み 

長大な活断層帯では，複数の区間が同時に破壊

する連動型地震が最大の地震規模を規定する．し

かし，連動型地震は発生頻度が低く，発生履歴を

直接認定することが難しい．そのため，従来の長

期評価では定量的な連動確率の算出が十分に行

われてこなかった．これは，地震発生可能性が高

い断層帯で生じる次の大地震が単独区間なのか，

あるいは複数区間による連動型地震へと発展す

るのかという問いに答えられないことを意味す

る．そこで，糸魚川－静岡構造線断層帯を対象と

した平成 29〜令和元年度の文科省委託事業では，

北部から中南部区間を主な対象として，変位履歴，

精密震源決定，三次元有限要素法，動的破壊シミ

ュレーション，統合断層モデルを組み合わせた連

動性評価と連動型地震の発生確率算出手法等の

開発がおこなわれた（文部科学省研究開発局・国

立研究開発法人産業技術総合研究所，2017）． 

この事業では，活断層の変位履歴調査から得ら

れた地震時変位量の実測値と断層長のスケーリ

ング則から，地震イベントごとの活動範囲を限定

した（図２）．その結果，北部区間と中北部区間

が連動したイベントについては，連動範囲約 120

km，地震規模 M 8.0 程度もしくはそれ以上，連

動間隔約 3100〜3300 年，今後 30 年間の連動確率

0.9〜1.0％と初めて試算された．また，北部区間

図１ 地震本部による活断層の長期評価．(A)1996 年に初めて評価が公表された糸魚川―静岡構造

線断層帯の長期評価（地震調査研究推進本部地震調査委員会，1996）．活断層の名称，位置形状の

概略と，それまでのトレンチ調査地点の図示に留まっている．(B)2013 年以降，地震本部で公表さ

れた活断層の地域評価（四国の例）（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2017）．地域および区

域境界，それぞれの領域における M 6.8 以上の地震発生確率，個別断層帯の地震発生確率とランク

が明示されている． 
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から中南部区間に及ぶイベントや断層帯全体の

連動イベントの各パターンについても，ポアソン

過程に基づく連動確率が試算された． 

この成果の重要性は，過去の変位履歴から連動

型地震を判別し，連動間隔を推定した上で，ポア

ソン過程を用いて連動確率を初めて定量化する

プロトタイプを示した点にある．個別区間の BPT

モデルによる発生確率評価とは異なり，連動型地

震では事例がまだ少なく，更新過程で評価するこ

とが難しい．そのため，まずはポアソン過程によ

る試算として連動可能性を評価する手法は，今後

の長大活断層帯評価における重要な出発点とな

る．

ただし，連動型地震の評価には依然として多く

の課題が残る．セグメント境界付近で破壊が停止

する条件，応力場や断層形状が破壊伝播に与える

影響，歴史地震や古地震イベントの対比の不確実

性などは，確率値へ直接反映される．今後は，古

地震調査による変位履歴の高度化に加え，動的破

壊シミュレーションや三次元断層モデルを組み

合わせることで，連動範囲と連動確率の不確実性

を改良していく必要がある． 

６．今後の課題と展望 

今後の課題は大きく４つに整理できる．第一は，

陸域の長大活断層帯における連動型地震の評価

である．陸域の連動型地震は，複数の地方公共団

体や広範囲に被害を生じるとともに，誘発される

他の災害も多岐にわたると想定されるため，調査

研究や評価の優先度が高い．糸静断層帯の事業に

よりプロトタイプは示されたが，連動間隔の推定

には古地震イベント対比と変位量評価の不確実

性に課題がある．破壊シミュレーションや断層面

形状モデルと古地震データを融合して，将来の連

動範囲の確率分布を評価する方法等の検討も必

要である．

第二は，地震発生確率が不明な活断層，いわゆ

る X ランクの活断層の問題である．全国には，

位置や長さは知られているものの，活動履歴，平

均変位速度，最新活動時期が十分に解明されてい

ない活断層が残されている．高精細 DEM，浅層

物理探査，ジオスライサー，群列ボーリング，宇

宙線生成核種年代測定など，新旧の効果的な調査

手法を組み合わせて，限られた予算と人材の中で

効率的にデータを取得していく必要がある． 

第三は，海溝型巨大地震と内陸活断層地震との

関係である（図３）．南海トラフ巨大地震の前後

には内陸地震活動が変化する可能性が指摘され

ている．2011 年東北地方太平洋沖地震の前後で

も，2004 年中越地震から 2011 年４月の福島県浜

通り地震まで，明白な時間的集中期がみられる．

しかし，例えば次の南海トラフの地震前に，西南

日本弧のどの活断層で，どの程度発生可能性が高

まっているのかを示すことは，現時点では容易で

はない．長期評価の時間スケールと，海溝型地震

前後の応力・歪み変化に伴う短期〜中期的な変化

をどのように接続するかが課題となる． 

第四は，海陸境界付近および沿岸海域の活断層

評価である．陸域と海域の活断層図では，調査手

法と解像度が異なるため，海岸線付近で断層の連

続性を正確に評価することが難しい．浅海底レー

ザー測量やナローマルチビーム測深などにより，

沿岸域の海底地形は解明されつつあるが，地質調

査による直接的な活動履歴が現実的には得にく

い．また，陸域と異なり地震観測データの位置，

深さ精度にも課題がある．地形・地質・物理探査・

海底地形データを統合し，陸域から海域へ連続す

る震源断層を評価する枠組みが求められる． 

７．おわりに 

兵庫県南部地震から 30 年の間に，我が国の活

断層・古地震研究は質量ともに大きく発展した．

図２ 糸魚川―静岡構造線の連動型イベント履歴と発生確率 

(a)断層帯の活動区間．(b)過去約１万年間の連動型イベントの時空間分布．赤色，青色，緑色の

ボックスが地震時変位量等にも基づく連動型イベントとその推定範囲，灰色のボックスが地震調

査研究推進本部地震調査委員会（2015）に基づく区間単独のイベントと年代推定幅．(c)連動履歴

と発生間隔に基づく，今後 30 年間のポアソン過程の連動型地震発生確率．近藤（2024b）
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活断層図の高精度化，高精細地形データの導入，

トレンチ調査と年代測定の精緻化，地下構造探査

の進展により，長期評価に必要な基礎情報は飛躍

的に充実した．これらの成果は，主要活断層帯の

個別評価から，短い活断層や沿岸海域を含めた地

域評価へと長期評価手法の発展とともに，急速に

拡大している．

兵庫県南部地震以降に整備された活断層調査

と長期評価の枠組みは，世界的にも例を見ない体

系的な地震ハザード評価システムへ大きく貢

献・発展した．活断層図の整備から古地震調査，

長期評価，さらには地域評価へと展開してきた一

連の取り組みは，活断層・古地震研究の成果を継

続的に防災・減災へ結び付ける仕組みとして，現

在も機能している．今後は，連動型地震の評価や

X ランクの活断層調査，海陸境界断層や海溝型巨

大地震との統合的評価など，残された課題に着実

かつ迅速に取り組む必要がある．そのためには，

調査研究を担う人的資源も含めて，調査観測デー

タの持続的な蓄積とともに，調査・観測・シミュ

レーション・リスクコミュニケーション等を統合

した次世代の長期評価へと発展させていくこと

が期待される．
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測地データを用いた内陸地震の長期予測に向けて 

京都大学防災研究所附属地震災害研究センター  西村卓也 

兵庫県南部地震以降，地震調査研究推進本部による活断層の長期評価に代表されるような内陸地震の

長期予測が進められてきたが，主要活断層以外で M7 を超える大地震が発生するなど，長期予測にお

ける課題も指摘されている．世界的には活断層・地震活動・測地の 3 つのデータを総合的に用いた長

期予測モデルの構築が行われており，近年では我が国でも測地データを用いた長期予測手法の研究も

進められるようになってきた．複数のデータに基づく予測モデルを組み合わせることにより，長期予

測の性能が向上することが海外の研究から示されており，日本でも総合的な予測モデルの開発が望ま

れる． 

１．はじめに 

日本列島は，４つのプレートが相互作用するプ

レート境界域に位置し，過去に多くの大地震とそ

れによる災害が発生してきた．1995 年 1 月 17 日

に発生した兵庫県南部地震（M7.3）は，大陸プレ

ートの地殻内で発生した「内陸地震」であり，都

市の直下で発生する内陸地震による災害の深刻

さを如実に示した地震であった．兵庫県南部地震

では，淡路島でそれ以前に知られていた活断層

（野島断層）に沿って地表地震断層が現れた．こ

れにより，内陸地震の原因として活断層が社会的

にもクローズアップされ，地震調査研究推進本部

（以下，地震本部）の設立と地震本部による活断

層調査に基づく地震の長期評価が開始されるき

っかけとなった．

本稿では，内陸地震の長期予測の現状を簡単に

レビューするとともに，GNSS などの測地データ

を用いた内陸地震の長期評価手法について，今後

の展望を述べる．

２．内陸地震の長期予測の現状 

 現在，地震本部では内陸地震に関して，主要活

断層帯の長期評価と活断層の地域評価という２

種類の長期評価を実施している．これらの評価は，

基本的に地質・地形学的手法を用いて活断層の活

動度と過去の地震発生履歴を推定したデータに

基づいて行われており，主要活断層帯の長期評価

と海溝型地震の長期評価を統合して作成された

大きな揺れに見舞われる確率（確率論的地震動予

測地図）は，地方公共団体の防災対策等に活用さ

れ，一定の成果を上げている．一方，地震本部の

内陸地震の長期評価には，いくつかの課題も指摘

されている．地域評価では地震活動を用いた評価

も併用されているものの，基本的にこれらは，活

断層調査に基づいた評価であるため、既知の活断

層から離れた場所や地表で明瞭な痕跡がない断

層で発生する地震については，十分に評価するこ

とができない．すなわち，現状では活断層で発生

し，地表地震断層を生じさせるような内陸地震の

みが評価されており，内陸地震全体に対する評価

が行われていない．また，活断層の活動度の評価

ができないため，発生確率が不明な主要活断層帯

も存在しているほか，活断層の長さに基づいて固

有地震規模を推定しているため，固有地震より規

模の小さい地震についても評価ができていない． 

2000 年以降に発生したM7.0以上（気象庁による）

の内陸地震のうち，地震本部による長期評価の対

象となっていた主要活断層帯で発生したものは， 

2016 年の熊本地震（M7.3）のみであり，2000 年
鳥取県西部地震（M7.3），2008 年岩手・宮城内陸

地震（M7.2），2011 年福島県浜通りの地震（M7.0）

は，それ以外の断層で発生している．また，現状

の地域評価での対象地震規模（M6.8）より小さい

M6 程度の地震であっても、2018 年大阪府北部地

震に代表されるように、人口密集地に発生すれば

大きな被害をもたらす可能性があり，活断層以外

のデータも用いて，全ての内陸地震を対象とした

長期予測を実施することが望まれている． 

３．測地データを用いた内陸地震の長期予測 

世界的には，Bird et al.(2010)に代表されるよう

に，GNSS データから計算されるひずみ速度分布

を用いて大地震の長期予測モデルを開発する研

究は多数行われている．また，米国やニュージー

ランドでの公的な地震の長期評価においては，活
断層だけでなく，地震活動や測地（GNSS）デー

タを組み合わせた評価が行われている（Petersen 
et al., 2023; Gerstenberger et al., 2024）．これらの長

期予測では，グリッド毎の地震発生確率を地震活動

データや測地データから計算するだけでなく，活断

層のすべり速度の推定にも測地データが使われて

おり，活断層評価にも測地データが使われていると

いう特徴がある．

日本では，GNSS を用いた稠密地殻変動観測網

（国土地理院の GEONET）が 1990 年代に整備さ

れ，現在の地殻変動（ひずみ速度）分布が明らか

になった（例えば，Okazaki et al., 2021）が，それ

を内陸地震の長期予測に応用した研究は比較的

少ない．その中で，Triyoso and Shimazaki (2012)は， 

GNSS データから得られたひずみ速度分布を用

いた内陸地震の長期予測モデルを検討したが，過

去 400 年間に発生した M6.8 以上の内陸地震の分
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布との整合性を比較して，GNSS データを用いた

予測モデルは1801-1925年に発生した内陸地震の

分布とは整合するものの，過去 400 年間でみると

日本全国どこでも内陸地震の発生確率は均一で

あるとした予測モデルと同程度の予測性能であ

ることを示した．そのため，現在の GNSS データ

は過去の大地震の余効変動などの影響を受けて

おり，予測モデルとして用いることには否定的な

見解を示している．一方，Nishimura (2022)では， 

GNSS データから得られた西日本のひずみ速度

分布から，プレート沈み込み帯におけるプレート

間固着による弾性変形を除去することで，日本全

国どこでも内陸地震の発生確率は均一であると

した予測モデルよりも過去に発生した内陸地震

の分布をより良く説明できることを示した．しか

し，GNSS 観測に基づくひずみ速度分布から単純

に換算した地震モーメント速度に対し，過去の歴

史地震によって解放された地震モーメント速度

は，13-20%程度であることが示された．歴史地震

の解放モーメント速度が小さいことは，GNSS に
よって観測されている地殻変動の大半が非弾性

変形であることを意味し，非弾性変形の空間分布

を推定することが，測地データを用いた長期予測

の高度化において，重要な課題であると言える． 

Nishimura and Shishikura(2025)は，Nishimura(2022)

と同じ手法を全国のGNSSデータに適用し，30年

間にM6以上の内陸地震が発生する確率を0.2˚四

方のグリッド毎に計算している（図１）．新潟—神

戸ひずみ集中帯や九州内陸部，伊豆半島周辺，東

北脊梁山地などでは，地震発生確率が1%を超え

ており，日本列島の中でも二桁程度の地震発生確

率の違いがあることがわかる． 

４．まとめと今後の展望 

1995 年兵庫県南部地震の発生以降，内陸地震

の長期予測は，地震本部による活断層の長期評価

という形で，進められてきた．一方で，地震本部

の長期評価の限界と内陸地震全般の長期予測に

おける課題も明らかになってきた．地震本部政策委
員会調査観測計画部会(2024)「内陸で発生する地震

の新たな調査観測について」では，現状の内陸地震

長期評価の課題がまとめられており， ①地震観測

網により得られた地震活動データ，② 歴史・考古

資料の調査に基づく地震活動履歴等の情報，③活断

層調査で得られる地震の発生履歴等の情報，④測
地観測・測量データ（GNSS，InSAR等）などの情報

を活用して地震の長期評価手法を高度化する必要

性が説かれている．複数データを組み合わせること

で地震の長期予測の性能が向上することが海外で
は示されており（例えば， Strader et al., 2018），国

内でも活断層・地震・測地データを総合的に評価

することにより，内陸地震の長期予測手法を高度化

することが期待されている．近年では，災害軽減の

ための地震火山観測

研究計画や地震本部の委託研究の中でこれらの

手法の研究が実施されており，今後の進展が待た

れるところである． 
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満点(万点)計画―内陸地震の発生予測を目指して― 
 

阿武山地震防災サイエンスミュージアム・京都大学防災研究所・東北大学理学研究科  

飯尾能久 
 

兵庫県南部地震の発生前には不明だった内陸地震の発生過程を説明するために提案された Weak zone 

model の概要と課題，課題解決のために開始された満点計画の概要と得られた成果をまとめた．断層

の深部に関しては，有馬高槻断層帯の深部延長を地震学的な手法でとらえることが出来た．断層の両

端に関しては，鳥取県中部地震の断層両端において，地震前に差応力が小さかったことを見出した． 

 

１．はじめに 

 本稿では，兵庫県南部地震後の約 30 年の期間

の後半における、内陸地震の発生過程についての

モデルの深化とそれに寄与した満点計画につい

て簡単に紹介する． 

１－１．内陸地震の発生過程の第一世代のモデル 

 兵庫県南部地震が起こったとき，内陸地震がな

ぜ，いつ，どこで起こるのかという本質的なこと

については，ほとんど不明であることがよく分か

った．例えば，断層に加わる応力が断層の強度に

「達する」と断層がすべるとよく言われるが，内

陸の断層に加わる応力がなぜ増加するのかはよ

く分かっていなかった．以前は，海溝型の巨大地

震の発生過程のモデルを流用して，沈み込む海洋

プレートの「押し」により内陸でひずみが増加す

るために内陸地震が発生するとよく言われてい

た．しかし，この単純なモデルでは，海溝型の巨

大地震の発生によりひずみがリセットされるた

め，より長期間にわたって，内陸の断層に加わる

応力を増加させることは出来ない． 

 そこで，既存の知見を総合することにより，新

しい考え方が提唱された．それは，内陸地震の断

層直下の下部地殻に，周囲より「やわらかい」領

域が存在し，そのゆっくりした変形(非弾性変形)

により，直上の断層の応力が増加するというもの

である．この考えに基づいた、単純ではあるが定

量的なモデル(Weak zone model)により，海溝型の

巨大地震の発生下でも長期間にわたって内陸の

断層に加わる応力が増加し，内陸地震が繰り返し

発生することが示された(例えば，Iio et al., 2004)．

「やわらかい」領域の変形による隣接領域での応

力増加という概念的なモデルが定量的なモデル

となったわけである．その背景、鍵となる知見や

観測事実を含めて，この間の経緯は，飯尾(2010)

に簡潔にまとめられている． 

１－２．第一世代のモデルの課題 

 飯尾(2010)では，解明すべき課題も述べられて

いる．一つ目は，下部地殻の Weak zone の実体で

ある．それが断層の深部延長に局所化されている

のか(localized)，断層直下の幅の広い領域に広が

っているのか(distributed)という問題である．かつ

て下部地殻内にあった断層(延性せん断帯)を調

べている地質学者は，その幅が数 km 以下である

ことを明らかにしているが(例えば，Wernicke, 

1981)，地球物理学的な手法による地殻深部の空

間分解能は低く，その実体はまだ十分には捉えら

れていない．二つ目は，不均質構造の 3 次元的な

把握である．上記のモデルは断層の深部延長に着

目した 2 次元モデルであり，断層の走向方向の違

いは考慮されていない．2004 年新潟県中越地震

の余震の深さ分布の下限がお椀型をしているこ

と(Iio et al., 2009)から，断層の走向方向における

Weak zone の「やわらかさ」の空間変化の可能性

が指摘された．また，下限がお椀型となるより直

接的な説明として，断層の両端において，上部地

殻の深部に地震が起こらない非弾性変形する領

域があった可能性も考えられる． 

 お椀型の分布は，その頃に発生した他の内陸地

震でも系統的に見られたことから，断層の両端部

の特性が注目された．図 1 のように，断層の直下

だけでなく，断層の端付近にも「やわらかい」領

域があり，その変形による応力集中が発生する可

能性が考えられる． 

 
１－３．課題の解決のために必要なこと 

 Weak zone model は 2 次元モデルであり，3 次

元へ拡張する必要がある．これにより，内陸地震

の発生過程全体をモデル化することが可能とな

る．3 次元なので，内陸地震の断層の走向方向の

特徴，特に断層の端の実体について明らかにする

ことが必要である．内陸地震の断層はマグニチュ

ード 7 クラスでも 30km 程度と小さく，その詳細

を調べるとなると，より空間スケールの小さな現

象が対象となる．したがって，上記の目的を達成

するためには，観測点間隔を狭めた稠密観測によ

る大量のデータが必要不可欠となる． 

 図１ 断層周辺の「やわらかい」領域 
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 それまで行われていた内陸大地震の合同余震

観測においては、稠密な観測網が設置されたとし

ても，観測期間は 1 か月半程度が多かった．断層

の周り，特にその深部を高い空間分解能でとらえ

るには，余震だけではなく遠地で起こる地震も記

録する必要があり，長期間の稠密観測が重要とな

る．そして，数 km おきに観測点を配置しようと

すると，商用電源の無い場所にも設置することが

必要な場合が出てくる．ところが，2000 年代半

ばには，商用電源なしで数か月以上の長期間にわ

たって無理なくデータを記録できる稠密観測用

の装置はほとんどなく，年単位の長期間にわたる

稠密多点の地震観測は，全くと言ってよいほど行

われていなかった．そのため，以下のように，装

置開発から開始した． 

２．満点システムの開発と観測網の展開 

 商用電源なしで半年以上連続してデータを収

録できる記録装置の開発を，京大防災研や九大理

学研究院など大学関係者と近計システム(株)な

ど中小企業のグループが中心となって行い，単一

乾電池 24~32 本で半年以上，1 秒間に 250 点の 3

成分波形を連続で記録することが可能となった．

固有周波数 2Hz の小型軽量の速度型地震計も同

時に開発した．これにより，小型軽量で設置や維

持管理が容易な観測システムが出来上がった(例

えば，三浦・他, 2010; 飯尾, 2011; 飯尾, 2017)． 

 2008 年から設置を開始し，長野県西部，近畿

地方中北部，山陰地方の地震帯，ニュージーラン

ド南島北部の 4 か所において，それぞれ，数十点

～130 点規模の観測を 2022 年まで継続した(三

浦・他, 2010, 2014; Iio et al., 2017; 飯尾・他, 2017)．

ニュージーランド南島北部については，東北大理

学研究科を中心とするグループにより現在も継

続中である．加えて，2008年岩手宮城内陸地震，

2016 年鳥取県中部地震，2017 年島根県西部地震，

2018 年大阪府北部の地震などの余震観測にも活

用された．鳥取県中部地震以降では，満点システ

ムに加えて，満点の記録装置をさらに小型軽量化

した 0.1 満点システム(松本・他, 2018)も用いられ

ている．

３．得られた成果 
 以下では，満点計画によってこれまでに得られ

た成果から，断層の深部延長と両端に関するもの

について紹介する．これらは，先行研究で示唆さ

れていた構造や応力状態を，大量かつ高精度なデ 
ータに基づいて，より明瞭に捉えたものである． 

３－１．断層の深部延長 
 有馬高槻断層帯の北側に，顕著な S 波の反射面
があることが知られていた(片尾, 1993)．図２に，

満点および周辺の定常点のデータを用いた解析

により得られた，断層帯に直交する南北断面上の

S 波反射強度分布を示す(Aoki et al., 2016)．この

解析では，水平な反射面を仮定し，目視により反

射波が確認された 182 個の地震波形を深さ方向
に変換したうえで，各点における振幅を重ね合わ

せ，平滑化することで S 波反射強度分布を求めて
いる．星印は，気象庁により深部低周波地震とさ

れている地震である．反射強度の大きな領域は，

モホ面近傍に位置する深部低周波地震の震源域

から有馬高槻断層帯へ向かって，南上がりに分布

している．一方，この南上がりの高反射強度域は，

深部低周波地震の北側には続いていない．ただし，

有馬高槻断層帯の南側における構造については，

この解析からは明瞭には確認されなかった．

 さらに，加藤（2023）は，機械学習を活用して，

約 14 万トレースにおよぶ大量の波形データを解
析し，反射面の傾斜の影響も考慮することで，よ

り明瞭かつ信頼性の高い S 波反射強度の空間分
布を推定した．反射強度の大きな領域は，深部低

周波地震の震源域から南上がりで有馬高槻断層

帯へ向かって扇形に広がっていること、および，

その領域は断層帯の少し北側までしか伸びてい

ないことが確認された．また、レシーバー関数解

析によりその領域の幅が 5km 以下であることも
分かった。これらの結果から，S 波反射面は，有
馬高槻断層帯の深部延長をとらえたものと考え

られる．下部地殻内の weak zone の実体はほとん
ど不明だったが，これらの地球物理学的解析によ

り，その解明が初めて大きく進展したといえる． 

３－２．断層の両端 

 2000 年鳥取県西部地震の断層の南端付近で，
地震前に差応力が小さかったことが報告されてい

た(Yukutake et al., 2007)．そこで，2016 年鳥取県中
部地震では，京大防災研・九大・東大地震研によ

り，両端部に着目した余震観測網が展開された．そ

の結果，断層の両端付近ではそれ以外の領域に比

べて，地震前に差応力が小さかったことが見いださ

れた(Iio et al., 2021, 2022)．図 3 に，臨時点と周辺
の定常点を用いて得られた解析結果を示す．余震

は断層付近に幅広く分布していること

図２ 有馬高槻断層帯に直交する南北断面

に投影した S 波の反射強度(赤が強い)(Aoki 

et al.(2016)に加筆)．黒実線が有意な範囲。茶

色の太線はレシーバー関数解析により推定

されたモホ面． 

深
さ
(k
m
)

有馬高槻断層帯 北南 普通の地震

深部低周波地震
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がよく分かる．水平方向の震源決定精度は数十 m

程度であり，他の内陸地震でも系統的に見られて

いるように，この分布は誤差により拡がっている

のではない．T 軸の方位分布をよく見ると，断層

付近を境に急変していることが分かる．実は，こ

の方位の急変を活用して，図 3 に示された断層の

位置が推定されている．これは，断層面の 3 次元

的な形状が，観測データに基づいて初めて精度よ

く推定されたものである．断層端の位置も複数の

手法を併用して精度よく推定されている． 

 図３右に応力場の空間分布を示した．推定され

た断層面を境に応力場が空間変化していること

がよく分かる．背景に示されているのが，地震に

よる応力変化と地震前の差応力から計算された

応力場である．差応力は摩擦係数 0.2 相当で均一

を仮定している．断層端以外では，計算結果は観

測データをよく説明しているが，詳細に検討する

と，断層端付近においては，差応力を小さく仮定

する必要があることがわかった．つまり，図４に

模式的に示されているように，断層端付近におい

ては，それ以外の領域に比べて，地震前に差応力

が小さかったと考えられる． 

断層端付近では，地震前に応力緩和が発生して，

差応力が低下していたことが示唆される．その場

合，断層端以外では逆に，応力集中が発生するこ

とが予想される．図５は，Abaqus を用いた有限

要素法により計算した応力場である．一定の応力

の下で，断層端付近における応力緩和により，断

層上で差応力が増加していることがよく分かる．

図では，断層端とモデルの端の間でも差応力が増

加しているが，これは，モデルの端の影響がある

と推定される． 

  断層端における応力緩和は，断層への応力集

中を起こすとともに，地震の破壊伸展を止めるこ

と，また，地震後の断層端での応力集中を減らし

て，そこで大きめの余震を起こりにくくする効果

もあると推定される．これらのことは，地震の破

壊はなぜ止まるのか？，大地震後の余震活動はど

うなるのか？という問題にも関係する重要な知

見である．この例以外でも，2017 年の長野県南

部の地震(M5.6)の断層の下端においても，地震前

に差応力が小さかったことが見出された(Iio et 

al., 2025)． 

図３ 鳥取県中部地震の余震のメカニズム

解の T 軸(左)と応力逆解析で推定された最大

圧縮応力(σ1)と最小圧縮応力(σ3)の方位分

布(Iio et al. (2022)の図を修正)．深さ 4km の
平面に投影．枝分かれした線は T 軸の方位
の急変から推定された断層面． 

図４ 鳥取県中部地震の推定断層面と断層

端に推定された低差応力の領域(Iio et al.,  

2022)． 

図５ 断層端における応力緩和と周辺の応

力場．有限要素法(Abaqus)により計算された

Von Mises 応力(赤っぽいほど差応力が大き

く、青っぽいほど小さい)．鉛直な断層の両

端に直方体の粘弾性領域をおいて、応力緩和

させている(それ以外の領域は弾性体)． 

σ1

σ3

断層端
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４．おわりに 

 本稿では、満点計画による断層の周りの「やわ

らかい」領域に関する成果を紹介した。これらは

まだ限られた数のケーススタディーであるが，内

陸地震の発生予測のために非常に重要な知見で

あり，今後さらに観測結果を積み上げていく必要

がある．断層端の非弾性変形は、比較的温度の低

い上部地殻内の現象であり、その有無やどういう

場合にそれが起こるのかが重要な課題となる。

 満点計画では，内陸地震の断層周辺の高分解能

の速度構造，地殻や沈み込む海洋プレートの構造

など，内陸地震の発生場に関する知見も得られ始

めている(例えば，Suemoto et al., 2020)．また，応

力場や断層強度の不均質性や断層強度の絶対値

など(例えば，Iio et al., 2017)，より基礎的な知見

も得られている．今後、得られたデータの解析が

さらに進み、内陸地震の発生過程の解明や発生予

測に資する成果が得られることが期待される． 
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3 次元断層形状の動的破壊過程に与える効果と 

コミュニティ断層モデル整備の重要性 
 

東京大学 理学系研究科  安藤亮輔 
 

最近の物理シミュレーションと大地震の観測データを用いた系統的な研究の進展により，断層形状の

非平面性が，地震の動的破壊過程を強く支配していることが確認されるようになってきた．このこと

は，1995 年兵庫県南部地震を契機に進んだ全国の活断層の理解と情報整備を，地表での 2 次元のも

のから，地下での断層の 3 次元的非平面性を考慮したものに深化させることの重要性を示している． 

 

１．はじめに 

 1995 年兵庫県南部地震（M7.3）を契機として，

日本国内では活断層の位置や形状，その活動性に

ついて，地形学・地質学的手法による網羅的な調

査研究が推進された（岡田, 2008; 松田, 2008）．こ

のような調査研究によって，大地震を起こすポテ

ンシャルを持った活断層の地表での幾何形状が

2 次元的に地図としてまとめられ（例えば，活断

層研究会, 1991; 宮内 他, 2026; 今泉 他, 2018），

地震発生履歴と統計，経験則に基づいて活断層の

長期評価が実施されてきた． 

その一方，最近のおよそ 10 年間で，実際に発

生した大地震を対象にして，地下の断層の 3 次元

非平面形状を考慮した動的破壊シミュレーショ

ンの研究事例が急速に蓄積されてきた（例えば，

Ando et al., 2017; Ando and Kaneko, 2018; Ando et al., 

2024; Aochi and Fukuyama, 2002; Jia et al., 2023; 

Lozos and Harris, 2020; Oglesby et al., 2004; 

Taufiqurrahman et al., 2023; Ulrich et al., 2019; Urata 

et al., 2017）．これには，世界的な大型計算機の整

備とともに境界積分方程式法や不連続ガラーキ

ン法などを用いた非平面断層形状を比較的容易

かつ高精度，高効率に扱えるソフトウェアが普及

してきたことが大きい．また，観測の面では，合

成開口レーダ（SAR）などで取得された高空間分

 
図 1．観測データを用いた物理モデル構築とシミュレーション結果検証の標準化された枠組み． 

2024 年能登半島地震の事例を示す． Ando et al. (2025)を改変． 
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解能を持つ観測データが，地震発生後に迅速に提

供される体制が各国で整い，事前の地形・地質学

的調査によって記載された活断層地表トレース

との整合・不整合の度合いが多くの事例で定量的

に評価できるようになってきたことが重要であ

る．さらに，広範な地域で広域応力場が推定され

るようになったことで，単なる地表での幾何形体

に基づいた解釈や経験則化ではなく，物理学，破

壊力学に基づいた理解が得られるようになって

きた． 

本稿では，まず動的破壊過程での非平面 3 次元

断層形状の効果を明らかにした最近の物理シミ

ュレーション研究について，要点を整理する．さ

らに各国で進められている 3 次元断層形状モデ

ル構築を概観して，その重要性について述べる． 

２．動的破壊過程に与える 3次元非平面断層形状

の動力学的効果の理解 

実際に発生した大地震を対象とした動的破壊

シミュレーションとは，当該の地震発生前の観測

データで拘束される広域応力場と断層形状の初

期・境界条件を考慮して，順問題として破壊過程

や地表の地震時変形を求めるものである．最近で

は，モデル化と検証の手順に，一定の標準化がな

されるようになってきた（図 1）．広域応力場は，

その地域での微小地震の発震機構解を逆解析し

て求め，断層形状は地表トレースと地下構造探査，

地震活動などの結果を総合して仮定される．例え

ば，2024 年能登半島地震の事例研究（Ando et al.,

2025）では，応力場は Uchide et al.（2022）の日

本全国の応力場推定結果を用い，3 次元断層形状
を与えるために事前に図示された活断層地表ト

レース（岡村, 2019）と断層傾斜角（国土交通省,

2014;佐藤 他, 2021）が参照された（図 1）．これ

ら事前情報の整備の重要性を端的に示す例であ

ろう． 

近年の稠密，高解像度観測の発展により，順問

題であるシミュレーションの結果を地震時観測

データとの比較によって検証する精度が格段に向

上した．図 1 に示すように，SAR と近地強震動
（例えば，防災科学技術研究所，2019）の観測，

さらに断層滑り逆解析の結果を用いた検証の枠組

みが適用できるようになってきた．断層形状の非平

面性を捉えるには，従来の地表踏査に加えSAR に
よる数 10m 以下にもなる高空間分解能が不可欠で
ある．シミュレーションと観測の一体的な発展が，

従来の経験則に物理的理解を与え，地震発生物理

学の急速な進展をもたらしたと言える． 

非平面断層形状が動的破壊過程に与える顕著

な効果は，まずは断層面上の応力分布に非一様性を

与える（図 2 上）ことであり，さらに地震時滑

りによる静的・動的応力変化にも影響する．それ

らが断層に非平面性としての個性を与える．広域

応力場と断層面の方位と破壊過程を関連づける

メカニズムは，図 2（下）に示したモール・クー

ロン図を参照すれば，容易に理解できる．断層面

上の応力降下は破壊伝播を駆動し，摩擦強度とせ

ん断応力の差（強度超過）は破壊を抑制する．

このような多数の事例研究によって，地震規模

や断層連動性，さらに断層滑り量や破壊伝播速度

の時空間分布などの動的破壊過程の特徴量は，第

一には断層形状によって支配されていることが

確認されつつある．摩擦パラメタや初期応力分布

を逆問題的に詳細チューニングせずとも，実デー

タと直接的に比較可能なほどの再現性が実現さ

れた実例が注目される．今後は，モデルパラメタ

への感度や観測的パラメタ拘束も含めた不確実

性について，系統的な検証の実施が重要である． 

３．コミュニティ断層モデルの整備 

図 2．非平面断層形状と広域応力場．（上）一様

な広域応力場のもとでの断層面上の応力降下量

分布；局所的な断層走向変化により非一様分布

となる．両矢印は最大水平圧縮応力方位．2024

年能登半島地震の例．Ando et al. (2025)を改変．

（下）2 次元モール・クーロン図による主応力軸

と断層面のなす角とせん断応力と法線応力n

の関係．下向き青矢印と上向き赤矢印は，それ

ぞれ応力降下量と強度超過量．なす角と’で

は，前者の応力降下量が大きく強度超過量が小

さいため，破壊しやすく滑りやすい． 
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このような最近の進展は，従来の平面断層形状

と不均質な応力・摩擦特性からなる理解の体系の

限界を乗り越える，大きな可能性を与えるもので

ある．すなわち，断層面上の応力や摩擦を観測的

に拘束することは現状で非常に難しいのに対し

て，断層形状の推定は容易ではないものの見込み

がある．特に，プレート内の大断層は走向方向に

長いので，走向方向の幾何学的特徴を代表する断

層地表トレースのデータは実に重要である． 

3 次元非平面断層形状モデルを構築する組織

的な取り組みは，Southern California Earthquake 

Center (SCEC)によるコミュニティ断層モデル

（Community Fault Model: CFM）として南カリフ

ォルニア地域を対象に開始された（Plesch et al., 

2007）．CFM の重要な特徴は，完璧なモデルを構

築することを目的とするのではなく，ハザード予

測を含む様々な応用に必要なモデルの構築を目

的としていることである．また，コミュニティの

協力によって新たな知見を反映させるモデル更

新を前提としている．SCECの Statewide California 

Earthquake Center への改組を経て，2026 年 3 月現

在では北中部を含むカリフォルニア州全体のモ

デルを含む Version 7.0 へと発展している

（https://zenodo.org/records/13685611）． 

CFM の断層形状モデルとしての特徴は，地表

トレースから地下の断層面まで 3 次元的に整合

的に表現されていることである．構築過程の特徴

は，SCEC に参画する研究者コミュニティでのオ

ープンな検討に基づくことであり，新たな知見を

踏まえて活発に更新される．また，データの不足

により単一の断層モデルへの集約が難しい場合

は，両論併記され，Ver. 7.0 では Preferred model と

して 556 断層，Alternative model として 39 断層が

収録されている．米国における同様な 3 次元断層

形状モデルは，SCEC CFM を直接的，間接的に参

照し，より均一的でより単純化（断層傾斜角を深

さ方向に不変とするなど）された USGS National

Seismic Hazard Model（NSHM）（Petersen et al., 2024）

や UCERF3（Field et al., 2014）などがあり，確率

的地震ハザード予測（Probabilistic Seismic Hazard

Analysis；PSHA）にも使用されている．

ニュージーランド（NZ）の CFM は，NSHM

（Gerstenberger et al., 2024）に用いる目的で構築

され，Ver. 1.0 が最近公開された（Seebeck et al., 

2024）．さらに，CFM の応用事例として地震サイ
クルシミュレーションを用いた地震発生長期予

測などの野心的なもの（Howell et al., 2023; Shaw 

et al., 2022）があり，古地震に関する観測データ

に質と量ともに制約がある下で計算結果の妥当

性を検証する方法論が次なる課題となってい

る．日本においても，全国規模での 3 次元断層形状

のモデル化は進んできた．その中でも J-SHIS（防

災科学技術研究所, 2019）のモデルは，強震動励

起シナリオ構築のため，地震本部の認定した主要

活断層帯を網羅したものであるが，各断層を地表

トレースの端点を機械的に結んだ数 10km以上の

長さの矩形で近似するようなものであった．その

ため，活断層の地表トレースや断層周辺の地形・

地質構造との整合性，地下の断層形状表現に大き

な課題がある．

このような状況に対応すべく，日本国内におい

ても諸外国の CFM の考え方や構築基準に則った

モデル構築が進行している（詳細は，安藤, 2025）．

ここでは，NZ CFM で開発された CAD 技術を用

いた断層形状作成手法を採用することで，従来困

難な作業であった地表トレースと整合する非平

面な断層形状モデルの作成を，大幅に効率化する

ことができた．本稿の執筆時点で全ての主要活断

層帯を網羅する 3 次元断層形状モデルの試作版

が概ね完成した（図 3）．今後，研究コミュニティ

の公開の場において断層モデルを評価検討し，必

要な修正を行った上で，一般への公開が予定され

ている． 

図 3．日本版コミュニティ断層モデル(試作版)の

3 次元表示．赤系と青系色の面は断層，背景のグ

レースケールは地震発生層下限を表す．

４．結論 

最近の稠密・高空間分解能な観測と物理シミュ

レーションの発展により，非平面断層形状が動的

破壊過程に与える重要性が，定量的に示されるよ

うになってきた．地震発生や地震ハザードの予測

において従来の経験的手法を高度化するには，顕

著な力学的支配因子である断層形状の 3 次元モ

デルを広範に整備することが重要である．

謝辞 日本版 CFM の構築にあたっては，筆者と

吾妻崇氏が共同でワーキンググループを主導し

た．作業実務は青山都和子，前原誠也，綿貫元起，

赤井東，高橋宗重，江守真由子の学生諸君が担当

し，文部科学省による「災害の軽減に貢献するた

めの地震火山観測研究計画（第 2 次，第 3 次）」

の支援を受けた．形状モデル作成には Andrew 
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Howell 氏が開発した CFMtoolbox を使用し，3 次

元断層モデルのメッシュは Timothy McLennan 氏

の協力により CAD ソフト Leapfrog（Bentley 

Software© Bentley Systems, Incorporated）を用いて

作成した． 
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阪神・淡路大震災から学んだ地震防災研究のあり方 

愛知工業大学地域防災センター  入倉孝次郎 

1995 年兵庫県南部地震は, 阪神地域に直接死者・行方不明者約 5,500 名など 1923 年関東地震以降初

となる,大震災を生じた。この地震を契機として, 地震防災を進めるためには, 地震学, 地質・地形学, 

建築・土木工学, 都市工学などの科学技術的側面だけでなく, 人文科学・社会科学的側面の両面から

の行動計画の必要性が提起された. ここでは阪神・淡路大震災から 30 年の時点で地震防災研究の総

括のため, 地震学の 1 分野である強震動地震学を通して, 他分野との連携など地震防災研究の問題点

および今後の研究のあり方について議論する. 

１．はじめに 

1995 年兵庫県南部地震（Mw 6.9, Mj 7.3）は, 

1923 年関東地震 (Mj 7.9) 以降, 地震に関しては

比較的穏やかだった日本に, 住家全壊約 10 万 5

千棟, 直接死・行方不明約 5 千 5 百人などの大被
害をもたらした（防災白書, 2023）. このような被

害地震は, 阪神地域では「寝耳に水」のような形

で起こったものではないことは, 地震直後に明

らかになった. 神戸市は, 1972 年神戸地域におけ
る地震対策のための調査を地質学や地震学の研究

者に委託して, 1974 年にその調査報告「神戸と地
震」をまとめた. 報告には, 神戸市周辺地域は活

断層が複雑に走っており, 将来これらの断層で

大地震が起こるとして地震対策を考えなければな

らない, と記されていた。「神戸と地震」は「活断

層」という言葉が初めて記された行政の報告書と

言われている（尾池和夫談 ,   神戸新
聞,2026.03.20）. 

この報告が出された直後の 1974 年 5 月に地元
紙の神戸新聞で「神戸にも直下地震の恐れ」とい

う報道がなされたが, その後,兵庫県南部地震が起

こる 1995 年までの 21 年間一部の専門家以外に
は地元でも大きな話題にはならなかった,という.

「なぜ貴重な報告が災害軽減に活かされなか っ

たか」は, 阪神・淡路大震災を受けて, 大震災の

再来を防ぐための地震防災のあり方を検討する上

で重要な課題を突き付けた. 

 問題の１つは、活断層の存在で大地震発生の可

能性を指摘しても, それによりどのような揺れ

が引き起こされるか, 異なる揺れに対して建築・

土木構造物はどのような影響をうけるか, さら

に災害発生時の避難誘導や避難場所をどうするか

などなど、災害を軽減するための取り組みの検討

のため, いろいろな分野の研究者との連携協力に

ついて, 十分な検討がなされてなかった可能性が

指摘される. 地震学の分野に限っても活断層の存

在、地震発生、強い揺れの事前評価、さらにどう

したら災害軽減できるかなど多様な課題がある. 

本報告では, 阪神・淡路大震災から学んだ地震

防災研究のあり方として, 強震動地震学の構築

およびその成果の社会への還元としての全国地

震動予測地図（地震調査推進本部, 2020）につい

て紹介する. 

２．強震動地震学の提唱とその発展 

 地震現象は, 地質学・地形学・地球物理学等純

理学的研究として検討されると同時に、建築学・

土木工学による応用的研究など多くの分野にま

たがる学際的研究で解明されてきた. なかでも

未曾有の死傷者や前代未聞の経済的被害をもた

らす“大震災”にかかわる研究は理工学研究だけ

でなく心理学、経済学など人文・社会科学も巻き

込む総合科学的研究が必要とされる. 

最近の 3 つの大震災, 1923 年関東大震災, 1995

年阪神・淡路大震災, および 2011 年東日本大震
災は, それぞれ全く異なる特徴を示している. 関

東大震災では最も大きな被害は火災による焼死,

阪神・淡路大震災では揺れによる建物の崩壊によ

る圧死, 東日本大震災では津波による溺死であ 

った.そのため, 関東大震災の経験からは火災に

よる被害が強調され, 阪神・淡路大震災について

は強震動の被害が強調され, 東日本大震災の後

は津波による被害が強調されるなど, 個別の被

害が一面的に強調されすぎるため, “大震災”を防

ぐには, 総合科学としての取り組みが最も重要

なことが忘れられてしまうのは大きな問題であ

る. 

3 つの大震災で最も被害が大きかったのは当
時の日本の GDP の 37%の経済的被害を受けた 

“関東大震災”である（“東日本大震災”と“阪

神・淡路大震災の経済的被害はそれぞれ日本の

GDP の約 3 %と約 2 %であった. 令和 5 年版防災
白書：特集１関東大震災による被害の様相, 2023）. 

1923 年関東地震（M 7.9）は, 住家被害約 29 万棟, 

死者・行方不明者約 10 万 5 千人（内焼死約 9 割）
など広大な災害を引き起こし, 地震学および関

連科学の研究者に無力感を感じさせる出来事の１

つであった. この大震災を目の当たりにして, こ

のような災害の再来を防ぐために, 地震学の総

合的な発展が必要と考え, 東京大学に地震研究

所を設立した末広恭二博士は地震防災研究の先駆

者であった. 彼は Engineering Seismology を提唱

し, 地震による被害を防ぐには, その元であ
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る揺れを正しく計測することが不可欠と考えた. 

関東地震の起こった 1920 年代には, 震源から

遠くの観測点で揺れを記録できる地震計はすで

に開発され, 数は少ないが東京大学や地方気象

台など全国に設置されていた. しかしながら, 震

源に近い東京大学では揺れは飽和して記録が取

れなかった. 末広博士は, 地震による被害を防ぐ

には, 地震時に被害が生じた場所での揺れを正

確に測れる強震計の開発が不可欠と考え, 関係

機関に働きかけたが, 日本ではすぐには実現し

なかった. 米国の地震工学者 John R, Freeman 博
士は末広博士の Engineering Seismology の考えに
共鳴して末広博士に米国での講演を依頼した. 

1931 年秋, 末広博士は, スタンフォード大, MIT

などの大学や米国地震学会等で講演を行い , 

Engineering Seismology を進めるために強震計の
開発が必要なことを訴えた(Suehiro, 1932). 米国

では、末広博士の提言を受けて, 直ちに強震計を

開発し, 観測を始め, 1933 年のロングビーチ地震
に対して被害地での揺れの観測に成功したこと

は有名な話である. 末広博士は帰国後間もない

1932 年 4 月急逝した. 日本で強震計が開発され

たのは 1953 年になってからである. 末広博士に

より提唱された地震現象の“観測”を基本にした

地震学の構想は, 地震の関連研究者に浸透し, そ

の後の２つの大震災, 揺れによる大被害を受け

た阪神・淡路大震災や大津波による大被害の東日

本大震災の軽減に多少とも役立ったと考えられ

る. 

日本と米国の両方で地震学の発展に貢献した

Kei Aki 博士は, 地震による被害を軽減するため

には, 純粋地震学と地震工学を結び付ける地震

学を発展させる必要があるとして, 強震動地震

学を提案した（Aki, 2003）. この強震動地震学は 

“地球科学からの地震情報と地震被害を軽減す

るための工学的実践の間の有効な架け橋”である

として, 日本と米国の地震工学者, 末広恭二と

John R, Freemanによって創始された, と記してい

る. Aki 博士は震源ごく近傍で得られた地震波形
記録を用いて, 地震発生のメカニズムの研究や

地震のスケーリング則など. 強震動地震学の重

要な研究成果を残している. 

強震動地震学をさらに前進させたのは, 米国

の Iwan 博士による高密度強震動群列観測の提案
である. 彼は地震防災のために強震動群列観測

を国際的に普及する必要があるとして, 1978 年強
震動群列観測に関する国際ワークショップを

UNESCO と国際地震工学会の共催で開催した
(Iwan, 1978). このワークショップでの提案を受け

て米国ではカリフォルニア州の活断層の周辺に高

密度観測網を構築し, その後, 他の州の地震頻発

地域に観測網が徐々に広げられた. 

日本でもワークショップの議を受け, 高密度

観測網の必要性に関して日本学術会議の勧告が

出されたが, 小規模の強震計観測網が東京大学

地震研究所や建築研究所などに作られただけだ

った. 当時は地震研究や防災対策の関心は地震

予知に集まっていて「東海地震」など南海トラフ

の海溝型地震の対策の強化は進められたが, 強

震動観測のための予算化は遅れていた。強震観測

の推進とデータの収集と公開を目的として、地震

および地震工学研究者が集い, 1967年に強震観測

事業推進連絡会議が科学技術庁国立防災科学技

術センター（防災科学技術研究所の前身）に設け

られ, 1988 年に日本全国に約 1,000 点からなる高

密度強震観測網の具体的提案がなされていた。し

かしながら, この計画は, 1995 年の地震以前には

全く予算化されなかった. 

事態を一変させたのは, 1995年兵庫県南部地震

であった. この地震は阪神・淡路地域に揺れによ

る大きな被害をもたらした. 震度 7に相当する被

害の集中した「震災の帯」やその周辺では, 公的

機関による強震動データはわずか数点でしか得

られなかった. この地震の発生時に, 被災地の震

度情報の収集に時間がかかり、政府の初動対応が

遅れたなどの社会的問題が生じた. この大震災

を契機として、総合的な地震防災対策を推進する

ため, 地震調査研究推進本部が総理府に設置さ

れた（その後文部科学省に移管）. 

同本部は, 1988年の強震観測事業推進連絡会議

の提案以来、宙に浮いたままになっていた計画案

を全国強震動観測網 K-NET として整備し, さら

に, 高感度地震観測網Hi-netに併設する形で地表

と地中の 2 箇所に強震観測センサーをもつ KiK-

net も構築された. この日本の強震動観測網は世

界に冠たるもので, 現在得られるデータは国内

のみならず海外にも広く公開され、研究および実

務に供されている. 

３．阪神・淡路大震災と強震動予測研究 

1995 年兵庫県南部地震以前の強震動地震学に

関係する研究として, 地震は断層運動で引き起

こされること, 地震による揺れは, 震源となる断

層面でのすべり分布, 震源から観測点までの伝

播経路の地層構造, それに観測点直下の地盤構

造によって理論的に評価できることはすでに地

震研究者の間ではよく知られていた. さらに, 震

源を取り巻く地域で地震動の精密な観測がなさ

れれば、地震時の断層面でのすべり分布はインバ

ージョン手法により評価可能であることもよく

知られていた（例えば、Hartzell and Heaton, 1983）.

しかしながら、インバージョンのために必要不可

欠な高密度強震動観測は 1995 年以前に日本では

殆どなされてなかった. 

一方で, 超高層建物, 長大橋, 大規模オイルタ

ンク, 原発, などの重要な構造物は, 大地震によ
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る強い揺れでも決して壊れないことが要求され

ており, 国際的にも重要構造物の設計のために

は強震動予測が必要不可欠とされるようになっ

ていた. しかしながら, 日本の地震工学者の間で

は強震動の物理学的評価は当面困難という考え

が支配的で, 大地震のときに別の場所で観測さ

れた強震動の統計的な解析やランダムな波の重

ね合わせで作られる“模擬地震動”など物理モデ
ルに基づかない解析法を用いて, 設計用の強

震動が評価されていた．米国のカリフォルニア

では大地震を引き起こす活断層の存在が良く知ら

れているところがあったため, 断層近傍に強震

計を設置して, 実際に観測に成功し, 断層運動

に依る強震動の生成に関して先駆的研究が試みら

れていた.

1995 年兵庫県南部地震は上記のような時代背
景の下で生じた. 先に述べたように, この地震が

発生した時、日本における強震動の観測体制は極

めて貧弱な状態だった. しかし, 神戸・大阪とい

う大都市の近くで生じたため, 公的機関に依る

強震動観測は少なかったが, 民間による強震動

観測が少なからずなされていた. なかでも, 民間

会社や大学研究者の集まりである関西地震観測

研究協議会（関震協）は 1994 年末に大阪・神戸
地域に 10 台の速度型強震計を設置し観測を開始
していた. その中の１つ神戸大学観測点は六甲

断層系の極近傍にあり, 1995 年 1 月 17 日の地震
の強震動の測定に成功した. 実際に断層近傍で

得られた強震計記録は, これまで強震記録とし

て日本国内で出回っていたような複雑なもので

はなく, 極めて単純なパルス形状の波形であっ

た. 阪神地域では, デジタルの強震計は極めて少

なかったが、数台のアナログ強震計が設置されて

いた.これらの記録は紙ベースのものだったが,

個人的努力でデジタル化され, 強震動記録を用

いた震源インバージョン解析が日本で初めてな

され, きわめて興味ある結果が得られた.

我々はそれまでになされていた世界中の内陸

地殻内地震の震源インバージョンの結果を収集

して, 断層全体の破壊域だけでなく強震動を生

成する断層すべりの不均質性の客観的評価を試

みた. その結果, これまで知られていた断層破壊

域と地震モーメントの巨視的断層パラメータの

スケーリング則に加えて, 断層内のすべり分布

の不均質性の統計的解析で断層内にもう一つの

不均質破壊域（強震動生成域、SMGA と呼ばれる）
が発見され, 微視的断層パラメータとしてその

スケーリング則の存在が確かめられた. これら

は強震動を評価するための基礎となる情報を提

供する. すでに開発されていた断層モデルに基

づく強震動評価手法（例えば, 経験的グリーン関

数法）と震源インバージョンで得られた断層震源

のスケーリング則を結びつけ, 実用的な強震動

評価法が考案された. この実用的強震動評価法

は強震動予測レシピと名付けられた（入倉・三宅, 

2001；Irikura and Miyake, 2011）. 

強震動予測レシピは, 2 種類の不均質性（断層
全体の巨視的破壊域と強震動生成の微視的破壊

域）のスケーリング則を相補的に用いて震源モデ

ルを構築し、それによる強震動を評価するための

方法論である. 断層モデルは, 地質学的フィール

ド研究の成果を取り入れて巨視的断層パラメー

タの推定と強震動の評価のための微視的断層パ

ラメータで構築される. 予測された強震動の検

証には工学的に作られてきた距離減衰式が用い

られる.

強震動予測レシピが提案された時点では, 内

陸地殻内地震で Mw 6.8 より大きい地震は 1995

年兵庫県南部地震（Mw 6.9）のみであったが, そ

の後, 2016 年熊本地震（Mw 7.1）, さらに 2024 年
能登半島地震（Mw 7.6）など 1995 年兵庫県南部
地震をはるかに上回る大地震が発生し震源近傍

で密な強震動記録が得られた. これらの強震動

記録を用いて, レシピの改良がなされ, そのレシ

ピの方法論の有効性が確かめられてきた. レシ

ピで用いているスケーリング則については, 川

瀬・他（2025）で 1989~2024 年の地震を対象に有
効性が確かめられている.

強震動予測の方法論の信頼性を高めるには , 

日本国内のみならず海外の大地震の精度良いデ 

ータを収集し, 有効性の検証が必要である, さら

に, 国際的な評価や批判を受ける必要がある. 米

国カリフォルニアの SCEC (Statewide California 

Earthquake Center) に構築されている広帯域地震

動プラットフォームは、ユーザー自身が

Verification と Validation（手法検証と結果の妥当

性確認）が行えるシステムづくりを目指している. 

米国で開発された GP 法(Graves and Pitarka, 

2010)と日本のレシピによるシミュレーション結

果が比較検討されている. GP法は, 断層面内のす

べりの空間分布が k-2 の形状の波数スペクトルで

表されるランダム震源モデルで, 破壊速度やラ

イズタイムも一定のバラツキで与えられる. こ

れらの 2 つの方法(日本のレシピと米国の GP 法)

は, 震源モデルは一見大きく異なってみえるが,

シミュレーション結果と観測波形の適合度

(goodness of fit): ln obs/sim (自然対数)は 1σ（標準

偏差）の範囲内でよく一致している（Pitarka et al., 
2017）. この結果は，レシピで採用している特性
化震源モデルとGP法のすべりの空間分布に一定

の共通性があることを意味していると考えられる. 

今後さらなる方法論の展開で, 強震動評価に関し

て，認識論的不確実性や偶然的不確定性に対す
る信頼性の高い方法論の導入が期待される.

４．地震研究成果の社会への還元 
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 阪神・淡路大震災の経験から, 政府は「地震に

関する調査研究の成果が国民や防災を担当する

機関に十分伝達され活用される体制になってい

なかった」との反省に基づき, 地震防災対策特別

措置法を制定し, 地震調査研究を一元的にすす

めるため, 1995 年７月に地震調査研究推進本部
（地震本部）を設置した. この組織は、科学技術

的側面を支える専門家だけでなく, 調査研究の

成果を社会へ還元するための人文・社会科学的検

討の両面から, 地震防災の実現を目指している

ところに特徴がある. 

 地震本部は, まずはじめに, 基盤的観測網とし

て, 陸域の高密度かつ均質な高感度地震観測網

（Hi-net）に加えて, 強震動観測網（K-NET, KiK-

net）, 少し遅れて海底地震・津波観測網（DO-NET, 

S-net, N-net）などの整備を行った. 並行して主要

活断層帯で発生する地震や海溝型地震の長期的

な発生可能性の確率評価および震源を特定した

強震動評価, それらを統合した全国地震動予測

地図の作成等の活動を行っている. これらの活

動の科学的成果の 1 つは, 先に記したように、強

震動を評価するため, 強震動記録・遠地地震記録

を用いた震源インバージョンの結果を収集して

地震・地震動のスケーリング則を構築し, それら

の成果に基づく強震動予測レシピを用いた強震

動評価の実装があげられる（地震調査委員会 ,

2017）.

一方で、残念ながら 2011 年の東日本大震災ま
では, 阪神・淡路大震災のような被害の軽減を目

指す調査研究が中心で, 津波を想定した被害対

策の検討は遅れていた. 地震調査委員会の下に

津波評価部会が設置されたのは東日本大震災の

後の 2013 年であった. せっかく地震調査研究を

一元的にすすめるための組織をつくったはずな

のに, 津波対策が後追いになってしまっている

ことを露呈してしまった. 津波評価に関しても,

津波評価部会ができた後, 海溝型地震の長期評

価に基づき将来の津波高や発生確率を予測する

「津波レシピ（波源断層を特性化した津波の予測

手法）」を策定・公表し, 日本沿岸の地震ごとの 30

年以内の津波発生確率などの評価を行い, 防災・

減災への活用をめざしている. 

５. おわりに

末広博士の 1931 年の被害地での強震動観測の

重要性の提言, さらに Iwan博士の 1978年の地震

防災のための高密度強震動群列観測の提案によ

る地震被害地での強震動観測は, 日本では阪神

大震災を契機として設置された地震本部の基盤

的観測網の構築で 1996 年以降になってようやく

実現した. 神戸市の 1974 年の活断層調査に基づ

く先駆的な地震防災対策も地震本部の全国強震

動予測地図の形で実現しつつある. 一方で, 2016

年熊本地震（Mw 7.0）では震源となった活断層の

範囲が過小評価されていたり, 地表断層に伴う

長周期パルス生成による被害など新たな課題が

出てきたり, 2024 年能登半島地震では, 海底活断

層の調査結果が強震動評価に反映されてないな

ど、地震被害の軽減のために新たに検討すべき問

題が明らかになっている. 

2011 年東日本大震災の経験から, 津波被害の

元となる津波データの観測の不備が露呈された.

防災科学技術研究所は, 2011 年の大震災までに整
備された陸域において約 2,000点の地震観測網を

16 の火山活動の監視に加え, 海域においても地

震と津波の早期検知・情報伝達を目的として観測

網を整備・展開し, これらの観測網を合わせて

「陸海統合地震津波火山観測網（MOWLAS）」を

2017 年に運用開始した．さらに南海トラフ地震

想定震源域の観測空白域に観測網（N-net）を構築

し, 2024 年運用開始したのは極めて重要である. 

1923 年関東大震災以降の２つの大震災や最近
の内陸の被害地震（2016 年熊本地震、2024 年能
登地震）の被害の経験から, 日本における地震防

災は、被害の元となる強震動や津波を可能な限り

AI など新たな技術の活用も含めて科学的に信頼
性の高い予測を行い, 緻密な防災対策を立てる

ことが基本となっている. ただし, 予測はあくま

でも予測でその通り再現するわけではない. 

大地震発生時に、緊急地震速報および緊急津波速

報を活用した避難の実施など、複数の多様な防災

対策の検討が重要と考える。地震研究の成果を社

会に還元するには, 想定内の現象だけでなく, 想

定外の問題に対して fail-safe 的な対応の検討が必
要であろう. 
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地震動予測モデルのための強震動情報共通基盤の構築 
 

防災科学技術研究所  森川信之・岩城麻子・松本雄馬・今井隆太・藤原広行 
 

日本では豊富な強震動観測記録に基づいた多くの地震動予測モデルが提案されている．ただし，それ

らは共通のデータセットに基づいていないため，モデル間の差異が大きく同一条件での比較も困難に

なっている．そこで，共通の強震動データセットに基づいて複数の地震動予測モデルを構築し，モデ

ルの精度，特性，性能を比較する手法および指標の確立を目指すとともに，日本の強震動記録や関連

情報を最大限に活用することを可能にする強震動情報共通基盤の構築を推進する「地震動予測モデル

のための強震動情報共通基盤の構築」プロジェクトを開始した． 

 

１．はじめに 

 日本の強震観測は 70 年以上の歴史がある．特

に 1995 年兵庫県南部地震以後には，震度情報ネ

ットワークなど高密度に整備された強震観測網

によって、量・質ともに世界最大級の記録が得ら

れるようになった．これらの強震動記録は国内だ

けでなく海外でも大いに活用され，経験的に求め

られるいわゆる地震動予測式（距離減衰式）を含

む強震動予測だけでなく，震源過程や地下構造の

推定など，様々な研究の発展に貢献してきた．し

かしながら，様々な機関で取得，公開された書式

の異なるデータから各ユーザーがそれぞれ必要

とする情報を抽出することに少なからぬ労力が

割かれていたことに加え，同一の地震，観測点の

記録であってもモーメントマグニチュードや震

源距離などの指標値が異なることが生じていた．

その結果，データがほとんど得られていない断層

ごく近傍（断層最短距離 2km 以内）やマグニチ

ュード 9 クラスの超巨大地震を対象とした強震

動予想結果に大きなばらつきが生じ，地震ハザー

ド評価結果に大きな不確実さが残されている．こ

のような不確実さを低減するため，共通のデータ

セットに基づく地震動予測モデルの構築が必要

とされている（亀田ほか，2020，地震調査研究推

進本部地震調査委員会強震動評価部会，2022）． 

一方，震度情報ネットワークの機器更新と機能

強化が多くの地方公共団体において実施され，消

防庁および気象庁に波形データが伝送されるよ

うになった．これを契機として，防災科学技術研

究所では，「強震動観測データ利活用検討委員会」

を設置し，特に日本最大の観測点数を有する震度

情報ネットワークのデータ利活用促進に向けた

検討・議論を行い，「強震動情報共通基盤構築」

の提言がなされた． 

防災科学技術研究所ではその提言を受けて，

「地震動予測モデルのための強震動情報共通基

盤の構築」プロジェクトを開始した．本稿では，

その概要と，高密度な強震観測網によって飛躍的

に増大し続ける強震動観測データ活用の今後の

展望について述べる．なお，「地震動予測モデル」

は本来波形シミュレーションも含むものである

が，本稿では断りのない限り，従来の「地震動予

測式」を指すこととする． 

 

２．強震動記録数の飛躍的な増加 

 1995 年兵庫県南部地震以後に設置された強震

観測網により，観測点数，記録数が飛躍的に増大

した．国や地方公共団体などの公的な機関による

観測点は，図 1に示すように 1995年以前は約 300

点であったが，2025 年 4 月時点では約 5600 点と

30 年間で 20 倍近く増えている（気象庁，2025，

港湾空港技術研究所，2025，地震調査研究推進本

部，2025）．図 2 は，（a）Kanno et al. (2006) の地

震動予測式構築に用いられた強震動記録のうち

1995 年末までのデータ，（b）2024 年末までの K-

NET・KiK-net 強震動データ，（c）K-NET・KiK-

net データに気象庁のホームページから公開され

ている強震動波形データを追加したデータのモ

ーメントマグニチュード（Mw）と断層最短距離

に関する記録数の分布である．Kanno et al. (2006) 

のデータは一部公的機関以外も含まれるが，断層

最短距離 10km 以内は 1995 年兵庫県南部地震の

みである．K-NET・KiK-net で断層に近いデータ

が増えているが，気象庁および地方公共団体の震

度計データによってさらに増えることが分かる． 

 

 

 

 

 
 

図 1 公的機関による強震観測点分布（左：1995

年末，右：2025 年 4 月，気象庁，2025，港湾空港

技術研究所，2025，地震調査研究推進本部，2025

に基づく） 
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Kanno et al. (2006) のうち 1995 年末まで 

K-NET, KiK-net (2024 年末まで)

K-NET, KiK-net, 気象庁ホームページ公開データ

（2024 年末まで） 

図 2 強震動記録のモーメントマグニチュード

（Mw）‐断層最短距離分布の比較 

３．地震動予測モデルのための強震動情報共通基

盤の構築 

2003 年十勝沖地震は，1000 点以上の強震動記

録が得られたマグニチュード 8 クラスの初めて

の地震であった．この地震の記録を用いた地震動

予測式が，日本国内でも多く提案された（例えば，

Kanno et al., 2006，片岡ほか，2006，佐藤，2010，

内山・翠川，2006，Zhao et al., 2006）．亀田ほか

（2020），藤原ほか（2022）では，確率論的な地

震ハザード評価がこれらの式を含むロジックツ

リーでモデル化されている．これらの式は元とな

るデータセットも異なっているものの，観測記録

が比較的多くある「Mw6.0，断層最短距離 50 km，

観測点の地盤条件を表す指標の一つである表層

30 m の平均 S 波速度（AVS30）400 m/s」の条件

では倍半分以内に収まる予測値となる一方で，

Mw9.0，断層最短距離 1 kmあるいはAVS30 = 2700

m/sのようなデータが極めて少ない範囲になると

予測値のばらつきが 1 桁程度まで大きくなって

いる．亀田ほか（2020）では地震ハザード評価に

おける地震動予測モデルに関する今後の課題と

して，共通のデータセットに基づく複数のモデル

の構築が示されている．また，地震調査研究推進

本部地震調査委員会強震動評価部会（2022）でも

地震動予測モデルの精度と地震ハザード評価の

信頼性向上のため今後取り組むべき課題として，

強震観測データの拡充と観測網の継続的な維持，

共通のデータセットに基づく複数モデルの活用，

地盤構造情報などの観測点情報の充実，が挙げら

れている．

 一方，防災科学技術研究所に設置した「強震動

観測データ利活用検討委員会」は，国内の最大の

観測点数を有する震度情報ネットワークをはじ

めとした強震動観測データの利活用促進のため，

強震観測網に係わる関係機関が連携し，観測の維

持とデータの将来にわたる適切な保存を促す「強

震動情報共通基盤構想」が提言された．提言では，

事前の地震防災・減災対策と準リアルタイム地震

防災に資するデータの利活用が想定されている

（図 3）． 

図 3 強震動情報共通基盤構想 

以上の背景のもと，この強震動情報共通基盤構

想の一部として，「地震動予測モデルのための強

震動情報共通基盤の構築」プロジェクトを 2025

年度より開始した．当プロジェクトは，3 年間で

共通のデータセットに基づく複数の地震動予測

モデルの開発，地震動予測モデル間の比較のため

の手法や指標の開発，複数の地震動予測モデルを
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活用した地震ハザード評価事例の提示を行う．具

体的には，以下の 3 つのサブテーマを実施する． 

① 地震動予測モデルの構築と分析 

 強震動指標値，Mw 等の震源パラメータ，観測

点直下の地盤情報等を共通のフィルターやオフ

セット処理により算出し，紐づけした「フラット

ファイル」を用いて，複数の研究グループでそれ

ぞれ地震動予測モデルを構築する．研究コミュニ

ティから公募した有識者から成るワーキンググ

ループを組織し，地震動予測モデルの仕様とそれ

に必要となるフラットファイルに含める指標値

や構築されたモデル間の比較方法について検討

を進めている． 

 構築する地震動予測モデルは，「全国を対象と

した面的な地震ハザード評価に用いるためのモ

デル」および「地震ハザード評価に関する課題解

決に向けた新たなモデル」の二種類を提示して作

成者を研究コミュニティから公募した．後者につ

いては，特定の地域や地点に特化したモデルも対

象としている． 

② 強震動データベースシステムの構築 

 国内の多様な機関・事業者等によって得られて

いる強震観測記録を将来にわたって継続的に管

理し利活用することが可能な強震動情報共通基

盤構想の実現を目指し，本プロジェクトでは，地

震動予測モデルの開発をはじめとする地震ハザ

ード評価の高度化に必要な情報と機能を持つデ

ータベースシステムおよび利活用システムを開

発する．データベースシステムでは，公開されて

いる強震観測データの地震動指標や地震計・観測

点・震源情報などのメタデータの一元化とデータ

処理の標準化の機能を開発する．利活用システム

では，データ検索・抽出・可視化機能等のユーザ

ーインターフェースを備えた機能を整備する．デ

ータ提供機関やユーザーの拡大に伴い，多様なニ

ーズを踏まえた機能を拡充することを目指して

いる． 

③ 観測点情報の整備 

地震動予測モデルにおいて，観測点固有の地盤

震動特性の把握は不可欠である．地盤に関する直

接的な測定情報であるボーリングや PS 検層デー

タ，観測された強震動記録や微動記録の分析結果，

さらには公開されている面的地質情報・地下構造

モデル等（例えば，産総研地質調査総合センター，

2025，防災科学技術研究所，2019），揺れやすさ

や周期特性と関連する情報を収集・整理し，地震

動予測モデルの開発と高精度化に活かす．このよ

うな地盤震動特性に関わる情報を，観測点に関す

る基本情報と合わせて強震動情報共通基盤の一

部として整備し活用することは，地震ハザード評

価における不確実さの低減に資するだけでなく，

将来にわたり強震観測記録と関連情報を保管し

活用することにもつながると考えられる． 

 

４．結論 

 高密度な観測網による強震観測がはじまって

約 30 年が経過するが，甚大な地震被害が生じる

断層ごく近傍やマグニチュード 8 クラス以上の

巨大地震の観測記録は依然として少ない．今後発

生する地震において，記録を確実に取れる状況を

継続することが必要であり，そのためには，少な

くとも現状の観測点密度が維持されることが望

まれる．本プロジェクトは産学官の連携のもと，

研究コミュニティからワーキンググループメン

バーやモデル作成者を募り，共通のデータセット

を用いた国内初の取り組みである．複数のアプロ

ーチによる地震動予測モデルの構築と活用によ

り地震ハザード評価，強震動予測の不確実さ低減

と信頼性向上を目指している．この取り組みを拡

張し，強震観測とそのデータ利活用に関わる様々

なステークホルダーと広く連携・共創することに

より，強震観測の始まりから半世紀以上にわたり

蓄積されてきた日本の豊富な強震動観測記録を

将来にわたって適切に保持・活用可能な仕組みの

構築のきっかけとなるとともに，強震観測網の維

持・管理，機器更新の支援となることを期待する．

また，現時点では地震動強さ指標の予測モデルを

対象とするが，波形シミュレーションによる予測

への拡張にもつなげる． 
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兵庫県南部地震から我々は何を学び，何を学んでいないのか 

（一財）日本建築総合試験所  川瀬 博 

1995 年兵庫県南部地震が我々に与えた影響，特に強震動地震学・地震工学・耐震工学の進展に与えた

影響は非常に大きい．ここではその中でも特に「震災の帯」の生成に直結した３つのポイントについ

て，研究成果として得られている客観的事実と，その特定分野の専門家ではない研究者や実務者に受

け取られている普遍的な（しかし正しくない）認識とのギャップについて考察する．このギャップが

意味していることは，我々はどのような事実も過去から積み重ねられた経験という名のフィルターを

通してしか認識できない，という現実である．これは今後の防災を考える上で大きな課題と言える． 

１．はじめに 

 1995 年兵庫県南部地震は，神戸市内から芦屋

市・西宮市・宝塚市に掛けて，六甲断層系の盆地

境界から 1km ほど海寄りに離れた場所に幅

1~2km，長さ 20km 以上の震度 7 の領域，いわゆ

る「震災の帯」を生成させ，多くの構造物被害・

人的被害を生じせしめた．淡路島側でも野島断層

沿いの狭い領域で震度 7 が生じたが，幸いにして

被害の質・量とも神戸側の比ではなかった． 

この「震災の帯」の生成メカニズムには重要な

３つの物理的プロセスが寄与していることを震

災後の比較的早い段階で我々は明らかにしてき

た（例えば Kawase, 1996; 林・川瀬, 1996; 川瀬, 

1998; 川瀬, 2000; 松島・川瀬, 2000）．しかし今般，

震災の発生から 30 年という節目を迎えたことを

契機として開催された多くのシンポジウムや記

念出版・特集号などにおける総括的な論文や報告

において，兵庫県南部地震が我々に教訓として残

してくれた最も重要なこの「震災の帯」の生成メ

カニズムに関する知見について，的確かつ過不足

なくレビューされた講演や記事が一つもなかっ

たことに著者は大きな衝撃を受けた．これまでの

調査・研究で「震災の帯」の生成原因として指摘

されている３つの物理的プロセスについては，広

く認知・共有されている知見もあれば，必ずしも

広く認知されていない，あるいは誤って認知され

てしまっている知見もあると感じている．本報告

ではその「震災の帯」の生成原因について得られ

ている知見とそれが拡散する過程で歪んでしま

った，あるいは欠落してしまった重要なポイント

について著者の見解を提示したい．

２．震源の影響：アスペリティ・パルス 

 兵庫県南部地震から我々が学んだ最も重要な

震源破壊過程に関する知見は，その起震断層面上

の滑り量の空間分布はある共通の特性を有する

不均質性に支配されており，その不均質性によっ

て震源域の強震動特性は決定されているという

ことである．この地震時の滑り量が大きかった領

域はアスペリティと呼ばれ，そこから発生した地

震波が破壊の進行方向においては短時間に重な

り合って一つのパルスに成長する「フォワード破

壊ディレクティビティ」によって震源域の強震動

の主要部が形成されることは，今では広く受け入

れられている．このアスペリティとディレクティ

ビティによって生成される地動速度はパルス状

の波形になるので，これを「ディレクティビティ・

パルス」と呼ぶ研究者もいるが，そのパルスの特

性は後述のようにアスペリティの性質によって

コントロールされているので，「アスペリティ・

パルス」と称すべきだと著者は考えている．

それはさておき，兵庫県南部地震に対する震源

破壊過程の波形インバージョンあるいはフォワ

ード・モデリングは複数の研究者グループによっ

て行われているが，ここではそのレビューはそれ

を専門とされている方に期待し控えたい．重要な

ポイントは主要なアスペリティ（あるいはその総

和）のサイズは断層全体のサイズと高い相関を有

していることで，具体的にはその総面積は内陸地

殻内地震の場合全体の 22%を占めることが

Somerville et al. (1999)によって明らかにされ，そ

の後の多くの研究でもそれは支持されている（例

えば Miyakoshi et al. 2019; 長嶋・ほか, 2021）．そ

して，兵庫県南部地震以降の日本の内陸地殻内地

震の震源インバージョンの結果を整理して，入倉

孝次郎京大名誉教授とそのチームは，強震動予測

手法を「レシピ」として取りまとめ（入倉・三宅, 

2001; 入倉, 2004; Irikura and Miyake, 2011），その

レシピは地震調査研究推進本部の強震動予測手

法（「レシピ」）としてシナリオ型強震動予測地図

の作成における詳細法（ハイブリッド合成法）の

計算スキームの根幹に採用されたのであるが（地

震調査研究推進本部, 2001），現在のレシピはその

後の Murotani et al. (2015)の長大断層における平

均滑り量の頭打ちを考慮した 3 ステージ・モデル

に改良されている（地震調査研究推進本部, 2020）．

なお，この地震調査研究推進本部の「レシピ」で

は，断層面積 S からスタートする方法と断層長さ

L からスタートする方法が併記されているが，後

者については 1 ステージ・モデルとなっており，

両者に不整合が生じていた．その点を改良するた

め，最近の断層情報に基づいて後者も前者と整合

性が保たれるように 3 ステージ化したスケーリ

ング則も提案されている（川瀬・ほか, 2025）．
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ここで特筆すべき点は，これらのレシピにおい

ては未だ発生していない地震の強震動予測に向

けて，アスペリティを複数の矩形の強震動生成領

域 SMGA に集約した「特性化震源モデル」を用

いていることである．実際には極めて複雑な震源

破壊過程を第一次近似として矩形の SMGA に特

性化した意図は，本章の前段で述べた断層近傍で

の構造物被害に直結する「アスペリティ・パルス」

の再現にあった．この点が，同じように震源の複

雑な破壊過程を表現するのに，広域において統計

的な意味で妥当と思われる（バイアスがゼロで変

動幅が小さい）強震動を生成できるように，ラン

ダムな滑り量空間変動モデルで表現してそれで

良しとしている米国のスキーム（例えば Graves 

and Pitarka, 2010）とは対極をなしている． 

この特性化震源モデルを基礎とした強震動予

測レシピについては，少なくとも国内では広く認

知されており，例えば建築学会でもレシピ活用を

前提とした設計用入力地震動作成の指針案が出

版され実用に供されている（地盤震動小委員会, 

2009）．しかしながら特性化震源モデルの SMGA

と震源域のアスペリティ・パルスとの関係におい

て，十分に理解されているとは言い難い点が一つ

残されているので指摘しておきたい． 

それは SMGA が震源直上に大きな振幅のアス

ペリティ・パルスを生成するためには，そのアス

ペリティ(SMGA)内の滑り速度が十分に高速であ

る必要があるということである．このことを明ら

かにしたのは SMGA 内の滑り速度関数をフォワ

ード・モデリングで同定した松島・川瀬(2000)が，

著者の知る限り，兵庫県南部地震については最初

の検討結果だと思われる．もちろん「レシピ」に

おいては動的破壊シミュレーションの結果を参

照した中村・宮武(2000)の滑り速度関数を SMGA

内では適用することが提案されており，それを用

いている限り，予測時には問題はないのであるが，

アスペリティ(SMGA)の抽出が Somerville et al. 

(1999)のクライテリアでは最終滑り量に依拠し

ているために，滑り量の大きな領域があれば直ち

にそれは震源直上のアスペリティ・パルスに寄与

するものとする表面的解釈が一部の研究者でな

されているのには問題がある． 

例えば図１に示したのは，モデルとして応力降

下量にランダムな揺らぎとアスペリティに対応

する正方形の高応力降下量領域(HSDA)を置いた

長さ 25kmの長方形鉛直横ずれ断層の応力降下量

分布（★は破壊開始点）と，それを用いて動的破

壊シミュレーション解析(Kawase et al., 2021)によ

って求められた最終滑り量分布であるが，滑り量

分布で見ると確かに HSDA に対応した場所でア

スペリティが形成されているように見えるもの

の，得られた滑り量と滑り速度関数のピーク値を，

破壊開始点深さ(8km)の走向方向の直線上で比較

すると，図２に示したように，滑り量分布に比べ

て滑り速度分布の方が HSDA の範囲に近く，滑

り量はそれに比べてずっと緩やかに変化する（染

み出しが大きい）ことがわかる．これは，我々が

これまで SMGA として抽出してきた短周期生成

領域は，実は HSDA あるいは高速滑り域(HSVA)

であった可能性を示唆している．それを明らかに

するためには，これまで運動学的モデルによって

震源過程インバージョンを地震発生の都度実施

し，長年に渡ってその成果を蓄積してきた内陸地

殻内地震の震源破壊過程を，動的破壊モデルによ

って HSVA として抽出し直す必要がある． 

いずれにしても，拘束圧（直応力）が小さいこ

とから大きな応力降下量を取り得ない深さ 2～

3km 以浅の断層浅部領域にまで HSDA の上端が

食い込むことは物理的に考え難く，浅部に大きな

最終滑り量が生じたとしても，それは図１に示さ

れているように，その直下の HSDA 内の破壊に

よって受動的に生じたものであり，その滑り速度

関数は滑らかで HSVA になるとは想定し難い． 

 

図１ Kawase et al. (2021)のパラメトリック解析で例示された HSDA の上端深さが 8km で 2 個の

HSDA 間距離が 3.4km の場合の仮定した応力降下量分布（左）と計算された最終滑り量分布（右） 
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３．深い盆地構造の影響：エッジ効果 

前章で見てきたように，断層面上の SMGA 内

の高速滑りによって生じたアスペリティ・パルス

が断層直上の地表面に達したとして，そのままで

は兵庫県南部地震の神戸側において「震災の帯」

は生じ得なかった．これはなぜそう断言できるか

というと，観測記録から「震災の帯」では地動速

度 PGV で 100cm/s 以上，地動加速度 PGA で

800cm/s2 以上の揺れが必要だったと考えられる

のに，神戸大学の六甲断層付近のトンネル内の記

録ではそれぞれ 50cm/s・300cm/s2しかなかったか

らである．しかし，神戸大学の記録は地震基盤で

の記録ではないので，川瀬・林(1996)は，神戸海

洋気象台の記録から 2 次元盆地構造の大阪盆地

端部のモデルを作成して地震基盤波（入射波）を

求めるという，いわゆる剥ぎ取り解析を行って，

地震基盤波を求めたが，そのレベルもこの神戸大

学の記録と同程度であることを示した． 

ではなぜその入射波振幅が大被害を生じさせ

るには到底届かない小さなレベルに過ぎなかっ

たのに，それが神戸市西部から芦屋・西宮・宝塚

に至るまで長さ 20km 以上の帯状の「震災の帯」

が形成されたのか？それは既に冒頭に記した３

つの物理プロセスのうちの一つである，盆地端部

における「エッジ効果」に起因しているというの

が答なのであるが（Kawase, 1996; 林・川瀬, 1996; 

川瀬, 1998, 川瀬, 2000, 松島・川瀬, 2000），エッ

ジ効果が「震災の帯」の原因であると推察したの

は我々の研究チームだけではなく，平行して複数

の研究チームが同じ結論に達したのであり，その

意味ではエッジ効果原因説は広く受け入れられ

ていると言える．ただ，そのエッジ効果によって，

盆地端部から 1km ほど離れた地点で最大の速度

振幅となるという大振幅速度パルスの生成メカ

ニズムに対しては，盆地内をゆっくりと伝播して

くる直達 S 波と，盆地端部の上端に先に達した岩

盤側の S 波が盆地内に射出されて生じる盆地生

成回折波＋表面波が増幅的干渉を起こすことに

よることを，早い段階で定量的に明らかにしたの

は川瀬・ほか(1998)である． 

強震動予測の観点で見たとき，この盆地のエッ

ジ効果において重要な点は，深部地下構造を如何

に精度よく把握するかということである．この点

についても兵庫県南部地震以降のこの 30 年間の

我が国における研究の進展とデータの蓄積には

目を見張るものがある．その発展の経過について

は，再び地震調査研究推進本部の活動を例として

示しておきたいが，地震調査研究推進本部では，

深部地下構造モデルを防災科学技術研究所のサ

イトで J-SHIS V1 として 2010 年に公開し，平行

して 2012 年には全国一次地下構造モデル（暫定

版）を地震本部のサイトで公開した．その後何度

か改訂がなされ J-SHIS モデルの最新版は V4 

(2021)で，東海地域と関東地域では深部・浅部統

合地盤モデルとなっている．作成方法の詳細は地

震調査研究推進本部(2017)を参照されたい． 

このように，地震基盤から上の深部地盤の重要

性についてはよく認知されていると言ってよい

と思われるが，問題が２つ残されている．一つは

実地盤で硬質岩盤が露頭していれば地表面に地

震基盤が存在していると安易に考える研究者が

後を絶たないことである．仲野・ほか(2019)が一

般化スペクトル分離解析(GIT)で日本の K-NET・

KiK-net・JMA 震度計ネットワーク・JMA87 型強

震計・CEORKA ネットワークの強震観測データ

から，S 波速度 Vsで 3 km/s 以上の地震基盤を基

準として求めた水平動サイト特性で，0.3Hz～

15Hz の周波数帯域においてフラットで，かつ増

幅率が 1 に近い観測点は一つもない．どんなに硬

い岩盤が露頭していようとも，必ず存在する浅部

風化層の影響を剥ぎ取らない限り，地震基盤相当

のスペクトルは得られない．図３には GIT の分

離対象としたサイトのうち表層 30m の平均 S 波

速度 Vs30が 1 km/s以上となる 35地点中 26地点

の水平動サイト特性とその幾何平均（赤線）を示

したが，1 Hz 以上の広い周波数帯域で平均的に 2

倍近い増幅があることを示している．この増幅を

含むある地点のスペクトルを地震基盤上だと見

なして-2 の理論震源スペクトルを当てはめると

応力降下量の見積が 3 倍以上過大となる．なお，

我が国の KiK-net 観測点中で最大の Vs30 は 1.9 

km/s で，3.0 km/s に達する地点はない． 

図２ 図１の解析結果から求められた深さ 8km の水平方向直線上で見た最終滑り量分布（左）と滑

り速度関数のピーク値分布（右）．矢印は設定した高応力降下量領域 HSDA の範囲． 
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もう一つは浅部地盤と深部地盤を分離して評

価できると安易に考える研究者が後を絶たない

ことである．つまり，長周期（低振動数）域のサ

イト増幅特性の評価には地震基盤までの深部の

速度構造が影響を与えるが，短周期（高振動数）

域のサイト増幅特性は浅部の速度構造だけ把握

されていればよく，深部の速度構造とは切り離し

て評価できるという根拠なき思い込みである．図

４に示したのは Kawase et al. (2018)がMYG006地

点の水平上下比 EHVR による拡散波動場理論に

よる速度構造インバージョン結果(Nagashima et 

al., 2017)を基準に，その地震基盤から上の 14 層

の速度構造に対して下層部から順に 2 層ずつ取

り除いていった時の理論 EHVR を比較したもの

であるが，観測をよく再現していた同定速度構造

から浅部の構造だけを抽出していくに従って，低

振動数域のピークが消失するだけではなく，高振

動数域の周波数特性も変化してしまうことを示

している． 

実は地震波（この場合は専ら S 波）は，周波数

の如何にかかわらず，地震基盤から上の堆積盆地

構造全体を行ったり来たりする（重複反射する）

結果として，観測されているサイト特性のピーク

振動数が生じるものなのであって，浅部と深部を

人間の都合で分離して取り扱えるものではない．

もちろん，浅部が非常に軟弱でその直下に相当硬

い工学的基盤が存在し，その工学的基盤の下には

厚い堆積岩層が存在するというような，極めて特

殊な速度構造を考えれば，第一次近似として分離

が可能な盆地構造も存在し得るだろう．しかし通

常の工学的基盤は Vs で 350m/s から 400m/s の洪

積層であり，その層から地震基盤までの層構造も

漸次速度が増大するような構造をしている場合

がほとんどであり，地震基盤から上の全層を総体

として取り扱う以外に適切なサイト特性の評価

方法は，残念ながら，ないのである． 

 

４．構造物の非線形応答特性：力とエネルギー 

ここからは構造物被害と強震動特性との関係

になる．震源でアスペリティ・パルスが生成され，

それが盆地端部のエッジ効果で増幅されて盆地

端部に沿って大振幅速度パルスの帯状の分布が

生じたという客観的事実が理解されたとしよう．

ではなぜその速度パルスがあれほど甚大な構造

物被害をもたらしたのか？それについては複数

の答があり得る．初期の段階では林・川瀬(1996)

の降伏耐力をアプリオリに仮定した一自由度系

の非線形応答解析の結果もその答の一つであっ

た． 

その後，著者らのグループは松島・川瀬(2000)

の三次元有限差分法による理論的な速度波形の

面的再現解を用いて，神戸市灘・東灘区の観測被

害率（大破・倒壊率）が再現できるように，構造

種別・階数・建設年代ごとの降伏耐力モデルを構

築した（長戸・川瀬, 2001; 2002a; 2002b）．これら

鉄筋コンクリート造・鉄骨造・木造用の被害予測

モデルにおいては，その非線形特性はそれぞれの

当時建築学会において確立された構成則に基づ

いてモデル化しているが，降伏点を超えた後の挙

動においては，非線形解析の数値不安定化（発散）

図３ GITで求めた KiK-netサイト 26地点の

地震基盤に対するサイト増幅率（薄青線）と

その幾何平均値（赤線）．オレンジは K-NET

サイト 9 地点の幾何平均値． 

図４ MYG006 における観測 EHVR(破線)と

それをターゲットに Nagashima et al. (2017)が

同定した 14 層構造の理論 EHVR(赤)，および

その層数を下部から 2 層ずつ減らした浅部限

定モデルの理論 EHVR． 
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を避けるため，剛性は降伏時点の剛性の 1/100 を

保持し続けるものとし，耐力低下は考慮しないモ

デルとしていた．それでも十分に被害が再現でき

ると判断した理由は，被害率を再現できるように，

降伏耐力の対数正規分布の平均値をチューニン

グしたからである．従って得られた降伏耐力の平

均値はモデル依存であり，過小評価されている． 

このように，被害率再現用の非線形応答解析モ

デルは現実の建物の大変形挙動に比べてはるか

に粘り強いモデルとしたにもかかわらず，計算波

形を入力すると，特に兵庫県南部地震では振幅レ

ベルの大きかった断層直交方向において，到来し

た大振幅速度パルスによって一旦変形が限界を

超えると．いわゆる進行性破壊（塑性流動）を引

き起こし，一方向に変形が生じ続ける現象が多く

の計算例で観察された．もしも自重の効果，いわ

ゆる P-効果を考慮すれば，変形の増大に伴って

自重によって変形が促進され耐力は急激に低下

するので，この片押しの被害性状はより先鋭化し

たはずである． 

このことは，大変形を余儀なくされた非線形状

態では，構造物は繰り返し揺らされるわけではな

いので共振現象も起きず，大振幅速度パルスの振

動数（あるいは繰り返しの周期）は最早意味を持

たず，一方向に押されてその変形が限界を超える

か超えないかで，最終的に生き延びられるか壊れ

てしまうかが決まったことを意味している．我々

はこの多数の非線形モデルの応答解析結果に基

づいて，大振幅速度パルスの周期が一般建築構造

物の大変形応答に対して重要であるとすれば，構

造物の応答特性が非線形化によって長周期化し

たためではないと考えている（もちろん入力レベ

ルが危険域の境界値付近の場合には非線形化し

た状態で繰り返し振動することも有り得るがそ

れは一般的な事例ではない）．ちなみに中低層の

鉄筋コンクリート構造物ではその弾性時の固有

周期は 0.25 秒～0.8 秒，低層鉄骨造では 0.5 秒前

後，木造では 0.1 秒～0.2 秒である． 

ではなぜ神戸市内の震災の帯の中に生じた大

振幅速度パルスであれほどの大被害が生じたの

であろうか？それを理解するために作ったのが

最大加速度―等価卓越振動数ダイアグラムであ

る（川瀬, 1998）．図５に示したものがそれで，縦

軸は観測波形の PGA，横軸はその等価卓越振動

数で PGA を PGV で割って等価卓越円振動数に

してさらに 2で割って等価卓越振動数(Hz)にし

たものである．入射波の最大値が同じサイン波で

生じているとすればその卓越振動数に相当する．

等 PGV 線は右上がりの斜めのラインになる．こ

の図では震度 7 相当の大被害が生じる閾値を，

1995 年兵庫県南部地震の観測地動最大値と「震

災の帯」の被害を参照し，PGA で 800 cm/s2(Gal)，

PGV で 100 cm/s として二本の線を引いている．

そのラインより上の赤い領域が危険な領域とい

うことである．もしもそれだけなら大被害を発生

させる大振幅速度パルスの周波数帯域に制限は

付かない．しかしここで PGA と PGV の物理的上

限を考える．例えば図５で等価卓越振動数が 10 

Hz の時 PGV が 100 cm/s になるためには PGA は

6,280 cm/s2(Gal)が必要である．逆に 0.1 Hz の時

PGA が 800 cm/s2(Gal)になるためには PGV は

1,274 cm/s 必要となる．そんな現象は到底起こり

そうにない．地動の物理的最大値を決めることは

容易ではないが，それをこの図を作成した 2000

年時点での既往最大値で置換すると，PGA で

2000 cm/s2(Gal)，PGV で 250 cm/sとなる．つまり

それよりも下側の緑でハッチした領域しか実際

には実現しないということである． 

結局のところ，その 4 本の直線に囲まれた平行

四辺形の領域（赤矢印）が構造物にとって危険な

周波数帯域ということであり，それは（切りよく

丸めて）0.5Hz～2Hz の周波数帯域であることが

この図からわかる．これを周期帯域に直すと 0.5

秒～2 秒の周期帯となり，我々はこれを「やや短

周期域」と名付けた．残念ながら 1998 年にこの

説を提示して以降これまで 30 年弱に亘ってそれ

を言い続けてきたが，この「やや短周期パルス」

という，一般構造物に取って最も危険な地動の特

徴を的確に表現した用語は何故か未だに定着せ

ず，「パルス性地震動」という正体不明な用語が

図５ 加速度－等価卓越振動数ダイアグラ

ム．横軸は等価卓越振動数(Hz)で縦軸は地動

最大加速度 PGA，斜めの線は等速度線で，そ

れぞれ下側の線は震度 7 相当の大被害が出る

閾値(神戸の実測から 800 Gal と 100 cm/s)，上

側の線は物理的な上限値（既往最大から 2000 

Gal と 250 cm/s）．シンボルは 1995 年兵庫県

南部地震・1999 年台湾集集地震・2000 年鳥取

県西部地震の観測値． 
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定着しかかっているのは誠に嘆かわしい． 

ここで，構造物を大破・倒壊に至らせしめるの

に，PGA だけではなく PGV も大きな値である必要
があるのは，PGA は構造物に発生するせん断力を
生み出すので，少なくとも構造物を降伏させるに足

るだけの大きい値である必要があるが，PGVは降

伏後に変位だけが増大する塑性流動状態になった

際に大変形を生じさせるに足るだけの大きなエネ

ルギーを持っている必要があるからである．ただ

し，これはあくまで構造物がある程度の変形に耐

えられる「靭性」が与えられている場合に限った話

で，わずかな変形しか許容できない構造物，例えば

無筋の煉瓦造などの「脆性」構造物では，降伏耐力

に達した後の許容変形量がほとんどないの

で，PGA だけで大破・倒壊が決まる． 

ここで構造物被害について，まだ広く一般に理解

されているとは言い難い，重要なしかし当然の論理

的帰結である知見について指摘しておきたい．上

述のように，構造物の大被害とは，つまるところ

大きな水平変形が生じることによって柱が自重を

保持することができなくなって大破・倒壊に至る現

象である．故に倒壊した建物の倒壊後の状態を見れ

ば，必ず柱は土台から抜け，あるいは柱が座屈・折

損し，基礎は杭から抜け出ているのである．そうし

た状況は大変形の結果として生じたものであっ

て，それらが P-∆効果を招いた水平大変形の生成原
因だったわけではない．構造物が倒壊したら，柱や

杭は抜け出たり，座屈したり，折損したりせざるを

得ないのであって，つまりそれは倒壊の結果であっ

て，決して原因ではない．従って柱や杭が抜け出

たりしないように補強するのは，しないよりもま

しだとは言えるが，倒壊防止策としては全く意味

をなしていない．倒壊に至ってしまえばどんなに補

強したとしても，柱や杭は抜け出たり，座屈した

り，折損したりせざるを得ないからである．「アス

ペリティ(SMGA)」と「盆地エッジ効果」で PGA も 

PGV も大きくなった「やや短周期パルス」に抵抗し
て構造物の大破・倒壊を防止するには，水平方向の

変形性能とエネルギー吸収能力を増大させる，つま

りは粘り強い構造体にするほかはない．

５．おわりに 

 1995 年兵庫県南部地震によって「震災の帯」が出
現し，それに大きな衝撃を受けて以来 30 年が過
ぎ，改めて我々が広く正しく認識していると思われ

る「学んだ」ポイントと，必ずしもあまねく正しく

把握されているとは言い難い「まだ学んでいない」

と思われるポイントについて，著者の見解を述べ

た．後者についてはいずれのポイントも，つまると

ころ我々は事実を事実としてありのままに受け入

れることはできず，過去から積み重ねられた各人固

有の経験という名のフィルターを

通してしかそれを認識できない，という現実を明

らかにしている．しかしそのルールは当然，著者

の見解にも当てはまる．つまり上述の「まだ学ん

でいない」とされたポイントもまた著者の独断と

偏見に基づいた一見解に過ぎない．さはさりなが

ら，これもひとえに，あの 6,343 人の尊い犠牲が
教えてくれている教訓を，二度と同じ被害を出さ

ないために一つ残らず学んでおきたい，学んでも

らいたいという一心で著者とそのグループが積

み上げてきたものである．この一文が読者にとっ

て災害防止に役立つ何らかのヒントになれば幸

いである． 
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関西地震観測研究協議会の設立と 1995 年兵庫県南部地震 

鳥取大学工学部  香川敬生 

京都大学名誉教授 岩田知孝 

1991 年 12 月に設立された関西地震観測研究協議会は，1994 年 4 月から阪神地域において強震観測を

開始した．リモートで記録を収集して情報発信するシステムを整えていたが，1995 年 1 月 17 日発生

の兵庫県南部地震では電話回線の輻輳が起きたため現地に赴いての記録回収を行ったことや，振り切

れ記録への対応などの紆余曲折を経て，1995 年 2 月上旬には強震観測記録を公開することができた．

本論では，これらの観測点の選定・設置，データ収集システムの構築と地震時の状況について，筆者

らによる当時の体験を交えて紹介する． 

１．はじめに 

 近畿圏を対象に地震防災に資することを目的

として独自の強震観測をおこなうため，産学官協

働で設立された関西地震観測研究協議会（以後，

「関震協」と略記）は，1995 年兵庫県南部地震

（MJ7.3，MW6.9）において震源断層極近傍をはじ

めとする貴重な強震記録を得ることができた．そ

の波形記録は，強震動生成の理解や土木・建築構

造物の被災要因の検討に広く活用された．また，

人口集中域を含む高密度な強震観測の必要性が

認識されたことが，気象庁強震観測点の増強，(国

研)防災科学技術研究所による強震観測網の整備

や（当時の）市町村に１点の自治体震度計の配備

に繋がったと考えている． 

 本論では，関震協の設立時に現場担当者として

観測網およびデータ回収システムの構築に関わ

った者として，1995 年兵庫県南部地震前後の体

験を執筆することで，当時の状況をアーカイブと

して遺しておきたいと思う． 

２．大阪平野における関震協以前の強震観測 

 大阪平野の強震観測は，大阪市中央区道修町の

日本板硝子旧本社ビルに設置された SMAC-B 型

強震計に始まり，1963 年 3 月 27 日に発生した福

井県沖の地震（ＭJ6.9）による最大加速度（PGA） 

25.0cm/s2の 15 秒間（50Hz サンプリング）の記録

が大阪での建築耐震設計に活用された．その後，

大阪工業大学の鳥海勲教授（当時）を中心に８点

での加速度観測が 1970 年代から行われ（通称「鳥

海ネット」），20Hz サンプリングのデータが公開

された．残念ながら大部分は NS 方向一成分のみ

であったが，主要動（S 波）の到達後 20 秒ほど

に振幅の大きいやや長周期の波群が見られ，大阪

の「あとゆれ」として研究者に注目された．この

「あとゆれ」は平野端部の山地境界で励起された

盆地生成表面波と考えられ，大阪の地下構造を把

握するための調査が 1980 年代後半から精力的に

実施され，筆者らはその渦中に研究者としてのキ

ャリアを始めることとなった． 

当時の阪神地域は地震活動が低く，都市におけ

る人間活動に起因する振動ノイズの影響が大き

くトリガレベルを下げられない加速度計による

「鳥海ネット」の観測には限界があり，近い将来

この地域で被害地震が発生した際に，それを分析

する強震記録が得られない懸念もあり，新たな観

測網の構築が求められていた.  

３．関震協の設立と強震観測体制の整備 

そのような中，京都大学工学部の土岐憲三教授

（当時）と(財)大阪土質試験所（現(一財)GRI 財
団）の岩崎好規所長（当時）の発案で，有志企業

の出資による協議会方式で強震観測をおこなう

組織の立ち上げが企画された．発案者らの尽力に

より，会員 14 組織，賛助会員 13 組織に大学研究

者らを加えた体制で，1991 年 12 月から関西地震

観測研究協議会を発足して活動を始めることが

できた． 

地震観測網の設置計画は京都大学防災研究所

の入倉孝次郎教授（当時）を代表とする分科会に

託された．必ずしも地震活動が活発ではない当時

の阪神地域で記録を蓄積することを念頭に，大阪

平野に特有の長周期地震動を小振幅でも捉える

ことができ，交通振動などの短周期ノイズに影響

されずにトリガレベルを下げることができる速

度型強震計を採用すること，プレトリガでデジタ

ル記録し，電話回線によるデータ収集が可能であ

ることを前提に，(株)東京測振の強震計 VSE-11， 

12 と記録計 CV-901 を採用した．

観測点の大まかな構想は，六甲山系から生駒山系

に向けて直線上に観測点を配置して「あとゆれ」

の生成と伝播を捉えることができるよう，予算的

に可能な範囲の点数を設定することとした．具体

的な選点と現地交渉は，入倉研究室の助手（当時）

であった岩田と，関震協の事務局となった(財)大

阪土質試験所の所員（当時）であった香川を中心

に行った．六甲山系では神戸大学工学部都市安全

工学センターが管理していた地下トンネル内を岩

盤観測点とし，生駒山系に入倉研究室が設置して

いた岩盤観測点（石切）や東大阪の地盤観測点を

結ぶ測線上で，大阪管区気象台，当時(財)大阪
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土質試験所が設置・管理していた西宮埋立地の観

測点も活用するように，6 点を選定した（図 1 の

1 から 6）．また，この測線と直交するように，大

阪市から関震協に管理を委託された点を含めて

4 点を選定した（図 1 の 7 から 9 と 11）．また，

大阪平野南に岩盤点（図 1 の 10）を加えた．な

お，予算的に用意できた強震計は，最大測定限界

が 100cm/s のものが 2 台，40cm/s までのものが 8

台となり，より精確な観測が求められる岩盤 2 点

（図 1 の 1 と 10）に限界 100cm/s の方を配備す

ることにした． 

図１ 1994 年当時の観測点配置 

これらの現地交渉と電源・電話回線工事，必要

に応じて観測小屋と基礎の新設を終え，地震計を

設置して観測を開始したのが，関震協設立から 2

年 4 ヶ月を経た 1994 年 4 月となった．記録の収

集は事務局から電話回線を繋いで行うこととし，

経費節約のため事務局の機材を用いて独自のソ

フトを開発した．ただし，当時の速度型強震計は

温度変化などで零線が変化する弱点があり，現地

に出向いてのメンテナンスを頻繁におこなう必

要があった．

この年（1994 年）1 月に米国ロサンゼルスで

Northridge 地震が発生し，カリフォルニア工科大

学の金森博雄教授（当時）らが構築した CUBE シ

ステムが，地震波形の準リアルタイム取得に基づ

く余震の把握など地震記録の新たな活用が始ま

りつつあった．このため，関震協のシステムでも，

各観測点の最大速度（PGV）を早期入手して通知，

波形記録のダウンロード後に可能であれば震源

位置を推定して通知する機能を追加した．当時は

現在のようにインターネットも十分に普及して

おらず，常時接続回線も予算的に使えないため，

事務局の１つの電話回線から観測点を順番にモ

デムで繋ぐ仕様で，一巡して情報を発信するまで

には時間を要していた．また，情報発信もポケベ

ルに記号で送信する仕様で，メールでの送信とな

ったのは随分後のことだった．これらのプログラ

ムは全て事務局の香川が開発を担当し，Fortranの

メインルーチンに，モデムなどのシステム制御は

C のサブルーチンを呼び出す方式を採った．通常

業務の合間をみて半月ほどの突貫作業で構築し

た割には，安定したシステムとなった．図 2 には，

RS-232C 接続可能なポケベルで，受信情報を PC

に表示している様子を示す（Umehara, 1995）．と

はいえ，ポケベルでの情報受信は当時としては行

き過ぎだったのか，関震協に参加した会員，特に

使って欲しかった自治体には普及しなかったの

が残念である．

図 2 ポケベルによる情報配信とその表示

（Umehara, 1995） 

1994 年から阪神地域とその周辺でもマグニチ 

ュード 5 程度の地震が発生するようになり，1994

年 10 月の北海道東方沖地震（MJ8.2）など遠地の

大地震をはじめ，速度計の利点を活かした記録の

蓄積が順調に行われた．そのような中，関震協の

幹事会が 1994 年 12 月に開催され，同年の

Northridge 地震のように世界的にも重要な観測記

録がこのネットワークで得られた場合にどうする

かが話し合われ，波形プロットは即時公開という

ルールが決められた．この会議が奏功し，共同出

資の閉じた協議会であったにも関わらず，以下に

述べる 1995 年兵庫県南部地震のデジタル記録を

迅速に世界に発信することができた． 

４．1995 年兵庫県南部地震 
 そして 1995 年 1 月 17 日 5 時 46 分 51.86 秒に

兵庫県南部地震（MJ7.3，MW6.9）が発生した．筆

者の香川は当時大阪市西区にあった(財)大阪土

質試験所の事務所へ自家用車で向かった．途中の
6 時 23 分に手持ちのポケベルに通報が入り，神

戸市内の本山（図 1 の 2）は電話回線が不通，尼

崎（図 1 の 3）で地震計記録が振り切れ，という

状況を把握することができた．なお，当時の神戸
大学（図 1 の 1）は手続きができていなかったた

め電話回線がまだ繋がっていなかった．事務所に

着いた時点で，電話回線でデータが入手できた観

測点の波形プロットがプリンタに自動出力され

ていた．当日から日米都市防災会議が大阪で開催
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されており，関震協初代座長の京都大学工学部土

岐憲三教授（当時）に波形プロットを届け，集ま 

った研究者に披露されたところ，迅速な対応に皆

が驚いたと伺っている． 

その後，17 日当日はどう試みても神戸市内の本

山観測点には繋がらず，神戸大の記録も現地回収

する必要があるため，翌 18 日に当時事務局の新

入所員だった赤澤隆士氏（現(株)阪神コンサルタ

ンツ）が自転車で神戸に向かい，電気が通ってい

る場所まで記録計を移動させ深夜までかけて波

形データの取り出しを行った．翌日に神戸在住の

別の所員がデータの入ったフラッシュ・メモリを

事務所に持ち帰り，全観測点のデータ回収を終え

ることができた（Toki et al., 1995, 入倉・香川, 
1999）．

1994 年 12 月の関震協幹事会で波形プロットの

即時公開は合意していたが，貴重な記録であるこ

とを考慮して，デジタル波形も実費程度の有償で

公開することを臨時の幹事会で決定し，2 月上旬

には国内外の研究者に配布を始めた． 

なお，計測限界 100cm/s の機器を置いていた岩

盤の神戸大学観測点では，最大水平速度 55cm/s

が記録され，上下動は零線の移動により測定範囲

が狭くなっていたため振り切れ波形となってい

た．また計測限界が 40cm/s であった神戸本山お

よび尼崎でも振り切れ現象が生じていた．そのま

までは研究に使えないため，地震計メーカーと共

同で VSE-11，12 が振り切れる際に生じる現象に

ついて解析を行った．その結果，振り切れ量に応

じて零線がシフトする応答を示すことを利用し

て，振動系の機械的な応答とフィードバック回路

の電気的な応答を組み合わせた運動方程式を構

築し，振り切れ挙動をシミュレーションすること

ができた．これを利用して，振り切れ波形を出力

する入力波形をほぼ再現することができ，振り切

れたオリジナル波形とともに公開波形に加える

ことができた（Kagawa et al., 1996）． 

また，豊中観測点（図 1 の 7）については，当

日の混乱の中でデジタルデータを逸失してしま

い，プリントアウトのみが残された．これについ

ては，東京工業大学の年縄巧助教授（当時）の協

力でデジタイズ再現を行った（年縄・他, 1997）．

これら補正・復元記録を含めた波形プロットを図

3 に示す（Kagawa et al., 2004）． 

なお，観測振幅範囲の広いタイプの地震計をよ

り岩盤地点に設置したこと，震度 7 となった地点

も候補としながらも，神戸市街の観測点をノイズ

の少ない閑静な地点としたことは，観測屋の性で

はあるものの，筆者らの中には一抹の悔いとして

残っている． 

ここまでのオフィシャルな内容に加えて，筆者

2 名の個人的な体験についても以下に記録して

おく． 

【香川の体験】 

当時，私は阪急淡路駅（大阪市東淀川区）近く

の賃貸マンションの 6 階に住んでおり，揺れで飛

び起きてすぐに S-P 時間を測り始めたものの，い

つ目を覚ましたかが分からないので，実際よりも

遠い山崎断層あたりの地震かと思ったことを記

憶している．部屋の本棚は一部が倒れ，マンショ

ンの給水槽が破損して屋上から水が降って来た．

このため水道が止まり風呂に水を溜めることが

できず，停電したためテレビからの情報も入手で

きなかった．強震観測ネットワークが気になった

ため，妻を残して自家用車で(財)大阪土質試験所

の事務所（大阪市西区）に向かった．（妻を独り

残すことになったものの，停電復旧後のテレビ番

組録画などの情報収集や当面必要な物資の買い

出しなどの対応でサポートしてくれた．感謝）道

中一部の信号は停電で機能していなかったもの

の，市内に大きな被害は出ていないように見えた．

事務所に着いた時点で，泊まり込みで仕事をして

いた先輩に早朝出勤して来た上司（発光現象を目

撃）と，連休明けの早朝に出勤者が居たのは当時

図 3 関西地震観測協議会による 1995年兵庫県南部地震の観測記録（Kagawa et al., 2004） 
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のコンサルタントならではと思える． 

私の机周りは棚が倒れていて資料が取り出せ

ない状況となっていたが，電算室のプリンタには

波形プロットが自動出力されており，関震協座長

の京都大学工学部土岐憲三教授（当時）に届ける

ことができた． 

事務所のテレビ情報で神戸の被害が把握され

つつある中，17 日は神戸市内の観測点にはモデ

ムが繋がらず，長期戦を想定して一旦自宅に戻り，

当時通勤用にも使っていた自転車（MTB）を取っ

て来て，翌 18 日に新入所員の赤澤隆士氏に神戸

に向かうことを依頼した．まだ観測点周辺でも火

災があった中，(株)阪神コンサルタンツの横田裕

部長（当時）の自宅マンション（神戸市東灘区）

には電気が通っているとの連絡を受けていたた

め，停電中の観測点から記録装置をそこに移設し

てデータの回収を試みて貰った．当時普及し始め

た携帯電話が連絡手段として活躍した．この時点

で深夜になっていたが，同行取材していた NHK

がパソコンに表示された波形をいち早く報道し，

今でも特集番組等に使われている．  

私はしばらく事務所で研究者やメディアへの

情報発信を続け，現地の状況把握に赴いたのはほ

ぼ１週間後の 1 月 25 日だった．被災状況を目に

焼き付けつつ，主に関震協や気象台の地震観測地

点の状況を確認して歩いた． 

 

【岩田の体験】 

京都大学防災研究所の近くに住んでいた私は，

1984 年長野県西部地震（MJ6.8）時より強い揺れ

を感じた．まだ暗い中，30 分ほどで研究室に着

き，TV を付けたが，日の出前のため，現地の情

報は得られていなかった．夜が明けて取材ヘリか

らの，阪神高速３号神戸線の倒壊やあちこちで火

の手があがっている，現在でもアーカイブとなっ

ている映像がライブで放送され，息を飲んだ． 

入倉孝次郎教授（当時）を含め，研究室のメン

バーが集まったので，余震観測を行うということ

で，機材の準備をはじめた．また，この時点にお

いては被害の全容がもちろんわかっていなかっ

たが，神戸市は六甲山地の南に狭い平地が拡がり

すぐに海になるため，南北（あるいは北西―南東

方向）に観測点を置くことや，関震協の神戸大学，

神戸本山観測点などを基準として設置すること

を考えていた．加えて，連絡をいただいた清水建

設の川瀬博主任研究員，東京大学地震研究所の工

藤一嘉助教授，北海道大学理学部の笹谷努助教授

（所属はすべて当時）らとも観測点の調整を行っ

た．私はこれらの連絡調整を行うため，数日は研

究室で電話とファクスの連絡当番をしていた．私

も現地入りしたのは，1 月の末頃，設置した観測

点の保守（データ吸い上げ）で行ったと記憶する． 

結果として，後日「震度７の帯」と称される甚大

な建物被害の地域内にも余震観測点を設置する

ことができた．これらのデータを用いた研究成果

の概要は岩田（2026）に紹介している．  

 

５．おわりに 

阪神地域に強震観測点が少なく，大地震発生時

に観測記録を遺せないことを憂えて設立された

関西地震観測研究協議会の，1995 年兵庫県南部

地震前後の経緯について述べた．この観測成果が，

日本の強震観測網充実の契機になったものと考

えられる． 

その後の関震協は，出資会員の増加による観測

点の増強，独自の観測用サーバーの導入と速度型

強震計へのオートレベル機能追加を経て，電話回

線からインターネットを利用したリアルタイム

波形取得と公開へとシステムの順次更新がなさ

れている．強震計 VSE-11，12 は現在も稼働中で，

2018 年 6 月 18 日大阪府北部の地震（MJ6.1）で

も貴重な記録を得ている（赤澤・岩田, 2020）．こ

れら一連の成果が認められ，関震協は 2023 年度

日本地震工学会功績賞を受賞している．今後は，

近い将来に発生が懸念される南海トラフ地震に

よる長時間長周期の地震動を確実に記録して後

世に遺すため，活動を続けたい． 
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地震鉛直衝撃波に関する研究と対策の必要性 
 

地球システム総合研究所  前原 博 
 

兵庫県南部地震は都市直下型の大地震でしたので，現地では構造物の衝撃破壊の現象が多く見られま

した．しかし，地震衝撃波は普通の地震計では観測できないため，構造物の衝撃破壊現象は無い状況

に収められました．震災直後の社会的な混乱もありましたが，当時の不自然な状態は見直されていま

せん．構造物の衝撃破壊現象は他の地震でも見られ，兵庫県南部地震以来 30 年がたっても，この地

震衝撃波に対する理解はあまり進んでいません．そこで状況をかいつまんで振り返ってみます． 
 

 １．はじめに 
 衝撃波は地震学的には無いものと言われてい

ますが、工学的な分野では衝突，打撃、爆発現象

等に関連して，それぞれの事柄に応じて〇〇衝撃

波としてよく使われる言葉です．そこで，地震に

よる突上げ力を受ける場合を想定して，本文では

単純に地震衝撃波と呼ぶことにします． 
 土木学会関西支部での調査研究 1,2) と他の活動

等 3-7)で，この衝撃波の現象とその被害の存在が

明らかになりました．新たに入手した資料 8,9)も

含めて，本文では本震の前と後で生じる代表的な

事柄を顧みて，地震鉛直衝撃波を特徴づける３特

性（高周波，局在波，威力波）について，橋脚の

破壊事例を基にその要点を述べます． 
 そして，現在もなおこの現象が良く理解されて

いない原因について，重要な資料を紹介して，研

究と対策が必要なことを述べます． 
 
２．100 年程前の事柄から（本震前の重要事例） 
 図 1 は関東大震災の時に，藤沢の鵠(くげ)沼海

岸に居られた阿部良夫氏が体験された地震波の

絵です 8)．その第１図初震部に描かれた絵は，本

震前に「はげしい強い上下動が 1 回あった」と説

明されています．同様の体験は東北地方太平洋沖

地震の本震の直前に，郡山市内で佐藤栄佐久氏

（元福島県知事）が体験されています 9)．この本

震前の衝撃波の存在の確認ができたことで，後述

する発生原因の真実味が増したと判断していま

す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 は関東大震災の年に作られた，ジーベルグ

の海震の震度階表（6 段階）です 1-3,5-7)．この表の

説明文の中に衝突，衝撃，跳び出し，跳ね上げと

いう言葉があります．最上位階級では沈没に至る

ことも述べてあり，海震の波が衝撃的で破壊力を

持つことは知られていたと推察されます．なお，

この表の 25 年前にルドルフの海震震度階表（10
段階）が作られています 1-7)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．明石海峡付近の体験例（本震後の強い衝撃） 

 明石海峡付近での海震の体験記録の調査が，地

震の被害は本震時の地震動の大きな揺れによる

とする，従来の固定的な解釈を打ち破る契機にな

りました 1,2)．それは次の通りです． 

 兵庫県南部地震が発生した未明の 5 時 46 分の

5 時・6 時台はフェリ－にとってはラッシュアワ

ーの時間帯で，明石海峡付近には多くのフェリー

がいました．その中の「あさぎり丸」(千ﾄﾝ級)と
「クィーンダイヤモンド号」(九千ﾄﾝ級)の 2 隻は

海震を 2 度受けています 1,2,4-7)．なお当日の朝は

無風状態でした． 
 両船の船長の証言では，後からの衝撃の方が大

きいことを伝えています 1)．そこでクィーンダイ

ヤモンド号の船長の証言の，「2 度目の衝撃は本

船が大きな波に翻弄された時に受けた」ことを基

に，2 回目の衝撃迄の時間を推定してみました 1)． 
 初めの衝撃は本震の鉛直疎密波による衝撃と

考え，2 度目の衝撃は本震で海岸が揺れて，起き

た海面の波が本船に伝わり翻弄させた時と想定

します．この地震による波源域の研究文献 10)から 

図 1  関東大震災
(1923 年)の鵠沼海岸
での体験．阿部氏の
描画 8)  

表 1 ジーベルグの海震震度階表 1-3,5-7) (1923 年) 
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表面波の波速は約 0.7km/分が得られ，クィーン

ダイヤモンド号の離岸距離は約 2km なので，2
度目の衝撃は約 3 分後に起きたと推定されま

す． 

 この時間間隔は，あさぎり丸の船長による「エ

ンジンを止め，乗組み員が機関と船の周辺を点検

し，異常なしの報告を受けて,エンジンを始動さ

せようとした時に，2 度目の衝撃を受けた」との

証言の時間間隔と大まかに整合します． 

 本震の後に，それも分単位で，より強い地震鉛

直衝撃波が起きていました．さらに，近隣の船で

は 2 度目を受けた証言が無く，2 度目の衝撃波は

疎らに起きていることが想定されます． 

 なお播磨灘にいた「フェリーおおさか」(震央距

離約 23km)では，シャンデリア 2 基が落下する被

害が出ました 1)． 
 ところで陸上の地震では，強い地震波を出す地

震が本震になるので，より強い地震波を後から受

けることはないのに，海震ではより強い地震波を

後から受けているのです．これは地震波の性質が

異なることを示唆しています． 
 後述の橋脚の損壊事例により，その破壊は本震

の後で起きたと判断しており，本震の後から起き

る強力な鉛直衝撃波を「後発鉛直キラーパルス」

と便宜上名付けました 2)． 
 なお，海震の調査時に船舶工学の専門家から，

「海震で船舶が損壊する時の地震波は，疎密波で

あることは常識である」との指摘を受けました．

この「海震の常識」が陸上の地震学や耐震工学の

関係者と、長年共有されてこなかったことが，大

きな欠陥（問題になる地震波の観測記録が未だに

取れていない）の原因の一つです． 
 

４．跳び石現象の代表事例 

 地震鉛直衝撃波と縁が深い現象に跳び石現象

があり，その代表的な事例を紹介します． 
 図 2 は兵庫県南部地震（1995，M7.3）の時に民

家の庭から石灯篭の笠石が塀を超えて，外の駐車

場の車の後部に当たっている写真です 1-7)．その

お屋敷は潰れ住民の方は亡くなられました．周辺

の家には被害は少なく，地震衝撃波が局所的に起

きています．この写真は地震鉛直衝撃波の存在を

証拠立てており，しかも分かり易い大変貴重な写 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

真です． 
 次に長野県西部地震（1984，M6.8）の時に，大

きな岩(約 5 ﾄﾝ)が埋った所から跳び出した事例

があります 2-7)．この事例は跳び石現象として，

写真が伝わっていて，内容が明確な資料の内で最

も重量が大きい物の事例です． 

 そして、熊本地震（2016，M7.3）では益城町の

辻が峰に作られた慰霊碑の石碑(約 3 ﾄﾝ)が，台上

から 5.8m 程跳んだ事例があります 2-7)．写真があ

る跳び石現象として最大の飛距離の事例です．初

速は地形の影響もありますが，5～7m/sec と推定

され，初速の試算値の中の最大級の値です．構造

物に被害を及ぼす初速度は 0.5m/sec といわれ，

それよりはるかに大きい値です． 

 

５．コンクリート橋脚の典型的な破壊事例 

 図 3 はコンクリート（RC）柱の 2 本が独立し

て，上部の横桁を支える橋脚の断面図で，柱の天

端に支承が 1 個あります 1,2,4-7)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 4，5 は柱上部に典型的な引張型の破壊が起

きた写真で，図 4 では鉄筋が籠状に露出し，内部

のコンクリートがなくなり，向こうが透けて見え

ます 1-7)．支承の下側は鉄筋籠の中にありました
1)．図5の柱鉄筋の一部は裸で直立しており 1,3-7)，

図 4 も同様で柱鉄筋が直立しています．これは，

この破壊に水平慣性力は作用してなく，破壊の後

からも作用していないことを表します． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 2 兵庫県南部地震の際に庭か

ら跳び出した笠石 1-7) 

図 3 RC 橋脚と柱の断面 1,2,4-7) ．RC 独

立二本柱で支える橋脚 (延長約 650ｍ) 
 

図 4  P465 山側柱の破壊 1-7) 

鉄筋籠内のｺﾝｸﾘｰﾄの跳び出し. 

高周波の証拠 (引張型破壊). 

図 5  P472 海側柱の破壊 1,3-7)  
柱上端の鉄筋が直立 (引張型破壊). 
主震動の後の破壊を表す． 
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すなわち，この破壊は主震動の後から起きてい

ることを表します．他にも鉄筋が直立した破壊橋

脚は 4 基あります 2)．さらに図 4 の柱上部のコン

クリートがなくなっている状況は，短時間で内部

コンクリートが跳び出しており，高周波の波が作

用して 1-7)，柱の揺れでなく衝撃波動の現象で破

壊したことを表します． 
 図 6 は倒壊ピルツ橋の区間を西側から低空で

撮った写真 11)を横にしたものです，写真の中央部

に大きく窪んだ箇所が 3 ヵ所あり，赤色破線を付

けて分かり易くしています．白色の線は高さ 1m
の高欄の側面で，窪みの深さは約 3m あり，その

分倒壊柱長が短くなっています．単に倒壊した柱

は隣よりこれ程短くなりません． 

 図 7 は 3 ヵ所の窪みにある柱 4 本の内、典型

的な圧縮型の破壊を示す柱 2 本の破壊状況の写

真です 1-7)．図 7a,b は柱の下部が座屈破壊（提灯

座屈）をした状況の 2 方向の写真です 1-7)．柱の

鉄筋が全周の外向きに座屈しています．図 7c は

柱の鉄筋がクビレを伴って斜めズレ破壊をした

状態を示し，クビレの部分に白破線を付けていま

す 1-7)．クビレは斜めの全断面に分布しています．

こうした破壊が図 6 では 3 ヵ所に分散して，衝撃

波動による破壊として起きています． 
 図 8 は両破壊の起き方を模式的に説明してい

ます 12)．倒壊区間の高架上の走行者の証言では，

横揺れの後に縦揺れがあり倒壊しています 1)．他

の場所で落下を免れたスキーバスの運転手の証

言にも同様の証言があります 1)． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ピルツ橋脚の破壊は工事誌の解析 13)によると，

鉄筋の塑性率が 3 程度になるので，鉄筋が降伏す

るとコンクリートの剪断力の抵抗性が低下して，

倒壊するとの説明がされています．しかし，柱の

中部や下部が塑性率 3 程度以上の損壊状態でも，

直立している橋脚はたくさんありました． 
 すなわち図 4，5，7 の橋脚の破壊は，主震動の

後から場所的に分散して起きています．一方，連

続して壊滅的に破壊した橋脚がある場所もあり，

場所毎に同時期的に起きた破壊状況のように見

られます 2,4-7)．それはこの衝撃波（後発鉛直キラ

ーパルス）がその場所で連成して起きているので

す．こうした波の全体を「局在波」と呼ぶことに

しました． 
その波の一つ一つは局所的に作用する高周波

の衝撃的な鉛直波と考えられます．その衝撃波

は，“30m 程先で，ダーン，ダーンと飛び跳ねる

トラック(4 ﾄﾝ車)を見ているタクシーの客 1)”に

は伝わって無く，横には伝わりにくい性質を持っ

ています．これは重要な伝播特性です． 
 図 9 は以上に述べた現象から想像される，地震

鉛直衝撃波のイメージに近い図柄 14)を引用した

ものです．発生原因としては，堅い地塊が動かさ

れる時，境目の隙間が開くと間隙の圧力が急降下

して，亜臨界～超臨界状態の流体（たとえば水な

ど）が爆発的な相変化をする（水蒸気爆発に似た）

状態を予想しています 5)． 
 このように考えると，発現から破壊までの各現

象の多様な事例と整合します．この発生原因の地 

図 6 倒壊ピルツ橋区間 11) (西からの縦方向写真を横に見
る)．写真中央部の窪んだ場所 3 ヵ所に着目，倒壊柱長が短い． 

図 8 座屈状破壊と斜め 
    ズレ破壊の説明図 12) 

図 7 柱が圧縮型の破壊をした痕跡がある典型例 1-7) (P は橋脚番号，数字の差は離れを表す）． 

(a) P133 柱の座屈状破壊(東面)，  (b) P133 柱の座屈状破壊(南面)，    (c) P136 柱の斜めズレ破壊(東面)． 

P133 柱は主鉄筋が全周の外側に向けて座屈破壊，P136 柱の主鉄筋では斜めクビレが全幅に分布. 

(a) (b) (c) 
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震鉛直衝撃波は，３特性（高周波，局在波，威力

波）を持ち，普通の地震計では観測されにくく，

正確な波形が取れない訳です． 
 
６．「神戸の地震」と幻の調査会の報告書 
 神戸市の委託により作られた「神戸の地震」の

報告書（昭和 49 年 11 月）の報道 15) が，昨年の

1 月にありました．当時の微小地震等の調査結果

から，壊滅的な被害の大地震を指摘していました．

しかしこの報告書は公表されず，市役所内でも伝

えられていません．調査を担当された尾池和夫先

生のコメントには，「この報告書が伝わっていれ

ば，もう少し人が死なずにすんだかもしれない」

とあります 15)． 
 図 10 に示す報告書は兵庫県南部地震が起きた

直後に，新年度から活動しようとしたが，できな

くされた幻の調査会の報告書です 16）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表題は「材料・構造物の衝撃的破壊現象とその

防止に関する調査」で，「衝撃的破壊現象」が調

査研究の対象です 16）．しかしこの調査会は一度

も正式には開催されていません．調査に賛同した

方々が個別に行った平成 7 年度の活動資料を集

め，世話役の方々が苦労して，平成 8 年度に当時

の科学技術庁の委託として纏められた物です 7)． 
 詳しい事情や経緯は分かりません．ただ，同時

期に起きた震災訴訟に対して，訴訟対応は当時の

建設省本省の訟務課が担当しました．すると，構

造物の破壊原因は地震の大きな横揺れとする主

張が強く働く状況になり，構造物の各管理者は関

連資料を不開示とする隠蔽とも考えられる動き

もありました．この破壊現象の調査会の活動を抑

圧したのは国と私は推測していますし，「地震の

衝撃的破壊現象」については，他の状況も勘案 7)

し，国がないことにしてきたものと考えています． 
 防衛省仕様の艦船は船底下 10m 程で爆発する

魚雷に耐えるように造られます．構造物として最

も高い安全性を持つべき原発施設には，まずこの

レベルの衝撃耐震性が求められます 6,7)． 
現在地震の活動期に入っており，原発施設に対

して地震衝撃波の調査研究と，その安全対策を速

やかに取る必要があります． 
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地震ハザード予測の高度化と社会的役割 

－企業リスクマネジメントと防災教育の観点から－ 
 

ユナイテッド・インシュアランス株式会社  竹村考弘 
 

本稿では，兵庫県南部地震以降の地震ハザード予測の高度化とその社会的影響を整理し，企業リスク

マネジメントおよび防災教育の観点から課題と対策について考察した．地震リスクをはじめ企業を取

り巻く災害リスクは多様化しているが，地震学の知見は，地震保険加入の増加や防災教育の体系化を

通じて，社会行動や企業リスク低減に具体的な効果をもたらしてきた．一方で，BCP 策定の実効性

不足や世代間の防災知識の格差が課題として残る．今後は，官民学連携による研究成果と防災実務の

共有，および企業研修や情報更新を通じた防災教育の強化が重要であり，ハザード予測を含む地震学

を意思決定支援へと拡張することで，企業および社会全体のレジリエンス向上に寄与することが期待

される． 

 

1． はじめに：兵庫県南部地震から 30年 

 1995 年 1 月 17 日に発生した兵庫県南部地震は

甚大な被害をもたらした．建物の倒壊や火災，交

通網や物流の寸断，ライフラインの長期停止など，

社会経済活動への影響は広範に及んだ．この災害

は，日本社会における地震防災の重要性を再認識

させる契機となり，制度面や社会のリスク認識に

大きな変化をもたらした． 

 例えばリスクマネジメントの観点から，社会全

体における地震への備えの必要性が広く認識さ

れるようになった．保険制度においては，建物構

造に応じた地震保険料率の見直しや国の再保険

制度の整備が進められ，現在の地震保険制度の基

礎が形成された．その後，地震保険の加入件数は

増加しており，その過程においては，地震動予測

や地震の発生確率評価といった地震学的知見に

基づいて作成されたハザードマップが，住民のリ

スク把握に活用されてきた．また教育分野では，

学習指導要領の改訂を通じて，児童生徒の発達段

階に応じた防災教育が体系的に導入されるなど，

地震防災に関する知識の普及が進められてきた． 

 一方で，兵庫県南部地震から 30 年を経た現在

においても，社会全体のリスクマネジメントには

課題が残されている．特に企業の防災対応におい

ては，事業継続計画（BCP）の実効性が十分に確

保されていない懸念がある．令和 4 年度版防災白

書（内閣府，2022）によれば，「被災時に BCP が

役に立った」と回答した企業は 14.4％にとどま

っており，「毎年必ず見直している」とする企業

も 25.8％に過ぎないことが示されている．これは

BCP が策定されていても，PDCA サイクルが十分に

機能していない実態を示しているといえる．「国

土強靭化アクションプラン 2016」では，2020 年

までに BCP 策定率を大企業で 100％，中堅企業で

50％とする目標が掲げられていたが，近年の計画

では策定率そのものは主要な評価指標として明

示されなくなっている．これは大企業や中堅企業

での策定率が目標水準に近くなったということ

もあるが，BCP の策定だけではなく，訓練や見直

しを含めた実効性が重視されるように重点が変

わってきたことが考えられる．  

 さらに，「帝国データバンク」の調査（帝国デ

ータバンク，2025）によれば，中小企業を含めた

企業全体の BCP 策定率は 20.4％にとどまってい

る．地域差も大きく，南海トラフ地震による被害

が想定される沿岸地域では比較的高い一方で，内

陸部では低い傾向がみられる．また，BCP 策定の

必要性を感じていないと回答した企業は，大企業

で 12.6％，中小企業で 19.2％,全体では 18.7％に

のぼっており，我が国の企業における地震を含め

た災害リスクの認識には依然として課題が残さ

れている． 

 このように，地震学の進展によりハザード情報

の整備が進み，社会制度や個人の防災意識には一

定の成果がみられる一方で，企業におけるリスク

マネジメントの実効性には課題が残されている．

特に，企業活動に大きな影響を及ぼす間接的被害

への対応や，リスク認識といった問題は十分に解

決されていない．本稿では，兵庫県南部地震以降

の地震防災の進展を背景に，地震ハザード予測の

高度化が社会にどのような影響を与えてきたか

を整理する．その上で，企業リスクマネジメント

および防災教育の観点から，今後の地震学に期待

される社会的役割について検討する． 

 

2． ハザード予測の功績 

 まず地震学の成果の一つであるハザード予測

が社会に与えた影響について，主として地震保険

の加入動向に基づき検討する．本稿におけるハザ

ード予測とは，ある地点において想定される地震

動の強さや発生確率を評価するものであり，地震

リスクを空間的かつ定量的に把握するための基

盤となるデータとする． 

 地震保険は 1966 年に制度が創設されたが，兵

庫県南部地震発生直前の 1994 年時点における契

約件数は約 400 万件にとどまっていた．しかし，
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1995 年の兵庫県南部地震以降，契約件数は増加

に転じ，現在では 2,100 万件を超える水準に達し

ている．図 1 は 1990 年以降の地震保険加入件数

の推移を示したものであるが，1995 年には 500 万

件を超え，新潟県中越地震後の 2005 年には 1，

000 万件，東北地方太平洋沖地震後の 2012 年に

は 1,500 万件をそれぞれ上回っている． 

 

 

こうした加入件数の増加は，保険会社や代理店

による周知活動の影響もあると考えられるが，そ

の意思決定を支える要因として，ハザード予測の

担った役割が大きい．従来のような「将来大地震

が発生する可能性がある」といった抽象的な情報

に対し，ハザード予測は，地域ごとに想定される

震度や発生確率を具体的に示すことが可能であ

る．(図２)は地震保険を周知するチラシの一部で

あるが，こうした情報提供により地震リスクは

個々の居住地や事業所に即した「自分ごと」とし

て認識されやすくなり，保険加入といった具体的

行動につながったと考えられる． 

この点は，ハザードマップの活用状況からも裏

付けられる．損害保険料率算出機構（2025）の調

査によれば，「地震危険に対する備え」について，

地震保険加入者に行ったアンケートでは「ハザー

ドマップを確認した」と回答した割合が 39.5％と

最も高い結果となっている．自治体が作成するハ

ザードマップはハザード予測に基づいており，こ

れらの情報が住民のリスク認識に直接的に影響

を与えていることが示唆される(注１)． 

以上より，ハザード予測は地震リスクの可視化

を通じて個人や企業のリスク認識を高め，保険加

入などの行動変容を促す上で重要な役割を果た

してきたといえる．一方で，こうしたハザード情

報は主として物理的被害の把握に焦点を当てた

ものであり，企業活動に大きな影響を及ぼす間接

的被害の把握には必ずしも十分に対応していな

いという側面もある． 

 

 

 

3． 地震リスクと企業の備え 

次に，企業における地震リスクの特徴とその対

応について整理する．企業の地震対策としては避

難訓練が代表的であり，これは人命を守るための

最優先の取り組みである．しかし，企業が直面す

る地震リスクは人的被害にとどまらず，建物や設

備の損壊，さらには事業活動全体への影響など多

岐にわたる． 

 本稿では，地震による企業被害を「直接的被害」

と「間接的被害」に区分して検討を行う．直接的

被害とは，地震動によって生じる建物の倒壊，設

備・備品の損傷などの物理的損害を指す．これに

対し間接的被害とは，地震を契機として発生する

経済的・社会的損失であり，ライフラインの停止

や従業員の出勤困難による業務停滞，取引先の被

災による収益減少，サプライチェーンの寸断，さ

らにはブランドイメージの低下などが含まれる． 

 直接的被害については，ハザードマップの活用

や設備・什器の固定といった対策により，自社内

のリスクとして比較的把握しやすく，対策も講じ

やすい．一方で，間接的被害は影響範囲が広く不

確実性も高いため，具体的な想定が難しく，結果

として対策が後回しにされやすい傾向がある．帝

国データバンクの調査によれば，BCP を策定でき

ていない理由として「策定に必要なスキル・ノウ

ハウがない」が 42.7％と最も多く，さらに「策定

する必要性を感じていない」とする回答も 18.7％

にのぼっている．これらは，リスクの把握や評価

に関する能力の不足に加え，間接的被害に対する

認識が十分でないことを示唆している． 

 また，企業における防災投資や BCP 策定は，意

思決定者のリスク認識に大きく依存する．しかし，

現行のハザード予測は主として地震動や直接的

被害の想定といった物理的側面の把握に有効で

ある一方で，企業活動に重大な影響を及ぼす間接

的被害の評価には必ずしも十分に対応していな

図１ 地震保険契約件数の推移（出典：損害

保険料率算出機構（2025）を基に筆者作成） 

 

図２ 日本地図：内閣府（2023）『今後 30 年

間の地震発生確率に関する資料』から引用 

災害写真：防災科学技術研究所（年不明）「災

害写真データベース」から引用 
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い．このことが，企業における地震リスク対策の

不十分さの一因となっている可能性がある． 

 こうした状況を踏まえ，企業は直接的被害と間

接的被害の双方に対応したリスクマネジメント

を構築する必要がある．具体的には，耐震化や設

備の固定などによる直接的被害の低減に加え，代

替生産拠点の確保や優先復旧業務の選定などに

より，間接的被害の影響を最小化する取り組みが

求められる．特に中小企業においては，資金や人

材が限られることから，BCP の策定や初動対応訓

練を通じて被害の拡大を防ぐことが重要である． 

 さらに，地震リスクへの対応にはリスクファイ

ナンスの視点も不可欠である．地震保険は有効な

手段の一つであるが，法人契約においては補償範

囲や支払限度額が制約されるケースもあるため，

保険のみでリスクを十分にカバーすることは難

しい．したがって，企業はリスク評価に基づき，

耐震化，BCP，保険といった複数の手段を組み合

わせた総合的なリスクマネジメントを行う必要

がある． 

 以上のように，企業の地震リスクは間接的被害

の影響が大きいにもかかわらず，現行のリスク認

識や対策は必ずしもこれに十分対応していると

はいえない．この点は，今後，ハザード予測が社

会的役割を検討する上で重要な課題である． 

 

4． 防災教育の進展と世代間ギャップ 

 兵庫県南部地震以降，日本の学校教育における

防災教育は徐々に整備されてきた．1995 年当時

は避難訓練や災害時の行動指針が学校ごとの自

主的取り組みに留まっていたが，兵庫県南部地震

後の 1990 年代後半の改訂により，防災教育が段

階的に組み込まれるようになった．表 1 では，

1995 年～2010 年代までの地震防災に関する学習

指導要領の防災教育内容の推移を簡易的に示し

た．学習指導要領の防災教育は，東日本大震災以

降，内容や実施頻度が大幅に強化された．2008 年

改定の小・中学校学習指導要領，2009 年改定の高

等学校学習指導要領では，防災教育が従来の知識

中心から行動・判断中心に転換され，教科横断的・

地域連携的な学習や，主体的に危険を予測して安

全を確保する力の育成が制度化された．このため，

1997 年 4 月 2 日以降に生まれた世代は，体系的

な防災教育を受ける機会を得ている(注２)． 

 一方，1997 年 4 月 1 日以前に生まれた世代は，

各学校の独自取り組みに依存していたため，防災

知識や行動習慣に地域・学校ごとの差が生じてい

ると考えられる．また，地震初動対策に関しても，

「地震だ！火を消せ！」という標語による対応は

2000 年頃まで用いられていたが，現在では身の

安全の確保が最優先対応となっている(注３)．この

ように，災害時の対応は時代とともに変遷してお

り，知識の更新は個人の自主的努力に依存せざる

を得ない． 

 以上のことから，企業の BCP 策定や実効性が伸

び悩む背景には，世代間の防災教育格差や知識の

更新状況によるリスク認識の差が一因となって

いると考えられる．ハザード予測をはじめとした

地震学の社会的意義を最大化するためには，科学

的知見の提供に加え，教育や制度を通じて知識を

具体的な行動に結びつける仕組みを整えること

が重要である． 

 
 

5．防災状況・防災教育と企業リスクマネジメン

ト 

 ここまでで整理した通り，世代間で防災教育の

機会や知識更新状況に差があることは，企業にお

ける BCP 策定や実効性の課題の一因と考えられ

る．こうした背景を踏まえ，地震学の知見を企業

活動や従業員教育に効果的に結びつける仕組み

の構築について，防災教育と企業リスクマネジメ

ントの相互作用を踏まえ，官民学の連携も視野に

入れた具体的な取り組みについて検討する． 

 

5-1．防災教育の必要性 

 地震学は地域ごとの地震発生確率や被害想定

などの科学的データを提供できるが，これらの情

報が企業の意思決定に十分に活用されていると

は言い難い．その要因として，情報の専門性の高

さや企業側での理解不足が挙げられる． 

 こうした課題に対して，国は専門家派遣等の支

援を行っているものの，予算や人員に限りがあり

十分な広がりを見せていない．専門家に頼ること

も重要であるが，従業員自身が学び，自社の防災

対策を自主的に進める方が，組織全体の防災力向

上に直結する． 

 特に，体系的防災教育を受けていない世代への

教育機会の提供は重要である．企業研修や継続的

な教育を通じて知識・行動の格差を埋めることで，

組織全体の防災力を底上げすることや，災害対応

手法や知識は時代とともに変化するため，定期的

な知識更新の仕組みを確保することが必要であ

表 1 年代による学習指導要領の内容の簡易

まとめ 
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る． 

5-2．企業のリスクマネジメント

企業のリスクマネジメントでは，地震による直

接的被害と間接的被害の両方に対応することが

重要である．直接的被害は，建物や設備の損壊，

火災などの物理的損害であり，ハザードマップの

確認や設備の固定といった自社内対策である程

度管理可能である．一方，間接的被害は，ライフ

ラインの停止や業務停滞，取引先の被害による収

益減少，サプライチェーンへの連鎖的影響，ブラ

ンドイメージの低下など多岐にわたり，想定や対

策が難しい．

 こうした多様なリスクに対しては，地震学の知

見だけで全てのリスクを網羅することは困難で

ある．むしろ，企業の既存の取り組みに対して科

学的知見に基づく評価やアドバイスを提供する

ことが現実的である．想定される被害の範囲や対

策例を提示することで，企業は自社のリスクを把

握し，対策もしやすくなる．また，同業他社やサ

プライチェーン企業の取り組みを参考にするこ

とで，間接的被害への対策の検討にもつながる． 

 さらに，こうした評価やアドバイスを広く「見

える化」した情報提供の仕組みづくりが，企業の

リスクマネジメントの精度向上に資するだけで

なく，社会全体のレジリエンス向上にも寄与する． 

5-3．官民学の連携

地震学の知見を企業リスクマネジメントに効

果的に活かすためには，官民学の連携が重要であ

る．具体的には，研究者が地震発生確率や被害想

定などの最新データや知見を提供し，情報提供を

受けた保険会社，保険代理店，商工会議所などの

支援企業が，それらの情報をリスクマネジメント

支援が必要な企業に周知し，防災教育や BCP 策定

支援を担うことで，企業は自社リスクの把握や対

策立案を効率的に行うことができる．  

 また，企業から得られた災害対策や現場での知

見を研究者にフィードバックすることで，地震学

の知見と防災実務の双方向的な情報交換となり，

さらに防災対策が精緻化され，間接的被害への対

応も強化されることが期待できる． 

 すでに一部では，こうしたプラットフォームに

よる情報共有が始まっており(注４)，このような場

を通じて、より広い情報共有や支援が一層加速す

ることが望まれる．情報周知には，企業のウェブ

サイトや資料配布だけでなく，企業現場への直接

訪問や研修の活用も効果的であるが，人的・予算

的制約もある．支援の裾野を広げるためには，災

害対応や防災教育に近い民間企業のリソースを

活用することが有効である．官民学の連携により，

地震学の知見を予測から意思決定支援へ転換し，

社会全体のレジリエンス向上に貢献することが

期待される． 

６． おわりに 

本稿では，兵庫県南部地震以降の防災教育の進

展と企業リスクマネジメントの現状を整理し，課

題と対策を考察した．企業を取り巻くリスクは多

様化しているが，災害現象の中で最も研究実績の

ある研究分野の一つである地震学の知見は，企業

のリスク低減や社会全体のレジリエンス向上に

さらに大きく寄与する可能性がある．ハザード予

測による地震保険加入の増加や，防災教育の体系

化による世代間の知識差の把握は，科学的知見が

社会行動に結びつく具体例である．今後は，企業

の意思決定支援や官民学の連携を通じて，具体的

な行動に結びつける仕組みを整備することが，持

続可能な防災社会の構築に不可欠である． 

注 

(１)もっとも本調査では地震保険未加入者に対

しても同様の質問を行っており，こちらも 38.2％

と最上位の回答結果を得ている．本調査では未加

入の理由についても触れており，「住居と家財の

両方に加入すると保険料が高くなるから」

(16.9％)，「具体的な保険料の高いイメージがあ

ったから」(20.5％)，「具体的な保険料を見た，ま

たは計算した結果，保険料が高かったから」

(13.9％)など，保険料が高いことが原因で地震保

険への加入を断念しており，未加入者に対しても

リスク認識を高めた可能性がある．

(２) 2008～2009 年改訂の学習指導要領に基づく

教育が完全実施されたのが 2012 年度であること

から，小学・中学・高校のいずれかの段階で 3 年

以上，防災教育を受けることができた世代を体系

的な防災教育を受けた世代とした．

(３) 日野宗門，2011，「地域防災実戦ノウハウ

(67)-地震時の防災活動のポイント その 3-」『季

刊消防科学と情報 (104) 』(P56)

(４) 中小機構では簡易版 BCP である事業継続力

強化計画の取組み支援や取組み事例の紹介を行

っている．(https://kyoujinnka.smrj.go.jp/)
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トップ English  サイトマップ

投稿・お問合せ秋季大会寄付制度のご案内入会のご案内

標準  大  特大

トップページ  イベント  過去の行事  主催・協賛・後援行事（過去分）  兵庫県南部地震30年特別シンポジウム　地震本部設立から30年―地震学の知見がどう「地震の評

価」に活かされてきたのか

兵庫県南部地震30年特別シンポジウム　地震本部設立から30年―地震学の知
見がどう「地震の評価」に活かされてきたのか Event

開催概要

日時

2025年7月5日（土）13時～17時

場所

Zoom

内容

1995年兵庫県南部地震の発生を機に、同年7月に地震本部が設立されて以降、地震学の知見を地震の評価へと反映させる取り組みが継続的に進められて
きました。本シンポジウムでは、この30年間における地震学的知見の深化と地震本部による評価との相互関係を俯瞰し、今後の連携のあり方について議
論を深めます。講演およびパネルディスカッションを通じて、地震学と防災施策をつなぐ今後の展望について検討します。

主催

公益社団法人日本地震学会

企画

地震学を社会に伝える連絡会議 特別シンポジウム企画運営WG

申込方法

参加申し込みサイト の「チケットを申し込む」ボタンからチケットを選択してください。
当日までに接続に必要な情報をお送りします。
先着500名。日本地震学会会員に限らず、どなたでもご参加いただけます。

参加費
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無料

スケジュール

13:00-13:05 趣旨説明
加藤 愛太郎

13:05-13:35 講演① 長期評価
佐竹 健治（東京大学 名誉教授）

13:35-14:05 講演② 強震動評価
岩田 知孝（京都大学 名誉教授）

14:05-14:35 講演③ 津波評価・津波即時予測
谷岡 勇市郎（北海道大学 名誉教授）

14:35-14:45 休憩

14:45-15:15 講演④ 地震・津波ハザード評価
藤原 広行（防災科学技術研究所 研究主監）

15:15-15:45 講演⑤ 地震動即時予測
干場 充之（気象研究所 主任研究官）

15:45-15:50 パネルディスカッションの準備

15:50-16:55 パネルディスカッション（久家 慶子、講演者5名）

16:55-17:00 閉会の挨拶
室谷 智子

連絡・問い合わせ先

日本地震学会事務局
TEL：048-782-9243
E-mail：zisin@tokyo.email.ne.jp

主催・協賛・後援行事（過去分）へ戻る

過去の行事 へ戻る
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兵庫県南部地震 30 年特別シンポジウム 

地震本部設立から 30 年―地震学の知見がどう「地震の評価」に活かされてきたのか 

（2025 年 7 月 5 日）アンケート結果の抜粋（回答数 127） 

 

 

 

 

Q3． 

Q2． 

Q1． 
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Q4． 

Q5． 
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兵庫県南部地震後 6年間の日本地震学会および日本学術会議の動向 

―日本地震学会ニュースレターの情報をもとに― 

 

京都大学大学院理学研究科 久家慶子 

 

1995 年兵庫県南部地震は日本地震学会に大きなインパクトを与えた．この地震を機に日本地震学会

の活動と組織は大きく変わり，現在の体制の礎が築かれた．その改革の過程は，日本地震学会ニュー

スレター（NL）の中に，当時の活動の熱気とともに残されている．ここでは，兵庫県南部地震によっ

て露呈した様々な問題に対する対応を中心に，法人化までの 6 年間にわたる日本地震学会（主に理事

会や将来検討委員会）および日本学術会議（主に地震学研究連絡委員会）の動向を，NL から抜粋して

まとめる．なお，NL に記載がない事項は含まれていないことに留意されたい．また、抜粋内容には作

成者の関心が強く反映されている． 
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★1995 年 1 月 17 日兵庫県南部地震の発生 

 

■1995 年 2 月 22 日 理事会 議事録（NL7-1 1995 年 5 月号 P10）（深尾会長） 

兵庫県南部地震についての学会対応として 

小中学生を対象とした学習目的のビデオを作成する 

地震，JPE に特集号をつくる 

学会員の意識調査のためのアンケートを実施する 

 

■1995 年 2 月 27 日 日本学術会議地震工学研究連絡委員会 議事録（NL7-2 1995 年 7 月号 P41） 

兵庫県南部地震の関西地震観測研究協議会のデータ頒布について 

 

■1995 年 3 月 22 日 地震工学研究連絡委員会 議事録（NL7-2 1995 年 7 月号 P42-43） 

兵庫県南部地震の地震動記録を一元化して公表するように呼びかけの要望 

 

■1995 年 3 月 30 日 日本学術会議地震学研究連絡委員会 議事録（NL7-1 1995 年 5 月号 P10-11） 

1 月に地震予知小委員会（安藤雅孝委員担当）とグローバル小委員会（深尾良夫委員担当）の設置が

認められたとの報告 

学術会議内で部を横断する特別委員会を設置 

学術会議，地震学会共催でシンポジウムを計画 

入倉委員より，地震学者の強震観測に対する認識への誤解が多い，得られたデータの公開はほとんど

されていないとの問題提起 

 

■1995 年 3 月 27 日 理事会 議事録（NL7-1 1995 年 5 月号 P11-13）（ここから石田会長） 

地震での特集号は内容の重複から断念し，JPE の特集号に集中 

未決定である場合，北淡町の断層保存への要望書の提出を決定 

 

◎土木学会，建築学会等との共同作成の阪神・淡路大震災調査報告書の編集委員会の設置（NL7-2 

1995 年 7 月号 P18） 

 

◎1995 年 5 月に建議「第 7次地震予知計画の見直し」（NL7-4 1995 年 11 月号 P34 の地球物理学研究

連絡委員会議事録内にあり） 

 

■1995 年 6 月 8 日 地震学研究連絡委員会 議事録（NL7-3 1995 年 9 月号 P31-32） 

学術会議を横断する形で発足した阪神・淡路大震災特別委員会の構成委員と議事内容の報告 

この委員会に対して，地震庁の設置，活断層法の制定，強震観測網の整備を政府に勧告することを検

討中，地震予知研究の見直しと充実についても検討を進めていると報告 

防災科研の 1000 台の強震計全国配置計画の概要紹介 

気象庁の 144 台の震度計展開計画の紹介 

議員立法による「地震防災対策特別措置法案」の説明 
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地震予知小委員会のメンバー紹介，第８次地震予知計画に向けた新しいブループリントの作成を目指

すとの報告 

 

★1995 年 6 月 16 日公布・7月 18 日施行 地震防災対策特別措置法の制定 

 

■1995 年 7 月 25 日 地震学研究連絡委員会 議事録（NL7-3 1995 年 9 月号 P32） 

強震観測網の整備に関する勧告の原案を一部修正のうえ提起 

地震防災対策特別措置法についての意見交換 

地震庁構想や活断層法については検討を進める 

 

■1995 年 8 月 2 日 理事会 議事録（NL7-4 1995 年 11 月号 P35-36） 

将来検討委員会（仮称）の設置を承認 

ビデオの作成に NHK エンタープライズ 21（株）の技術協力をえられることになった一方で，ビデオ製

作費 1000 万円のスポンサー問題が発生．小中学校への配布は文部省初等中等教育局が協力 

 

■1995 年 9 月 25 日 日本学術会議地球物理学研究連絡委員会 議事録（NL7-6 1996 年 3 月号 P34-

35） 

阪神・淡路大震災調査特別委員会報告として，特に要望の強かった２つの１つが，地震の強震観測の

整備であるとの報告．特に強調されたことは，岩盤に直接地震計を設置する，地下も含めて 3 次元ア

レイを考える，データのスムーズな流通（この時点で阪神・淡路大震災のデータが未だ公開されてい

ないという問題） 

 

■1995 年 9 月 27 日 理事会 議事録（NL7-4 1995 年 11 月号 P36-37） 

ビデオの制作費を科学技術庁が出すことに決定，ただし小中学生向けと一般向けの 2 種を作成するこ

とが条件． 

【補足】科学技術庁が制作費を出したが，最終的に，地震学会が任意団体であったために資

金を直接受け取れなかった．その結果，地震学会はビデオの著作権と版権を持てなかった．

法人化への背景の一つ． 

地震学会ホームページを作成する提案があり，庶務委員会で検討することに． 

 

■1995 年 9 月 28 日 評議員会 議事録（NL7-4 1995 年 11 月号 P37－38） 

社会への対応について，将来検討委員会の設置提案に対して，政治的対応は好ましくない，学会とし

て見解を示す必要はない，社会への還元ができてない，もっと情報提供をすべきである等の意見が述

べられた． 

評議員へ情報を流す連絡網のみとして評議員ネットを作る 

 

◎将来検討委員会の発足（NL7-4 1995 年 11 月号 P13） 

8 月 2 日理事会，9 月 28 日評議員会の承認を得て発足（委員長は山下輝夫） 

構成委員は 
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安藤雅孝，飯田昌弘，石田瑞穂（会長），石橋克彦，入倉孝次郎，川勝均，菊地正幸，島村英紀，武

村雅之，平田直，藤井直之，本蔵義守，山下輝夫（副会長）以上 13 名 

委員会は地震学会員に公開 

 

■1995 年 9 月 28 日 第 1回将来検討委員会 議事録（NL7-4 1995 年 11 月号 P38） 

教育・普及活動を実施するべきという認識で一致 

社会に対する責任をこれまで軽視してきた．学会としての見解を示すかどうか議論が必要． 

兵庫県南部地震に対する対応は後手に回ってしまった．予め対応を議論しておく必要がある． 

 

■1995 年 11 月 15 日 第 2回将来検討委員会 議事録（NL7-5 1996 年 1 月号 P36） 

（1）地震学会の内部機構を整備する必要がある―現在の学会は存在感が希薄であり，他方，学会員

は多様化している 

A バランスのとれた学会の活動方針を打ち出すべきではないか 

B そのための議論の場を必要に応じて提供することや，諸活動のバックアップ体制の整備が必要で

ないか 

（2）組織としての地震学会の責任を考えるべきである―他学会との協調，実社会への貢献をするた

めには何をすべきか 

A 関連分野の人々に役立つ，報告書の作成や啓蒙活動が必要である．特に防災には必要ではないか 

B 被害地震時の調査団派遣，説明会開催，報告書作成を実施してはどうか 

C 地震予知研究について学会で議論を活発に行い，地震予知計画に反映させる努力をするべきでは

ないか 

（3）教育・普及活動を実施すべきだ―地震学会でしかできないことがある 

A 一般人・子供向けなど，さまざまなレベルの出版活動を行いたい 

B 図表資料の出版は大切である 

C シンポジウムや講演会をもっと開催する必要がある 

D 貴重なデータや資料の保存を考えるべきだ．歴史地震，活断層，地震計などがこれに当たる． 

E 教育機関・報道機関などへアピールするべきことはしていこう 

 

■1995 年 12 月 18 日 第 3回将来検討委員会 議事録（NL7-6 1996 年 3 月号 P22） 

（1），（3）は第 2 回委員会の項目に相当 

（1）組織としての地震学会の責任についての議論 

委員会の設置具体案を次回までにまとめる 

テーマ・委員は公募制にすべきではないか 

社会的貢献であり，抜けている分野を埋めるものである 

研究発表やシンポジウムとは目的が異なる 

依頼に対する具体的なアドバイスをしたり，相談窓口にもなったりしてはどうか 

地震学会による提言を実施してはどうか 

地震関連には組織が多く，それに対する配慮は必要 

科学的事業を実施する時に行政主導なのは問題，研究だけでなく社会的責任を果たすべき vs 科学の
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発展や個人の研究の妨げになる 

マスコミなどに個人的な発言をされると迷惑な場合がある vs 学会が個人の意見を統制する権力組織

になるおそれがあり危惧する 

（3）教育・普及活動についての議論 

編集委員会を設けるべきではないか 

タイミングが重要であり，やや長期的に考えるべき 

採算（財源）を配慮すべき 

内容については，最先端の研究とパンフレットを埋めるもの，柔軟性のあるもの，副読本的なものが

よい 

 

■1996 年 1 月 9 日 理事会 議事録（NL7-6 1996 年 3 月号 P35－36） 

ビデオは小中学生向け，一般向け．一般向けの英語版の 3 種に．3 月末の合同大会で小中学生向け版

の試写を目指す． 

 

◎震度階級の改訂（NL8-1 1996 年 5 月号 P11－13） 

平成 8 年（1996 年）10 月 1 日から，震度 5，6 に強弱．それ以外は，平成 8 年 4 月 1 日から． 

 

■1996 年 1 月 23 日 第 4回将来検討委員会 議事録（NL8-1 1996 年 5 月号 P18） 

新規作成する委員会は将来計画委員会で提案するとともに NL で公募する． 

社会的貢献を目的として，強震動委員会（仮称）（武村，入倉担当）の設置． 

研究活動推進を目的として，大会プログラム委員会（仮称）（平田担当）の設置． 

 

■1996 年 2 月 26 日 第 5回将来検討委員会 議事録（NL8-1 1996 年 5 月号 P18－19） 

社会的貢献を目的として，広報委員会（仮称）（平田担当）および学校教育に関する委員会（仮称）

（桑原担当）の設置． 

出版に関する議論として，必要に応じて出版が実施できる受け皿をつくる，学会員以外も対象にす

る，シンポジウムの論文集のような中途半端なものはやめる，販売を事業化するかどうかは検討が必

要との意見がでた． 

 

◎「地震予知研究への提言に向けて：地震予知小委員会からの中間報告」（NL7-6 1996 年 3 月号 P3-

8） 

 

■1996 年 2 月 26 日 理事会 議事録（NL8-1 1996 年 5 月号 P25） 

ビデオの最終シナリオほぼ完成．3 種で合計 2000 本程度を作成． 

 

■1996 年 3 月 25 日 第 6回将来計画委員会 議事録（NL8-2 1996 年 7 月号 P25） 

法人化の議論開始 

 

■1996 年 3 月 26 日 理事会 議事録（NL8-1 1996 年 5 月号 P25） 
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ビデオ 2000 本が 4 月末に完成する予定． 

■1996 年 3 月 29 日 第 7回将来計画委員会 議事録（NL8-2 1996 年 7 月号 P25－26）

強震動委員会，広報委員会，学校教育に関する委員会，大会企画委員会が 3 月 26 日理事会，3 月 27

日評議員会，3 月 28 日総会で承認され，発足との報告． 

シンポジウムに関する議論．大規模地震特例法についての議論にしたらどうかの意見．

◎日本地震学会の会費の値上げ（NL8-1 1996 年 5 月号 P3-4）

正会員 6000→9000 円、学生 3000→4000 円、賛助会員 1 口 20000→50000 円、購読会員 10000→15000

円。さらに大会参加費（2000 円）の徴収。2 月 26 日理事会、3 月 27 日評議員会，3 月 28 日総会で承

認。 

◎仮称「強震動委員会」について（NL8-1 1996 年 5 月号 P20－21）

強震動委員会の設置が，1996 年 1 月 23 日将来計画委員会，3 月 27 日評議員会，3 月 28 日総会で承認 

◎ビデオ「地震はなぜ起こる？－地震のなぞを探ってみよう―」（NL8-2 1996 年 7 月号 P6-7）

この NL の表紙がビデオの写真！ 

◎『「学校教育に関する委員会」（仮称）発足のお知らせ』（NL8-2 1996 年 7 月号 
P11-12）

◎「大会・企画委員会の発足について」（NL8-2 1996 年 7 月号 P12-13）

◎「学会の社団法人化についての検討経緯について」（NL8-2 1996 年 7 月号 P10-11）

■1996 年 4 月 22 日 1996 年度第 1 回将来計画委員会 議事録（NL8-2 1996 年 7 月号 P26）

４委員会の状況報告，法人化の議論． 

■1996 年 5 月 17 日 1996 年度第 2 回将来計画委員会 議事録（NL8-3 1996 年 9 月号 P20）

法人化の議論 

■1996 年 6 月 7 日 理事会 議事録（NL8-2 1996 年 7 月号 P41）

秋季大会期間中に「法人化に関する説明会」を設けることを決定 

■1996 年 6 月 25 日 地震学研究連絡委員会 議事録（NL8-3 1996 年 9 月号 P37－39）

阪神・淡路大震災特別委員会の審議状況の報告 

強震観測の充実は報告がだされ急速に進んでいるが，岩盤設置の強震計は少ない，3 次元観測の取り

組みは不十分などの問題点がでた 

地震予知小委員会のこれまでの成果としてまとめられた冊子「地震予知研究への提言」が配布された 
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■1996 年 7 月 2 日 1996 年度第 3 回将来計画委員会 議事録（NL8-4 1996 年 11 月号 P64－65） 

地震予知研究や事業の在り方について議論 

科学的視点や観測の目的を明確にすべき 

地震予知研究の現状を，専門分野のみならず，一般の研究者（学会員）に理解してもらうことを考え

るべき 

単に地震予知研究体制や研究動向の情報を流すだけでは不十分 

地震予知研究の現状を知ってもらうために，シンポジウムを企画しよう 

地震予知研究体制や研究動向を検討するための学会の受け皿を作って，継続的に取り組みをすべき 

 

■1996 年 9 月 2 日 1996 年度第 4 回将来計画委員会 議事録（NL8-4 1996 年 11 月号 P65） 

広報委員会の役割を合意 

長期予測・基盤観測に関するシンポジウムの開催を計画 

地震調査研究推進本部の委員会で討論され決められた計画に関する情報が，大多数の地震学会員に提

供されていないこと，学会にそれらに対して議論する場がないことが問題であるとの指摘．これらを

補うシンポジウム． 

 

◎地震調査研究推進本部の設置についての記事掲載（NL8-3 1996 年 9 月号 P10－17） 

地震防災対策特別措置法が制定され，平成 7 年（1995 年）6 月 16 日公布，同年 7 月 18 日施行． 

 

◎JPE の兵庫県南部地震特別号の購読申し込みの記事（NL8-4 1996 年 11 月号 P27） 

 

◎「日本地震学会の社団法人化について」の将来計画委員会の記事（NL8-4 1996 年 11 月号 P30－

33） 

 

◎「広報委員会発足のお知らせ」の記事（NL8-4 1996 年 11 月号 P61－63） 

1996 年度第 1 回広報委員会議事録に，地震学会ホームページの開設を了承した旨あり． 

 

■1996 年 9 月 25 日 地震学研究連絡委員会 議事録（NL8-5 1997 年 1 月号 P46-47） 

地震予知小委員会の最終報告が 11 月頃にまとまる予定 

1997 年 2 月半ばに，地震学会との共催でシンポジウムを開催 

 

■1996 年 9 月 26 日 理事会 議事録（NL8-4 1996 年 11 月号 P69－70） 

教育用ビデオが 6500 本追加で複製され，各都道府県の教育委員会を通して中学校に無料配布．これ

までに配布した教育用ビデオは 8250 本． 

地震学会シンポジウム「大地震の長期予測はどこまで可能か？」の開催について 

地震学研究連絡委員会地震予知小委員会作成の冊子「地震予知研究への提言」の印刷について 

 

■1996 年 9 月 27 日 評議員会 議事録（NL8-4 1996 年 11 月号 P70－71） 

地震学会シンポジウム「大地震の長期予測はどこまで可能か？」の開催の決定 
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地震予知小委員会作成の冊子「地震予知研究への提言」の印刷を予算内で処理できる範囲で援助 

 

■1996 年 9 月 28 日 1996 年度第 5 回将来計画委員会 議事録（NL8-5 1997 年 1 月号 P38） 

法人化への反対が少なく，支持がえられたと判断．春の評議員会，総会への提案へ． 

広報委員会の仕事の検討．広報紙の発行，ホームページの開設，その他の広報活動の検討企画． 

 

■1996 年 10 月 28 日 1996 年度第 6 回将来計画委員会 議事録（NL8-5 1997 年 1 月号 P38） 

マスコミとの関係について議論 

ここ数十年間の新聞記事の特徴は基本的に変わらず，地震学は地震予知であると思われている．マス

コミ側からみると，研究者から個人的に情報を得るしか方法がなかった．マスコミと研究者の相互理

解や交流を深め，改善できる点は改善していく． 

 

■1996 年 12 月 3 日 1996 年度第 7 回将来計画委員会 議事録（NL8-6 1997 年 3 月号 P31）  

法人化の主務官庁を文部省にする．法人化の時期は 1999 年 3 月を目安． 

将来検討委員会を次年度も継続することで合意． 

地震調査研究推進本部の委員会で決められた計画等に対して，学会で議論する場がないという指摘あ

り．行政的判断は必要であるが，学会はこうした問題に関して，今後はもう少し見解を出した方がよ

いのではという意見多し． 

 

■1996 年 12 月 18 日 1996 年度第 3 回広報委員会 議事録（NL8-6 1997 年 3 月号 P35） 

■1997 年 1 月 22 日 1996 年度第 4 回広報委員会 議事録（NL8-6 1997 年 3 月号 P35－36） 

広報紙を年 6 回発行，学会内の顔がみえるように，記事は筆者氏名明記，所属機関もできるだけ記

す． 

ホームページの開設を広報紙第ゼロ号の発行時に目指す． 

マスコミとの懇談会を 3 月初旬に気象庁で開催する方向で準備 

 

■1996 年 12 月 12 日 地震学研究連絡委員会 議事録（NL8-6 1997 年 3 月号 P38－39） 

活断層法に関して，阪神・淡路大震災特別委員会の第 2 次報告書の中で土地法の関連で提言を行うこ

とになったとの報告 

地震予知小委員会の報告書の取り扱い 

3 月 5 日に研連と地震学会の合同主催で地震予知シンポジウムを開催 

当日資料として報告書を配布．印刷費用は地震学会負担． 

学術会議としての「対外報告」等にまとめる作業は，シンポジウムで提出された意見等を集約したの

ちに継続して行う 

 

■1997 年 1 月 10 日 1996 年度第 8 回将来計画委員会 議事録（NL9-1 1997 年 5 月号 P42） 

広報紙の名称は「なゐふる」に決定． 

2000 年 WPGM に関する議論．受け入れは地球惑星関連学会連絡会． 
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■1997 年 2 月 25 日 1996 年度第 9 回将来計画委員会 議事録（NL9-1 1997 年 5 月号 P42） 

社団法人化の準備作業について．資金の積み立て，定款案の作成． 

基盤観測に関する要望書提出に対する今後の対応について． 

 

■1997 年 2 月 25 日 1996 年度第 5 回広報委員会 議事録（NL9-1 1997 年 5 月号 P45－46） 

2 月 28 日までになゐふる第ゼロ号を印刷．第 1 号からは奇数月 1 日に発行． 

初めての記者懇談会を 3 月 3 日 18 時から気象庁で開催．懇親会も開催． 

ホームページが 3 月 3 日開設． 

 

◎1997 年 3 月 3・4 日日本地震学会シンポジウム「大地震の長期予測はどこまで可能か？」（科学技術

館サイエンスホール）（NL9-1 1997 年 5 月号 P31，P93-94） 

◎「地震」特集「大地震の長期予測はどこまで可能か？」論文募集記事（NL9-1 1997 年 5 月号 P3） 

 

◎1997 年 3 月 5 日 地震学研究連絡委員会・地震学会共同主催「地震予知研究シンポジウム」 

この内容報告は広報紙「なゐふる」第 1 号（1997 年 5 月発行）（NL9-1 1997 年 5 月号 P78-79）にあり 

 

◎「基盤的調査観測の推進により整備される地震観測網の計画についての要望書」の提出について

（NL8-6 1997 年 3 月号 P3-5） 

 

◎広報紙「なゐふる」創刊準備第ゼロ号が発行されました（NL8-6 1997 年 3 月号 P6，P42-47） 

 

◎日本地震学会のホームページができました（NL8-6 1997 年 3 月号 P6-7） 

 

◎強震動地震学基礎講座の連載開始（NL8-6 1997 年 3 月号 P9-11） 

 

◎JPE 兵庫県南部地震特集号 Part 1～3 の発行 

1996 年 Journal of Physics of the Earth Vol.44 No. 4 P255-427 特集号 Part 1 

1996 年 Journal of Physics of the Earth Vol.44 No. 5 P429-653 特集号 Part 2 

1997 年 Journal of Physics of the Earth Vol.45 No. 2 P73-165 特集号 Part 3 

 

■1997 年 3 月 25 日 1997 年度第 1 回理事会 議事録（NL9-1 1997 年 5 月号 P50－52） 

■1997 年 3 月 26 日 1997 年度第 1 回評議員会 議事録（NL9-1 1997 年 5 月号 P52－53） 

■1997 年 3 月 27 日 1997 年度第 1 回総会 議事録（NL9-1 1997 年 5 月号 P53－56） 

なゐふる第ゼロ号を 3 月 10 日に発行．ホームページ開設．3 月 3 日「マスコミ関係者との懇談会」を

開催． 

「基盤的調査観測の推進により整備される地震観測網の計画についての要望書」の提出． 

「学校教育委員会」の名称の報告． 

法人化のこれまでの経緯の報告． 
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■1997 年 4 月 25 日 1997 年度第 1 回広報委員会 議事録（NL9-2 1997 年 7 月号 P51） 

非常時（大地震発生時）における学会および各委員会の対応について，委員会間で混乱をおこさない

ように，理事会に検討を申し出ることとなったとの記載あり． 

 

■1997 年 5 月 13 日 1997 年度第 2 回理事会 議事録（NL9-2 1997 年 7 月号 P55－56） 

地震調査研究推進本部政策委員会の意見の募集は，報告書の内容についての意見を求めているので，

理事会の意見は，学会広報紙等を通じて行い，直接「意見の募集」に応じない．理事会の合意事項は 

１ 学会は，基盤的調査観測の推進により整備される地震観測網の計画とその実施については，先に

提出した要望書の観点から，今後とも強い関心をもって地震の専門家として意見を示していく 

２ 基盤観測網の計画実施にあたっては，実施状況やその結果の評価を行ったり，最新の科学の成果

を計画に取り入れたりしていく必要が考えられる．このためには，地震調査研究推進本部政策委員会

の下に，地震調査観測に関する専門家からなる部会が必要である．学会はこうした部会の委員と協力

して，最新の科学的成果を施策に反映させていく 

 

◎広報紙「なゐふる」第 1 号の最終ページに 1997 年度時点の委員会構成あり．当時会員数は約 2300

名． 

 

■平成 9年（1997 年）6 月 6 日 地球物理学研究連絡委員会 議事録（NL9-4 1997 年 11 月号 P51－

53） 

阪神・淡路大震災特別委員会が最終報告をまとめ，近く公表の予定で，この中に，地震予知の基本的

考え方，地震火山庁の設置の必要性，活断層法の制定などについて提言，との記述あり． 

※ 阪神・淡路大震災特別委員会の最終報告の第 1 章（地震学に関わる部分）は，NL9-4 1997 年 11

月号 P55－60 

 

■1997 年 6 月 24 日 第 3回理事会 議事録（NL9-4 1997 年 11 月号 P49－50） 

大地震時の地震学会としての広報・見解等のルール化について，広報委員会，強震動委員会から検討

すべき課題として，大地震時の地震現象，強震動の状況等に関する広報について提案． 

推進本部の意見公募に対する理事会の対応と今後の行動の件，推進本部の部会報告に対する意見の公

募が行われたが，理事会は意見の公募には直接は応ぜず，ニュースレター，広報紙等，学会の媒体を

通じて意見表明を行うこととした． 

地球電磁気学会からの「学会連合」の呼びかけ． 

 

◎「JPE から新ジャーナルへ」（NL9-2 1997 年 7 月号 P16－17） 

 

■1997 年 7 月 11 日 地震学研究連絡委員会 議事録（NL10-1 1998 年 5 月号 P40－41） 

地震予知小委員会の正式報告書を，学術会議名の対外報告等にすることは今期中断念，次期に引き継

ぐことを決定． 

特別委員会報告書の内容について，多少独走気味で地震学研究連絡会を踏み越えているのではないか
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との議論あり． 

次期から，学術会議の改組により，地震学研連が専門委員会となる方向との記述あり． 

グローバル地震学小委員会の総括として，国際的には，日本に対して FDSN への定期的なデータ提供

の希望が高まりつつあり，IASPEI を通じて国際的にデータセンターをインターネットで結ぼうという

構想への参加が呼びかけられるなど，日本の国際貢献に対する要請が強まりつつある．グローバル地

震学小委員会を継続し次の事項でのリーダシップを． 

・海半球と全地球ダイナミクスのデータセンター整備，連携，国際貢献 

・上記観測網と国の基盤的広帯域地震観測網の連携，両者のデータの有効利用 

・データセンターに関する IASPEI 構想への対応 

 

◎第 3 回記者懇談会報告（NL9-4 1997 年 11 月号 P44－45） 

秋季大会期間中 1997 年 9 月 24 日 18 時から弘前大学で実施の記者懇談会の報告． 

ここで，マスコミと研究者の間の了解のとれたメンバーで構成する新しいメーリングリスト（ML）を

つくってはどうかということになった．一方で，マスコミ関係者に対して地震学会会員になることへ

の呼びかけも行われた． 

 

■1997 年 10 月 15 日 第 4回広報委員会 議事録（NL9-5 1998 年 1 月号 P20－21） 

「なゐふる ML」の開設，運営方針，管理体制等を決定． 

 

◎1997 年 11 月 なゐふるメーリングリスト（nfml）の運用開始（NL9-5 1998 年 1 月号 P66） 

 

◎法人化に向けてⅠ（NL9-4 1997 年 11 月号 P3－5） 

 

■1997 年 11 月 14 日 第 5回理事会・第 2回将来検討委員会 議事録（NL9-5 1998 年 1 月号 P20） 

学会連合について検討．法人化準備委員会の設置を決定． 

 

■1998 年 1 月 27 日 地震学研究連絡委員会 議事録（NL10-1 1998 年 5 月号 P35） 

学術会議に，地震予知小委員会，グローバル小委員会の継続的設置を要望との記述あり． 

 

◎1998 年 Earth, Planets and Space（EPS）開始（NL10-1 1998 年 5 月号 P7-8） 

 

◎1998 年 5 月 25 日 地球物理学関連学会会長懇談会の開催（NL10-1 1998 年 5 月号 P9） 

 

■1998 年 4 月 16 日 1998 年度第 1 回理事会 議事録（NL10-2 1998 年 7 月号 P46－47） 

1998 年度の委員会委員長の割振りがあり，1998 年度も将来検討委員会，法人化準備委員会あり． 

 

■1998 年 5 月 27 日評議員会，5月 28 日総会（NL10-2 1998 年 7 月号 P2） 

法人化実施決議の承認．今後，基本財産 2000 万円を準備する． 
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◎1998 年 9 月号 NL から，印刷経費節減のため，なゐふるの掲載を中止（NL10-3 1998 年 9 月号 P41） 

 

◎平成 10 年（1998 年）も地震学研究連絡委員会のもとにグローバル地震学小委員会，地震予知小委

員会あり（NL10-3 1998 年 9 月号 P39－40） 

 

■1998 年 9 月 22 日 1998 年度第 4 回理事会 議事録（NL10-4 1998 年 11 月号 P27） 

■1998 年 10 月 26 日 1998 年度第 5 回理事会，10 月 27 日 1998 年度第 2 回評議員会 議事録（NL10-

5 1999 年 1 月号 P38） 

1999 年度以降刊行の掲載記事，論文等の著作権委譲の承認 

 

■1998 年 10 月 28 日 1998 年度第 1 回将来検討委員会 議事録（NL11-1 1999 年 5 月号 P39） 

「地震」の発行体制，学会連合（主として EPS について），社団法人化以降の体制について 

 

■1998 年 12 月 1 日 地震学研究連絡委員会地震予知小委員会 議事録（NL11-1 1999 年 5 月号 P39－

40） 

1997 年夏からの有志による議論を踏まえて，月刊地球特集号，新地震予知研究計画（ニューブループ

リント），地震予知のための新たな観測研究計画の推進について（新建議）が出されたが，どのよう

に予算化され，どのようなグループで実行されるか，不明確．この問題を踏まえ，地震予知小委員会

は，「地震予知研究計画に対する公平で開かれた評価ができる体制の整備」を主目的とした活動を行

う．「モデリング（地殻活動シミュレーション）」にテーマを絞った第 1 回公開パネルディスカッショ

ンを開催．また，2000 年 6 月に地震予知研究シンポジウムを開催する． 

 

◎学会刊行物搭載の論文・記事等の著作権委譲について（予告）（NL10-5 1999 年 1 月号 P4－6） 

 

◎日本地震学会の社団法人化のための募金のお願い（NL10-5 1999 年 1 月号 P7） 

 

■1999 年 3 月 10 日 理事会 議事録（NL11-1 1999 年 5 月号 P43－44） 

法人化準備状況等 

 

■1999 年 3 月 29 日 地震学研究連絡委員会地震予知小委員会 議事録（NL11-1 1999 年 5 月号 P40－

40） 

地震予知研究シンポジウムについて検討．5 月 26 日に，モデリングではなくプレート境界型地震予知

を対象にしたパネルディスカッションを開催． 

 

■1999 年 4 月 20 日 新旧合同 理事会 議事録（NL11-2 1999 年 7 月号 P48－49） 

ここから入倉会長．1999 年度も将来検討委員会あり． 

 

◎日本地震学会事務所移転のお知らせ（地震研究所から東京 RS ビルへ）（NL11-1 1999 年 5 月号 P3） 
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■1999 年 6 月 8 日 地震学研究連絡委員会地震予知小委員会 議事録（NL11-2 1999 年 7 月号 P54） 

5 月 29 日第 1 回パネルディスカッションの報告と反省．今後も年 2 回程度のペースで継続．地震予知

研究シンポジウムの開催は断念． 

 

■1999 年 6 月 9 日 理事会 議事録（NL11-3 1999 年 9 月号 P46－47） 

将来検討委員会については，「会長の要請に基づき，地震学会のこれからにかかわる問題，特に連合

や国際会議に関わる問題について幅広く話し合っていく運営方針」との記述あり． 

 

■1999 年 6 月 9 日 地震学研究連絡委員会グローバル地震学小委員会 議事録（NL11-3 1999 年 9 月

号 P49－50） 

基盤観測網については，FDSN に参加するつもりとの記載あり． 

 

■1999 年 7 月 5 日 1999 年度第 1 回将来計画委員会 議事録（NL11-3 1999 年 9 月号 P55－56） 

春の合同大会ならびに国際会議に対して地震学会がとるべき基本姿勢ならびに具体的な対応について

の意見書をまとめることが使命． 

 

■1999 年 9 月 3 日 第 2回将来計画委員会 議事録（NL11-4 1999 年 11 月号 P48－50） 

合同大会，WPGM2000（東京），IUGG2003（札幌）に関連して，IUGG2003，地震学会と地震学研連につ

いて NL に記事の執筆を依頼し掲載． 

 

■1999 年 9 月 16 日 理事会 議事録（NL11-4 1999 年 11 月号 P48－50） 

突発災害調査委員会の設置の検討．笹谷・武村理事で検討． 

 

◎大学の新しい地震予知研究体制について（NL11-4 1999 年 11 月号 P23－27） 

 

◎地震学会と地震学研連（NL11-4 1999 年 11 月号 P32－34） 

IASPEI に属する FDSN にはグローバル地震学小委員会が加盟という記述あり 

 

■1999 年 11 月 17 日 理事会 議事録（NL11-5 2000 年 1 月号 P33－34） 

笹谷・武村理事から災害調査委員会（仮称）の設置について．予算や事務局の人数を考えると地震学

会から研究者を派遣するのは大変との意見．災害調査委員会準備検討会（島崎副会長，武村・笹谷理

事）で更に検討． 

 

■1999 年 12 月 3 日 第 3回将来検討委員会 議事録（NL11-6 2000 年 3 月号 P32－35） 

合同大会問題について 

 

■2000 年 3 月 9 日 理事会 議事録（NL12-1 2000 年 5 月号 P28－29） 

会長の任期 2 年に合わせて，理事の任期を 1 年から 2 年にする提案．継続審議へ． 
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■2000 年 4 月 18 日 理事会 議事録（NL12-2 2000 年 7 月号 P55－56） 

2000 年度も将来計画委員会あり． 

災害調査委員会，地震予知委員会を設置する方向で引き続き議論． 

理事の人数を 10 名以内から 20 名以内にすることを評議員会へ提案することを決定． 

 

■2000 年 6 月 25 日 理事会，6月 26 日 評議員会，6月 27 日 総会（NL12-4 2000 年 11 月号 P41－

45） 

法人化に向けた定款案の修正 

「第 1 回地震火山こどもスクール」（1999 年）の報告 

「地震予知委員会」と「災害調査委員会」の新設 

地震学会創立 60 周年記念事業基金の設置 

ニュースレターに「賛助会員のコーナー」の新設 

 

◎「賛助会員のコーナー」の設置（NL12-2 2000 年 7 月号 P75-76, NL12-3 2000 年 9 月号 P78-79, 

NL12-4 2000 年 11 月号 P92） 

 

◎2000 年 10 月 社団法人化へ向けた代議員選挙（NL12-3 2000 年 9 月号 P3－4） 

 

■2000 年 9 月 22 日 理事会 議事録（NL12-4 2000 年 11 月号 P45－46） 

2001 年 1 月地震工学会設立の報告 

大会・企画委員会から一般公開セミナーの準備状況の報告あり 

 

■2000 年 11 月 20 日 理事会 議事録（NL12-5 2001 年 1 月号 P30－32） 

将来検討委員会で，法人化後の代議員選挙を検討との報告あり 

地震学会地震予知委員会と地震学研連地震予知小委員会はそれぞれに組織することを決定 

鳥取県西部地震の災害調査委員会の立ち上げを了承．今後，災害調査委員会の立ち上げは会長承認事

項とする． 

 

◎2000 年 12 月 1 日 社団法人の認定（NL12-5 2001 年 1 月号 P3－9） 

 

◎一般公開セミナー｢2000 年鳥取県西部地震｣ （米子）｢21 世紀の地震学―地震学はこれから何を目

指すのか｣（東京）開催される（NL12-6 2001 年 3 月号 P4-5） 

 

【参考】 

 

■1994 年度理事 

深尾良夫（会長），岡田義光（副会長），佐藤利典（庶務），吉田茂生，藤井直之，篠原雅尚，金嶋

聡，平田直，末広潔，川勝均 
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■1995 年度理事 

石田瑞穂（会長），山下輝夫（副会長），山野誠（庶務），飯田昌弘，本多了，西澤あずさ，宮武隆，

久家慶子，谷本俊郎，川勝均 

 

■1996 年度理事 

石田瑞穂（会長），山下輝夫（副会長），武尾実（庶務），片岡俊一，角田寿喜，小泉尚嗣，坪井誠

司，佐竹健司，中西一郎，菊地正幸 

 

■1997 年度理事 

石田瑞穂（会長），菊地正幸（副会長），平田直（庶務），植竹富一，鈴木貞臣，山岡耕春，佐竹健

治，末広潔，入倉孝次郎，桑原央治 

 

■1998 年度理事 

石田瑞穂（会長），菊地正幸（副会長），纐纈一起（庶務），植竹富一，吉川澄夫，西村太志，森田裕

一，末広潔，笹谷努，平田直，山下輝夫，桑原央治 

 

■1999 年度理事 

入倉孝次郎（会長），島崎邦彦（副会長），飯高 隆（庶務），吉田真吾，飯尾能久，西上鉄也，小菅正

裕，小泉尚嗣，武村雅之，平田 直，笹谷 努，桑原央治 

 

■2000 年度理事 

入倉孝次郎（会長），島崎邦彦（副会長），篠原雅尚（庶務），金嶋聡，笠原稔，熊谷博之，鷺谷威，

小泉尚嗣，平田直，笹谷努，武村雅之，桑原央治 

 

※法人化前（2000 年 9 月以前），理事は 1 年任期だった． 

※法人化前は，会長（任期 2 年）と評議員（任期 2 年）（50 名のうち 25 名ずつ改選）を選挙で選出

し，評議員選挙の結果をもとに会長が理事を委嘱した（NL12－2 2000 年 7 月号 P55-56 の 2000 年度

第 1 回理事会議事録に関連する記載あり）． 

※副会長が誰かに関する記載がニュースレター（含む議事録）にはなく，上記は「地震」の表紙裏の

情報から取得した． 
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1995年兵庫県南部地震後4年間の日本地震学会の将来計画委員会、理事会および日本学術会議の動向

年 月 SSJ将来計画委員会 SSJ理事会 SSJ学会行事 日本学術会議 その他

1

2
2月22日（深尾会長）
小中学生向けビデオ作成決定
JPE, 地震の特集号作成決定

3
3月27日（ここから石田会長）
地震の特集号は断念

2月27日地震工学研連
関西地震観測研究協議会の
データ頒布について

3月22日地震工学研連
地震動記録を一元化して公表
する呼びかけの要望

3月30日地震学研連
地震予知小委員会（安藤担
当）とグローバル小委員会
（深尾担当）の設置報告
阪神・淡路大震災に関連し部
を横断する特別委員会の設置
地震学会と共催のシンポジウ
ムを計画

4

5

建議「第7
次地震予知
計画の見直
し」

6

6月8日地震学研連
学術会議を横断する形で発足
した阪神・淡路大震災特別委
員会の構成委員と議事内容の
報告
地震予知小委員会のメンバー
紹介、第８次地震予知計画に
向けた新しいブループリント
の作成を目指すとの報告

7
7月25日地震学研連
強震観測網の整備に関する勧
告を提起

7月18日
「地震防災
対策特別措
置法」施行

8

8月2日
将来検討委員会（仮称）の設
置を決定
ビデオ1000万円スポンサー問
題が発生

9

9月27日
ビデオ費用は科学技術庁が支
出
地震学会ホームページの作成
を検討

9月25日地球物理学研連
阪神・淡路大震災調査特別委
員会報告として、特に要望の
強かった２つの１つが、地震
の強震観測の整備であるとの
報告

10

9月28日1995年度第1回
将来計画委員会開催（8月2日
理事会、9月28日評議員会で発
足承認）委員会は地震学会員
に公開

11

11月15日1995年度第2回
（1）地震学会の内部機構を整
備する必要
（2）組織としての地震学会の
責任を考えるべき
（3）教育・普及活動を実施す
べき

12
12月18日1995年度第3回
第2回の（1）（3）の内容を議
論

1

1月23日1995年度第4回
委員会は将来計画委員会で提
案するとともにNLで公募する
社会的貢献を目的として、強
震動委員会（仮称）（武村、
入倉担当）の設置
研究活動推進を目的として、
大会プログラム委員会（仮
称）（平田担当）の設置

1月9日
ビデオは小中学生向け、一般
用、英語版の3種を作成
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2

2月26日1995年度第5回
社会的貢献を目的として、広
報委員会（仮称）（平田担
当）および学校教育に関する
委員会（仮称）（桑原担当）
の設置

2月26日
ビデオの最終シナリオほぼ完
成。3種で合計2000本程度を作
成

3

3月25日1995年度第6回
法人化の議論開始
3月29日第7回
4つの新委員会（強震動委員
会、広報委員会、学校教育に
関する委員会、大会企画委員
会）の発足が3月27日評議員
会、3月28日総会で承認との報
告
シンポジウムに関する議論

3月26日
ビデオ2000本が4月末に完成す
る予定

4
4月25日1996年度第1回
4委員会の状況報告
法人化の議論

会費の値上げ（正
会員6000→9000
円、学生3000→
4000円、賛助1口
20000→50000円、
購読10000→15000
円）
大会参加費2000円
の徴収

4月1日
震度階級の
改訂

5
5月17日1996年度第2回
法人化の議論

6
6月7日
秋季大会期間中に「法人化に
関する説明会」開催を決定

6月25日地震学研連
阪神・淡路大震災特別委員会
の報告
地震予知小委員会のこれまで
の成果としてまとめられた冊
子「地震予知研究への提言」
の配布

7

7月2日1996年度第3回
地震予知研究や事業の在り方
について議論
地震予知研究の現状を知って
もらうためのシンポジウムの
企画

8

9

9月2日1996年度第4回
広報委員会の役割を合意
長期予測・基盤観測に関する
シンポジウムの開催を計画

9月28日1996年度第5回
法人化への反対なく、春の評
議員会、総会へ提案決定
広報委員会の仕事として、広
報紙の発行、ホームページの
開設、その他の広報活動の検
討企画

9月26日
教育用ビデオが6500本追加で
複製され、各都道府県の教育
委員会を通して中学校に無料
配布
シンポジウム「大地震の長期
予測はどこまで可能か？」の
開催
地震予知小委員会作成の冊子
「地震予知研究への提言」の
印刷について

NL9月号
「JPEの兵庫県南
部地震特別号の購
読申し込み」
「日本地震学会の
社団法人化につい
て」

9月25日地震学研連
地震予知小委員会の最終報告
が11月頃まとまる予定
1997年2月半ばに、地震学会と
の共催でシンポジウムを開催

10
10月28日1996年度第6回
マスコミとの関係について議
論

10月1日
震度5，6へ
の強弱区分
の導入

11

12

12月3日1996年度第7回
法人化の主務官庁を文部省
委員会を次年度も継続
地震調査研究推進本部の委員
会で決められた計画等に対し
て、学会で議論する場がない
という指摘

12月12日地震学研連
3月5日に地震学会との合同主
催で地震予知シンポジウムを
開催
当日資料として地震予知小委
員会の報告書を配布、印刷費
用は地震学会負担

1
1月10日1996年度第8回
広報紙の名称は「なゐふる」

2

2月25日1996年度第9回
社団法人化の準備作業につい
て、資金の積み立て、定款案
の作成。
基盤観測に関する要望書提出
への今後の対応について。
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3

3月25日理事会、3月26日評議
員会、3月27日総会
なゐふる第ゼロ号を3月10日に
発行。ホームページ開設。3月
3日「マスコミ関係者との懇談
会」を開催。
「基盤的調査観測の推進によ
り整備される地震観測網の計
画についての要望書」の報
告。
「学校教育委員会」の名称の
報告。
法人化のこれまでの経緯の報
告。

3月3・4日日本地
震学会シンポジウ
ム「大地震の長期
予測はどこまで可
能か？」（科学技
術館サイエンス
ホール）

3月5日
地震学研究連絡委員会・地震
学会共同主催「地震予知研究
シンポジウム」

4

5

5月13日1997年度第2回
地震調査研究推進本部政策委
員会の意見の募集は、報告書
の内容についての意見を求め
ているので、理事会の意見
は、学会広報紙等を通じて行
い、直接「意見の募集」に応
じない

6

6月24日
大地震時の地震学会としての
広報・見解等のルール化につ
いて。
推進本部の意見公募に対する
理事会の対応と今後の行動。
電磁気学会からの「学会連
合」の呼びかけ。

6月6日地球物理学研連
阪神・淡路大震災特別委員会
が最終報告をまとめ、近く公
表の予定。この中に、地震予
知の基本的考え方、地震火山
庁の設置の必要性、活断層法
の制定等について提言あり。
※阪神・淡路大震災特別委員
会の最終報告の第1章（地震学
に関わる部分）はNL9-4 1997
年11月号P55－60にある。

7

7月11日地震学研連
地震予知小委員会の正式報告
書を、学術会議名の対外報告
等にすることは今期中断念、
次期に引き継ぐことを決定

8

9

9月24日第3回記者
懇談会を開催。こ
こで、マスコミと
研究者の間の了解
のとれたメンバー
で構成する新しい
MLをつくってはど
うかという提案。

10

11
11月14日
学会連合について検討。法人
化準備委員会の設置を決定。

なゐふるメーリン
グリストの運用開
始

12

1

1月27日地震学研連
学術会議に地震予知小委員
会、グローバル小委員会の継
続的設置を要望

Earth,
Planets
and Space
開始

2

3

4

4月16日
1998年度の委員会委員長の割
振りがあり、1998年度も将来
検討委員会、法人化準備委員
会あり。
将来検討委員会の方向性は、
地球電磁気・地球惑星圏学会
から呼びかけのあった学会連
合について。
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5
5月27日評議員会、5月28日総
会で法人化実施決議の承認

6

7

8

9

9月22日
1999年度以降刊行の掲載記
事、論文等の著作権委譲につ
いて

10
10月28日1998年度第1回
地震、学会連合（主にEPS)、
法人化後の体制について

11

12

1998
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2025－2026 年度 日本地震学会「地震学を社会に伝える連絡会議」委員 

 

議長 加藤 愛太郎（東京大学地震研究所） 

副議長 室谷 智子（国立科学博物館） 

委員 吾妻 崇（産業技術総合研究所） 

入江 さやか（松本大学） 

内田 直希（東京大学地震研究所） 

加納 靖之（東京大学地震研究所） 

桑野 修（海洋研究開発機構） 

酒井 慎一（東京大学大学院情報学環） 

篠原 雅尚（東京大学地震研究所） 

武村 俊介（東京大学地震研究所） 

田所 敬一（名古屋大学） 

土井 恵治（土佐清水ジオパーク推進協議会） 

中川 和之（時事通信社） 

中原 恒（東北大学） 

西田 究（東京大学地震研究所） 

馬場 俊孝（徳島大学） 

久田 嘉章（工学院大学） 

深畑 幸俊（京都大学防災研究所） 

山岡 耕春（原子力規制委員会） 

※五十音順 

 

特別シンポジウム企画運営 WG 

加藤愛太郎（主査）、室谷智子、山岡耕春、酒井慎一、内田直希 

 

モノグラフ第 9 号編集委員会 

加藤愛太郎（主査・編集担当）、室谷智子、加納靖之、中原恒、田所敬一、篠原雅尚、馬場俊孝 
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